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1　はじめに

　PM2.5は微小粒子のため肺の奥まで到達しやすく，呼
吸器系や循環器系への健康が懸念されている有害大気汚
染物質である。PM2.5の大気中の濃度を低減するには，
発生源対策が必要であり，発生機構の解明や発生源を明
らかにすることが求められている。また，地方自治体に
おいて質量濃度に加えてPM2.5の成分分析が行われてお
り，国（環境省）への報告が求められている。これら成
分分析の結果を解析することにより，PM2.5の健康影響
調査に資する知見の充実が期待できる。
　一方，PM2.5の有機エアロゾル中には多環芳香族炭化
水素（以下，PAHsという。）が含まれている。PAHsは，
化石燃料等の燃焼により発生し，人体への毒性（発がん
性，変異原性）を有する物質が多く存在することから，
PM2.5中におけるPAHsの成分情報は非常に有益な知見
であると考えられる。しかし，PM2.5中のPAHsの従来
の知見は，イオン成分，無機成分及び炭素成分と比較し
て非常に少ないのが現状である。今回，PM2.5中におけ

るPAHsの状況を把握するため，石川県内 3地点（輪島
市西二又，輪島局，松任局）におけるPM2.5中のPAHs
濃度を調査し，いくつかの知見を得たので報告する。

2　調査方法

　2・1　調査地点及び調査期間
　調査地点は，輪
島市西二又（以
下，西二又とい
う。）輪島局及び
松任局の 3地点で
試料採取を行った
（図 1 ）。
　西二又は能登半
島西端に位置し，
金沢大学能登大気
観測スーパーサイ
ト（旧国設酸性
雨測定所）が設
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〔和文要旨〕

　PM2.5中における多環芳香族炭化水素類（PAHs）濃度の実態を把握するために，石川県内の輪島

市西二又，輪島局，松任局の 3地点で 6－7 月，11－12月，3月に試料の捕集を行った。11種類の

PAHsを分析し，県内におけるPAHsの濃度レベルを求めた。その結果，PAHs濃度には季節変動が

見られ，3月が最も高く，次いで11－12月が高かったが，PM2.5の質量濃度の季節変動とは一致しな

かった。また，PAHsは微小粒子側に多く含まれる傾向があり，その偏在率には，暖候期よりも寒候

期が高くなる季節変動が認められた。

キーワード：多環芳香族炭化水素類，微小粒子状物質，季節変動

　Concentrations of polycyclic aromatic hydrocarbons associated with PM2.5 observed in Ishikawa 
Prefecture, Japan.  by KAWAMOTO Tomotake, MAKINO Masahide MIYATA Tomoko, KATO 
Mami, OTA Satoshi, HATSUSE Yuh (Environmental Science Department, Ishikawa Prefectural 
Institute of Public Health and Environmental Science)

　Key words : Polycyclic Aromatic Hydrocarbons, PM2.5, Seasonal Change

図 1　調査地点
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置されている地点で，周りは森林に囲まれ，周辺に住宅
がなく，交通量もほとんどない地点である。輪島局は一
般環境大気測定局であり，のと里山空港敷地内に設置さ
れており，周辺に事業所や民家が少ない地点である。西
二又と輪島局は直線距離で16km離れている。一方，松
任局は一般環境大気測定局であり，市街地に位置し，周
辺は住宅地であり，近隣には交通量の多い道路も存在す
る。
　調査期間は，2017年 6 月27日から 7 月10日，11月
15日から29日，12月 1 日から14日，2018年 3 月 1 日
から14日の 4回実施したが，11月から12月にかけては，
連続した 1つの期間として取り扱った。
　2・2　試料採取
　サンプリング方法は，PM2.5成分分析マニュアル 1） に
準じて行った。試料採取装置には，Thermo scientifi c
製シーケンシャルエアサンプラーModel 2025i，2025i-D
を用い，捕集流量は16.7L/minとした。サンプリング
フィルタには，Whatman製 QMA φ47mmの石英繊維
フィルタを使用した。なお，試料の捕集時間は24時間
とし，採取後は分析に供するまで冷凍保存（－20℃）し
た。
　2 ･ 3　調査対象物質
　分析対象としたPAHsは，フルオランテン（Flu），ピ
レン（Pyr），クリセン（Chr），ベンツ ［a］ アントラセ
ン（BaA），ベンゾ ［e］ ピレン（BeP），ベンゾ ［a］ ピレ
ン（BaP），ベンゾ ［b］ フルオランテン（BbF），ベン
ゾ ［k］ フルオランテン（BkF），ジベンツ ［a, h］ アント
ラセン（DBahA），ベンゾ ［ghi］ ぺリレン（BgPe），イ
ンデノ ［1, 2, 3-cd］ ピレン（IDP）の11物質とした。そ
れらの化学構造式を図 2に示す。

　2・4　分析方法
　分析は，有害大気汚染物質測定方法マニュアル 2） に準
じて行った
　（1）試薬等
　抽出溶媒にはジクロロメタン（残留農薬分析・PCB

試験用，和光純薬），定容溶媒及びHPLC分析の移動相
にはアセトニトリル（高速液体クロマトグラフ用，和光
純薬）を用いた。また，標準物質は，シグマアルドリッ
チ製の混合標準溶液（BePを除く10物質）及び関東化
学製のBeP標準溶液を用い，各10μg/mLをアセトニト
リルで適宜希釈して，検量線用標準溶液を作成した。
　（2）前処理
　抽出は，試料フィルタをセラミック製のハサミで細か
く裁断した後，遠心沈殿管に入れ，ジクロロメタン20 
mLを加え30分間超音波抽出を行った。この抽出液を
3000rpmで20分間遠心分離処理を行い，上澄み10mL
を分取して，窒素気流下で乾固直前まで濃縮した後，自
然乾固し，アセトニトリル 1mLに再溶解し，0.45μmメ
ンブレンフィルタでろ過したものを試験溶液とした。分
析フローを図 3に示した。

　（3）HPLC分析
　本調査では，HPLC-蛍光法で分析を行った。表 1に
HPLC条件を示した。HPLCは，Waters製のAquity 
UPLC H-class，分離カラムにはInertsil ODS-P（3.0
mm i.d.×250mm，5μm，GL サイエンス製）を使用した。
移動相条件は，超純水とアセトニトリルの混合比率を
25：75から0：100まで，徐々に変化（グラジエント）させ，

図 2　調査対象11物質の化学構造式

図 3　PAHs分析方法

表 1　HPLC条件

・使用機種：Waters Aquity UPLC H-class

・カラム　：Inertsil ODS-P

　　　　　　 3.0×250mm, 5μm

・流量　　：0.8 mL/min

・移動相　：A；H2O　B；CH3CN

 0-15 min 　A：B = 25：75

15-20 min 　A：B = 25：75～0：100

20-23 min 　A：B = 0：100

23.01 min-　A：B = 25：75

・温　度　：40℃

・注入量　：2μL
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カラム温度は40℃，流速は0.8mL/min，注入量は 2μl
とした。蛍光検出器の測定波長条件を表 2に示す。励起
波長及び蛍光波長は 1chのタイムプログラムにより切り
替え，各 5波長を使用した。分析条件の検討の結果，本
分析では分析時間が約28分となり，環境省マニュアル2） 

よりも大幅に測定時間を短縮することができた。

3　調査結果及び考察

　3・1　検量線及び定量下限値
　各定量波長のクロマトグラムピーク面積を用いて，0.5
～ 10ng/mLの範囲（標準溶液0.5，1，2 ，5 ，10ng/
mL）で，絶対検量線法による検量線を作成した結果，
11成分すべてにおいて，r 2 ＝0.999と良好な直線性が得
られた。
　また，定量下限値（S/N=5）は，以下のとおりである。
　・BeP, BgPe：0.5ng/mL
　・Flu, BbF：0.2ng/mL
　・Pyr, BaA, Chr, BkF, 
　　BaP, DBahA, IDP：0.05ng/mL
　3・2　クロマトグラム
　11種のPAHs標準物質及び試料のクロマトグラムの
一例を図 4に示す。図 4より，BeP及びBgPeの検出感
度が低く，それらの保持時間近くに他の物質（BbF及
びIDP）が確認できる。
　このように，BePは検出感度が低く，保持時間近くに
他物質があることから，PAHsの調査研究において解析
対象から外されるケースが多く，また，DBahAについ

ては検出濃度が低いため，同様に解析対象外となること
が多かった。本調査研究では，分離カラムにInertsil 
ODS-Pを使い，HPLC分析条件を検討した結果，BeP，
DBahA及びBgPeを単独で定量することが可能となっ
た。また，試料についても妨害ピークが重なることなく
分離することができた。
　3・3　フィルタの抽出枚数の検討
　対象11物質がHPLCで測定可能な検出感度を得るた
めには，抽出するフィルタが何枚必要であるか検討した。
輪島局及び松任局において，7日間試料を採取した。そ
れらの試料から，フィルタ 1枚（ 1日目），フィルタ 2
枚（ 2～ 3 日目），フィルタ 4枚（ 4～ 7 日目）を一試
料として抽出し，試料溶液中の濃度を比較した。結果を
表 3に示す。
　フィルタ 1枚では，11物質すべての濃度は定量下限
値を上回っていたが，BeP，DBahA及びBgPeの 3 物
質の濃度は定量下限値に近い値であった。フィルタ 2枚
では，BeP，DBahA及びBgPeの濃度は定量下限値の 3
倍以上となった。フィルタ 4枚では，BeP，DBahA及
びBgPeの濃度はフィルタ 2枚の濃度と差はみられなかっ
た。
　以上より，BeP，DBahA及びBgPeが十分定量可能
なフィルタ 2枚を一つの試料として，分析に供すること
とした。

表 2　蛍光検出器の測定波長条件

Time (min)
励起波長

Ex (nm)

蛍光波長

Em (nm)
分析対象化合物

 0.00－  6.45 360 435 Flu

 6.45－  9.00 320 391 Pyr

 9.00－13.00 270 390 BaA　Chr

13.00－21.00 290 430
BeP　BbF　BkF

BaP　DBahA

21.00－24.00 300 500 BgPe　IDP

図 4　PAHs標準物質及び試料のクロマトグラム（一例）

表 3　各フィルタ枚数を抽出した試料溶液中のPAHs濃度

場所
フィルタ
枚　 数

Flu Pyr BaA Chr BeP BbF BkF BaP DBahA BgPe IDP

輪島

1 1.3 0.91 0.28 0.75 0.62 0.95 0.37 0.46 0.07 0.66 0.78

2 3.0 2.2 0.69 1.9 1.7 2.5 1.0 1.3 0.17 2.3 2.1

4 3.0 2.3 0.73 1.7 1.9 2.6 1.0 1.3 0.19 3.2 2.6

松任

1 1.2 0.84 0.26 0.79 0.80 1.1 0.41 0.50 0.06 1.2 0.94

2 3.7 2.7 0.80 2.1 2.0 2.9 1.2 1.5 0.19 3.3 2.5

4 3.7 3.0 1.1 2.4 2.5 3.4 1.4 1.9 0.25 4.3 3.3

定量下限値 0.2 0.05 0.05 0.05 0.5 0.2 0.05 0.05 0.05 0.5 0.05

単位　ng/mL
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　3・4　添加回収試験の結果
　添加回収試験は，ブランクフィルタ 2枚に11物質混
合標準品溶液を各物質が40ng含まれるよう添加し，試
料と同様に分析し，回収率を試行数12の平均値で求め
た。その結果，4環化合物であるFlu及びPyrの回収率
は77％と若干低めであり変動も大きかったが，他の 9
物質の回収率は，88～97％と良好な結果が得られた。
環境大気中の多くのPAHsは，蒸気圧や気温によって気
相と粒子相に分配しており，通常の気温であれば，2，
3 環のPAHsは気相，5環以上のPAHsは粒子相，4環
のPAHsは両方の相に存在するが，気温が低いほど粒子
相により多く分配すると言われている 3） 4）。FluとPyrの

回収率が若干低く変動が認められる理由として，これら
物質は，試験操作中の窒素濃縮等で気相に移行する割合
が多いためと推測される。
　3・5　PAHs濃度及びPM2.5の質量濃度
　PM2.5中のPAHs濃度の結果を表 4に示す。調査地点
別における年平均値を物質別に見ると，各調査地点とも
Flu及びBgPeが高く，DBahAが最も低い値を示し，そ
の濃度差は10倍程度であった。
　次に，PM2.5中のPAHs濃度及びPM2.5の質量濃度を
季節別，調査地点別に表したグラフを図 5に示した。
PAHs濃度を調査地点別に見ると，松任局が最も高く，
西二又と輪島局は同程度であった。次に季節別に見ると，

表 4　石川県内におけるPM2.5中のPAHs濃度

4 環 5 環 6 環

Flu Pyr BaA Chr BeP BbF BkF BaP DBahA BgPe IDP

西二又 74 55 13 33 37 47 17 21 6.5 55 41

輪島局 63 51 16 34 39 51 55 20 5.0 71 47

松任局 90 67 20 51 60 77 30 34 8.6 110 78

全体平均 76 58 16 39 45 58 34 25 6.7 79 56

測定値は年平均値，単位 pg/m3

図 5　PM2.5中のPAHs濃度及びPM2.5の質量濃度との比較

表 5　 PM2.5中とTSP中のPAHs濃度の比較

本　研　究
Tang, N. et al.,

（2015）
Tang, N. et al.,（2015）

と本研究の比較
中村 他

（2012）

調査地点 輪島市西二又 長崎県大村市

試　　料 PM2.5 TSP PM2.5/TSP PM2.5 TSP PM2.5/TSP

採 取 年 2017-2018 2004-2014 — 2012

採 取 月 6 11-12 3
寒候期

11, 12, 3
年間
平均

寒候期
11～5

暖候期
6～10

年間
平均

寒候期
11～5

暖候期
6～10

年間
平均

3/7～4/24

試 料 数 7 14 7 21 28 280 175 455 — — — 49

合　計
11PAHs

99 438 650 508 406 — — — — — — 1220 1580 77.2 

合　計
9PAHs

84 390 594 458 364 670 170 478 68.4 49.6 76.3 1020 1360 75.0 

単　　位 平均値，pg/m3 平均値，pg/m3 （%） 平均値，pg/m3 （%）
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3 月が最も高く，次いで11－12月が高く，6－ 7 月が
最も低くなった。PM2.5のPAHs濃度が高くなる時期は，
中国で石炭やバイオマス燃料の使用が増大する時期（10
月～ 3月）と一致していた。早川らが西二又で行った大
気粉塵中のPAHsの調査において，中国の石炭暖房の使
用期間に大気中の 3～ 6環PAHsの濃度が上昇し，この
濃度上昇のほとんどは中国東北部からの飛来によること
が明らとされており 5） 6），本調査でもこれに合致する結
果となり，大陸からの影響が大きいことが示唆された。
　一方，PM2.5の質量濃度については，3月及び 6－7月
に高く，11－12月が最も低くなった。冬季に質量濃度
が極端に低い理由としては，北陸の冬季は気候的に湿度
が高く降雨が多いため，レインアウト及びウォッシュア
ウトにより総大気浮遊粒子状物質（以下，TSPという。）
量が減少し 7），PM2.5の質量濃度も低くなると考えらえる。
　PM2.5中のPAHs濃度とPM2.5の質量濃度を比較する
と，これらの間に季節変動の一致は見られなかったこと
から，両者の関連は低いことが示唆された。なお，輪島
局のPM2.5中のPAHs濃度は西二又とあまり差がなかっ
たことにより，輪島局は越境汚染の影響を調査するのに
適した場所であると考えられる。さらに，松任局の
PAHs濃度は西二又及び輪島局と比較し濃度が高いこと
から，越境汚染に加え，地域的な汚染が影響しているこ
とが示唆された。

　3・6　PM2.5中のPAHs濃度及び偏在率 （PM2.5/TSP）
　　　　の研究事例との比較
　PM2.5中のPAHs濃度とTSP中のPAHs濃度との比較
を行った（表 5）。比較には，金沢大学環日本海域環境
研究センターの唐らのデータ 8） 及び長崎県環境保健研究
センターの中村らのデータ 9） を用いた。また，比較した
調査地点は，西二又と長崎県大村市である。
　PM2.5中のPAHs濃度について，本研究の西二又（ 3月）
と長崎県大村市（ 3－ 4月）とで比較すると，西二又は
大村市の約半分の濃度と低い値であった。このことによ
り大村市は市の中心部であり，近隣の発生源の影響を受
ける効果が効いていると思われる。
　次に，西二又におけるPM2.5中のPAHs濃度（BeP，
DBahAを除く 9物質）とTSP中のPAHs濃度（ 9物質）
を比較した（図 6）。TSP中のPAHs濃度は唐ら 8） によ
る2004～2014年の平均値で，暖候期を 6～10月，寒候
期を11～ 5 月とした。その結果，PAHsの微小粒子
（PM2.5）への偏在率（PM2.5/TSP）は，暖候期で約
50％，寒候期で約68％であった。さらに，西二又（寒
候期）と長崎県大村市（ 3月）との偏在率を比較したと
ころ，長崎県は75.0％であり，西二又と近い値であった。
PAHsは微小粒子側に多く含まれる傾向があり，その偏

在率は暖候期よりも寒候期が高いという，季節変動が明
らかとなった。
　なお，唐ら 8） によると，西二又のTSP中のPAHs濃度
は，北京オリンピック（2008年）以前は増加傾向に，
それ以降は減少傾向にあると報告されている。よって，
2017～2018年のTSP中のPAHs濃度は，2004～2014
年の平均値よりも低いものと考えられ，今回示した
PAHsの偏在率は過小評価されており，実際には，より
微小粒子側に偏在していると考えられる。

4　ま と め

（1）PM2.5中におけるPAHs11物質について，分析法を
検討した結果，良好な回収率が得られ，かつHPLCの
クロマトグラム上の分離も良好な分析法を確立した。

（2）本県のPM2.5中におけるPAHs濃度レベルは，季節
変動があり，3月に最も高く，次いで11－12月に高く，
6－ 7月が最も低くなった。また，大気中PAHs濃度
とPM2.5の質量濃度には，季節変動の一致は無かった。

（3）西二又におけるPAHsの微小粒子側への偏在率は，
暖候期で約50％，寒候期で約68％となった。寒候期
については，長崎県大村市と近い値であった。

　本研究を実施するにあたり，西二又における試料採取
場所の提供及び多環芳香族炭化水素類の分析全般につい
てご教授いただきました金沢大学環日本海域環境研究セ
ンターの早川和一教授，並びに唐寧准教授に深謝いたし
ます。

文　　　献
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トロ多環芳香族炭化水素類の最近12年間の変遷，大

図 6　西二又におけるPM2.5中とTSP中のPAHs濃度の比較
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1　はじめに

　石川県の河北潟，木場潟及び柴山潟の 3湖沼において
は，昭和49年及び52年に環境基準を当てはめてから未
だに化学的酸素要求量（COD）の環境基準を達成して
いない 1）。県の調査では，河北潟のCOD汚濁負荷の内
訳は，4～10月の暖候期には内部生産が約 6割になる
と報告している 2）。

　当センターがこれまでに実施した「浮葉植物による水
質浄化と植栽・利用に関する研究」では，浮葉植物（ヒ
シ）を植えていない対照区であっても，植物プランクト
ンの増殖により，模擬湖沼水中のNO3-N及びPO4-P濃
度が減少したと報告した 3）。また，「河北潟における難
分解性有機物に関する実態調査」では，春夏は易分解性
の懸濁態有機物が多く，この成分と植物プランクトンの
指標であるChl aとの相関が高いことから，内部生産を

 〔報　文〕

植物プランクトンを活用した水質浄化技術の検討（第3報）

石川県保健環境センター　環境科学部　　　　　　 
秋澤　久美子・前田　空人・原田　由美子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 川畑　陵介・吉田　秀一・安田　能生弘
健康・食品安全科学部　 清水　隆二

石川県危機対策課　　　　　　　　　　　　　　　 古澤　佑一

〔和文要旨〕

　石川県の河北潟では化学的酸素要求量（COD）の環境基準を未だに達成していない。河北潟にお

けるCODの負荷割合については，4～10月の平均で内部生産が約6割を占めていることがこれまで

の県の調査で明らかになっている。内部生産の低減には潟に流入する栄養塩類の低減が課題である。

そこで，本研究では，新たな水質浄化技術として考案した，河北潟に在来する植物プランクトンを用

いて水中の栄養塩類を低減する実験装置による浄化実験を行い，水理学的滞留時間（HRT）0.18日

の場合，装置の水容量 1Lあたり 1日に硝酸態窒素（NO3-N）1.7mg，リン酸態リン（PO4-P）0.11mgを

除去できることを確認した。

キーワード：河北潟，湖沼，植物プランクトン，水質浄化，除去速度

　本報及びそれに先行する既報の内容については以下の学会等で発表した。
　第30回全国環境研協議会東海･近畿・北陸支部研究会，2016/1/14～15，滋賀県大津市
　第50回日本水環境学会年会，2016/1/16～18，徳島県徳島市，以上第 1報
　第31回全国環境研協議会東海･近畿・北陸支部研究会，2017/1/26～27，福井県福井市
　第51回日本水環境学会年会，2017/3/15～17，熊本県熊本市，以上第 2報
　第52回日本水環境学会年会，2018/3/15～17，北海道札幌市　第 3報

　Examinations of the Water Quality Improvement Technology with Utilizing an Intake of Nutrient 
Salts by Phytoplanktons (3rd Report).  by AKIZAWA Kumiko, MAEDA Sorato, HARADA Yumiko, 
KAWABATA Ryosuke, YOSHIDA Syuichi and YASUDA Nobuhiro (Environmental Science 
Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and Environmental Science), SHIMIZU 
Ryuji (Health and Food Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and 
Environmental Science), FURUSAWA Yuichi (Ishikawa Prefectural Crisis Management Division)

　Key words : Kahokugata Lagoon, Lakes, Phytoplankton, Water Quality Improvement, Removal 
Speed
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低減させることが水質浄化に重要であることを報告し
た 4）。
　内部生産は潟内部での植物プランクトンの増殖に起因
し，その増殖は流入河川水中の窒素・リン等の栄養塩類
に依存する。従って，内部生産の低減には流入河川水中
の窒素・リンの低減が課題である。
　そこで，前報（第 1報及び 2報）では，新たな水質浄
化技術として，河北潟に在来する植物プランクトンを用
いて，水中の栄養塩類を低減する実験装置を考案し，そ
の性能を検討した 5） 6）。第 1報 5） では，栄養塩類を低減す
るために必要な培養槽の容量について検討し，容量10L
の培養槽を用いて，河北潟への流入河川の一つである森
下川河川水中のNO3-N約0.3mg/Lを検出下限値（濃度
0.01mg/L）未満まで低減できることを確認した。また，
植物プランクトンがCOD濃度で75mg/Lであれば
NO3-Nを低減することができた。第 2報 6） では，COD
とChl a濃度を測定し，正の相関が認められたことから，
植物プランクトンの量の目安としてChl aを用いること
とした。第 1報と同条件で実験を行った結果，Chl a 
100μg/Lあたり0.04～0.09mg/LのNO3-Nを除去できる
ことを確認した。また，Chl a 100μg/Lあたり約0.02mg/
Lもしくはそれ以上のPO4-Pを除去できると考えられた。
　本報では，本装置の性能を評価するため，第 2報の栄
養塩を添加した河川水の浄化実験の追加試験を行った
（栄養塩添加試験）。次いで，分離膜からペリスタルティッ
クポンプで吸引する速度（処理速度）を上げることによ
り水理学的滞留時間（HRT）の短縮を検討した（HRT
短縮試験）。また，これらの結果について除去速度を算
出したので報告する。

2　実験装置と方法

　2・1　実験装置
　実験装置の概要を図 1に示した。ペリスタルティック
ポンプは前報より流量の大きなものと交換し，その他は，
第 2報と同じ装置を使用した。装置の稼働条件（稼働時
間，原水及び培養水に用いた水等）及び測定項目は，第

2報と同条件とした。処理速度は，栄養塩添加試験では
第 2報と同じ，HRT短縮試験では変化させて実験を行っ
た。
　2・2　浄化実験
　（1）栄養塩添加試験
　第 2報及び本報の栄養塩添加試験の実験条件を表 1に
示した。第 2 報の栄養塩添加試験（原水にNO3-N約
3.0mg/L，PO4-P約0.1mg/L相当の硝酸及びリン酸を添
加した森下川河川水を使用（表 1 の添加①））では，
NO3-Nが約 3 割，PO4-Pが全量除去された。この時，
NO3-Nの除去率が約 3割にとどまった要因が，PO4-Pが
全量除去されたことによりChl aの増殖が阻害されたた
めと考え，本試験ではリン酸の添加量を前報の10倍
（PO4-P約1.0mg/L相当（表 1の添加②））とした。

　（2）HRT短縮試験（ 1回目）
　処理速度を変化させ，HRT短縮試験を行った。原水
には森下川河川水を使用し，処理速度を 2，3，5，8L/h
と変化させた。この場合のHRTは，それぞれ 1，0.6，0.4，
0.25日となった。なお，処理速度を変更して 3HRT経
過後に採水した。
　（3）HRT短縮試験（ 2回目）
　（2）の再現性確認のため，処理速度以外を同条件で再
試験を行った。（2）ではChl a濃度が十分でなかったと
考え，Chl a濃度が500μg/L程になってから，試験を開
始した。処理速度を 2，4，8，11L/hとし，この場合の
HRTは 1，0.5，0.25，0.18日となった。11L/hは，本
装置処理速度の最大値であった。なお，HRT 0.18日の
条件においては，多量の原水が必要であったため，1日
に 2回（10時，16時）採水を行った。
　2・3　除去速度
　第 1報の培養槽容量検討試験，第 2報と本報の栄養塩
添加試験及び本報のHRT短縮試験の結果について，装
置の水容量（培養槽＋分離槽の水容量）あたりの除去速
度及びChl a重量あたりの除去速度を算出した。
　装置の水容量当たりの除去速度は，装置の性能を評価
する目的で，NO3-N又はPO4-Pの除去速度（mg/day）
を装置の水容量で除して算出した。これは，除去濃度を図 1　実験装置の概略図

表 1　実験条件（栄養塩添加試験）
条件項目 期　間 栄 養 塩 濃 度

添加なし H 28.4/7
 ～4/27

森下川河川水
　NO3-N濃度 0.3～0.5 mg/L
　PO4-P濃度  0.01～0.03 mg/L

添 加 ① H 28.5/16
 ～5/24

森下川河川水に硝酸，リン酸を添加
　NO3-N濃度 3.0 mg/L
　PO4-P濃度  0.1 mg/L

添 加 ② H 28.5/25
 ～6/24

森下川河川水に硝酸，リン酸を添加
　NO3-N濃度 3.0 mg/L
　PO4-P濃度  1.0 mg/L
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HRTで除したものと同じである。
　装置の水容量当たりの除去速度（mg/（L･day））

＝ 除去速度（mg/day）
装置の水容量（L）

＝ 除去濃度（mg/L）×処理速度（L/h）×稼働時間（h/day）
装置の水容量（L）

＝ 除去濃度（mg/L）
HRT（day）

　また，Chl a濃度とNO3-N又はPO4-P除去濃度との関
係を検討する目的で，第 2報ではChl a 100μg/Lあたり
のNO3-N又はPO4-P除去濃度を求めたが，本報ではChl 
a重量あたりの除去速度として検討した。Chl a重量あ
たりの除去速度は，装置の水容量当たりの除去速度（除
去速度）をChl a濃度で除して，単位をμgに揃えて算出
した。
　Chl a重量あたりの除去速度（μg/（μg-Chl a･day））

＝ 除去速度（mg/day）×1000 × 1
装置の水容量（L） Chl a（㎍/L）

＝ 除去濃度（mg/L）×1000
HRT（day）×Chl a濃度（μg/L）

＝ 装置の水容量あたり除去速度（mg/（L･day））×1000
Chl a濃度（μg/L）

　なお，HRT短縮試験（ 1回目）については，Chl aの
増殖が十分でなかったため，Chl a重量あたりの除去速
度については検討していない。

3　結果と考察

　3・1　浄化実験
　（1）栄養塩添加試験（追加試験）
　NO3-N又はPO4-Pの原水中濃度及び処理水中濃度並び
にChl aの培養水濃度の推移を図 2，3 に示した。添加
なし及び添加①の結果については，第 2報で述べたとお
りである。添加②では，NO3-N約 3 割（除去濃度1.2mg/
L）が，PO4-P約 2 割（除去濃度約0.15mg/L）が除去さ
れた。PO4-Pの添加量を上げてもNO3-Nの除去濃度がほ
ぼ変わらなかった要因として，栄養塩の添加量が過剰で
あったことが考えられた。このことから，本装置の適用

範囲について，原水中濃度がNO3-N約1.2mg/L，PO4-P
約0.15mg/Lが上限であることが示された。
　（2）HRT短縮試験（ 1回目）
　NO3-N又はPO4-Pの原水中濃度及び処理水中濃度並び
にChl aの培養槽中濃度の推移を図 4，5 に示した。処
理速度を 3L/h（HRT 0.6日）とした場合，NO3-Nは約
8割，PO4-Pは全量除去された。この時，NO3-Nを完全
に除去するにはChl aの濃度が十分ではなかったと考え，
その後 4日間培養させた後に，処理速度を 8，5L/hと
変化させた。その結果，NO3-N及びPO4-Pはほぼ全量除
去できた。

　（3）HRT短縮試験（ 2回目）
　NO3-N又はPO4-Pの原水中濃度及び処理中濃度並びに図 2　NO3-N及びChl aの濃度推移（栄養塩添加試験）

図 3　PO4-P及びChl aの濃度推移（栄養塩添加試験）

図 4　NO3-N及びChl aの濃度推移（HRT短縮試験（1回目））

図 5　PO4-PとChl aの濃度推移（HRT短縮試験（1回目））



― 10 ― 石川保環研報

Chl aの培養槽中濃度の推移を図 6，7 に示した。処理
速度を11L/h（HRT 0.18日）とした場合であっても，
NO3-N及びPO4-Pは全量除去できた。

　3・2　除去速度
　装置の水容量あたりの除去速度を図 8に，Chl a重量
あたりの除去速度を図 9に示した。
　装置の水容量あたりの除去速度について，培養槽容量
検討試験では，容量を小さくするほど除去速度は大きく
なり，10LでNO3-N 0.3mg/（L･day），PO4-P 0.01mg/（L･day）
となった。栄養塩添加試験では，添加により除去速度は

大きくなり，添加②でNO3-N 1.2mg/（L･day），PO4-P 
0.15mg/（L･day）となった。HRT短縮試験では，HRT
を短縮するほど除去速度は大きくなり，1回目ではHRT 
0.25日でNO3-N 1.4mg/（L･day），PO4-P 0.09mg/（L･day）
となり，2回目ではHRT 0.18日でNO3-N 1.7mg/（L･day），
PO4-P 0.11mg/（L･day）となった。PO4-Pの除去速度が
2 回目に比べ，1 回目で大きくなったのは，原水中
PO4-P濃度が 1回目の方が高かったためである。栄養塩
添加試験及びHRT短縮試験において，除去速度の最大
値は同程度となった。
　Chl a重量あたりの除去速度について，培養槽容量検
討試験では，容量を小さくするほどに除去速度は大きく
なり，10LでNO3-N 0.3μg/（μg-Chl a･day），PO4-P 0.01
μg/（μg-Chl a･day）となった。栄養塩添加試験では，
NO3-Nは添加なしと添加①で除去速度は同程度（0.8μg/
（μg-Chl a･day）），PO4-Pは添加①で除去速度は最大
（0.09μg/（μg-Chl a･day））となった。しかし，添加②で
はNO3-N及びPO4-Pともに除去速度は小さくなった。
これは，Chl a濃度は栄養塩を添加するほどに増加した
一方で，NO3-N及びPO4-Pの除去濃度は一定量以上には
ならなかったためで，本装置条件下では，Chl aの増殖
とNO3-N又はPO4-Pの除去濃度との間に，単純な比例
関係が成り立つわけではないことが示された。この要因
として，窒素及びリン以外の植物プランクトンの増殖に
必要な鉄分やケイ素などの栄養成分が不足していたこと，
培養槽の容量に対して植物プランクトン量が過剰となっ
たために水が濁り，光が奥まで届かないために光合成の
効率が悪くなったこと等が考えられたが，詳細は不明で
ある。HRT短縮試験（ 2 回目）では，HRTを短縮す
るほど除去速度は大きくなり，HRT 0.18日でNO3-N 
2.5μg/（μg-Chl a･day），PO4-P 0.1μg/（μg-Chl a･day）
となった。

図 6　NO3-N及びChl aの濃度推移（HRT短縮試験（2回目））

図 7　PO4-PとChl aの濃度推移（HRT短縮試験（2回目））

図 8　装置の水容量あたりの除去速度
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4　ま と め

（1）栄養塩添加試験の結果，本装置では装置の水容量
1Lあたり 1日にNO3-N約1.2mg，PO4-P約0.15mg除
去できた。

（2）HRT短縮試験の結果，処理速度を11L/h（HRT 0.18
日）とした場合でも，森下川河川水中のNO3-N及び
PO4-Pは全量除去できた。

（3）HRT 0.18日とした場合，装置の水容量 1Lあたり 1
日にNO3-N 1.7mg，PO4-P 0.11mg除去できた。

（4）HRT 0.18日とした場合，Chl a重量 1μgあたり 1
日にNO3-N 2.5㎍，PO4-P 0.1μg除去できた。
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図 9　Chl a重量あたりの除去速度
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1　はじめに

　平成23年 3 月の東京電力株式会社福島第一原子力発
電所事故を受け，国は「原子力災害対策指針」 1） や「原
子力災害対策指針補足参考資料」 2） の策定及び改定を実
施し，本県においても「石川県緊急時モニタリング計
画」 3） や付随する「石川県緊急時モニタリング実施要
領」 4） の改定を行い，監視体制を強化してきた。
　「石川県緊急時モニタリング計画」における，全面緊
急事態における初期モニタリングでは，運用上の介入レ
ベル（OIL）に基づく防護措置の実施の判断材料の提供
のため，環境放射線観測局及び可搬型モニタリングポス
ト等による空間線量率（以下，「線量率」という。）の連
続測定を行うが，この際，必要に応じてモニタリングカー
による走行測定も行って測定を補完することとなってい
る。
　このため，原子力災害対策重点区域に当たる志賀原子
力発電所30km圏内は当然ながら，圏外においても県民
の安心に貢献するという観点から走行測定によるバック
グラウンドデータの蓄積は重要である。

　本県では，これまでにも志賀原子力発電所周辺や能登
地方を中心にモニタリングカーによる走行測定 5）-8） を行っ
てきたが，今回の調査では走行範囲を県内全域に拡大し，
全市町におけるバックグラウンドデータを得た。また，
GIS（Geographic Information System）を活用するこ
とで，県内の線量率マップを作成するとともに，線量率
マップを地質図と重ね合わせて解析することにより，地
域間の線量率の差異について地質分布という観点から考
察を行った。

2　調査方法

　2・1　走行測定の方法
　走行測定は，図 1及び表 1に示すトヨタハイエースバ
ン（ワイド・スーパーロング・ハイルーフ）を日立アロ
カメディカル㈱（現㈱日立製作所）が改造したモニタリ
ングカーで行った。モニタリングカーは放射線測定器と
して，地上から2.4mの高さに検出器を鉛直上向きに設
置した温度補償型 2φ×2インチNaI（Tl）シンチレーショ
ン検出器及びSi半導体検出器を備えており，NaI（Tl）
シンチレーション検出器の測定エネルギー範囲は，

 〔報　文〕

モニタリングカーによる石川県内の空間線量率調査

石川県保健環境センター　環境科学部放射線グループ　 

鶴 谷　亮 太・小 浦　利 弘・東海林　寛史
内 川　慎 互・山 口　麻 美・河 野　隆 史
宮 竹　智 代・中 谷　　 光・川 畑　俊 之

〔和文要旨〕

　石川県内全域の空間線量率のバックグラウンドデータを得るために，モニタリングカーによる走行

測定を行った。さらに，GISによる県内の空間線量率マップを作成した。県内の空間線量率は能登北

部で平均値より低く，白山麓では高くなるという傾向が見られた。県内の地質図と走行測定結果を比

較したところ，平均値に近い空間線量率であった堆積岩上を走行測定した場合に比べ，中性岩・塩基

性岩上では空間線量率が低くなり，酸性岩上では空間線量率が高くなるという傾向が見られた。

キーワード：空間線量率，走行測定，地質，GIS

　Gamma Ray Radiation Dose Rate Measured by a Car-borne Survey in Ishikawa Prefecture.  by 
TSURUYA Ryota, KOURA Toshihiro, SHOJI Hirofumi, UCHIKAWA Shingo, YAMAGUCHI 
Asami, KAWANO Takafumi, MIYATAKE Tomoyo, NAKATANI Mitsuru and KAWABATA 
Toshiyuki (Environmental Science Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and 
Environmental Science)

　Key words : Gamma Ray Radiatoin Dose Rate, Car-borne Survey, Geological Features, GIS
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50KeVから3MeVとなっている。
　また，走行測定時は線量率に加えて，GPSによる位
置情報（緯度，経度，高度）も同時に測定記録しており，
車載のデータ収集装置によりFOMA回線を利用して保
健環境センターのモニタリングカーサーバーに伝送が可

能となっている。
　走行測定は2013年 7 月17日から2017年10月27日の
期間で46回実施した。
　測定時の走行速度はそれぞれの道路の法定速度に従っ
て行い，一般道路では30～60km/h程度，北陸自動車
道と能登里山海道では80km/h程度とした。また，降雨
による線量率増加の影響を避けるため，降雨時のデータ
を除外して検討を行った。
　なお，NaI（Tl）シンチレーション検出器の測定範囲で
ある10μGy/h以下の環境レベルの線量率を測定するこ
とから，NaI（Tl）シンチレーション検出器の10秒間の
線量率を 1時間当たりの線量率に換算したものを測定値
として採用した。
　2・2　NaI（Tl）シンチレーション検出器の方向特性
　図 2のように車体の水平面に対して垂直上向方向を 0
度とし，前後方向を回転軸とする様々な角度にセシウム
-137線源を 1mの等距離で設置して，車載のNaI（Tl）
シンチレーション検出器の側面方向における方向特性を
調べた。結果を表 2に示す。側面方向における方向特性
は，0度から110度までは感度の低下は認められなかっ
たが，車体による遮蔽効果を受け始める120度の角度で
感度が約18％低下した。また，セシウム-137線源がSi
半導体検出器に隠れる－90度方向では，遮蔽の影響に
より感度が約18％低下した。よって，地表などの低い
位置にある線源に対しては車体による遮蔽を受けて感度
が低くなるが，車体上方にある線源に対しては感度低下

図 1　モニタリングカー全景図

表 1　モニタリングカー仕様
項目 仕様

放射線測定器
　低線量測定装置
検出器のタイプ
結晶のサイズ
温度への対応
線量率の測定範囲
測定エネルギー範囲
分解能
時定数（τ）

波高分析装置

高線量測定装置 
検出器のタイプ
線量率の測定範囲
測定エネルギー範囲

NaI（Tl）シンチレーション検出器
2φ×2インチ
温度補償型（＋5～45℃）
10～104nGy/h
50KeV～3MeV
10％以下（Cs-137のピークに対して）
τ= 1/（（標準偏差※）2×（計数率））
　※標準偏差設定10％
逐次比較型（1000ch以上）

Si半導体検出器
104～108nGy/h
50keV以上

気象観測装置
発信器
測定範囲（風速/風向）
測定精度（風速/風向）

駆動

超音波風向風速発信器
0～75m/s以上/全方位（16方位）
6m/s以下0.3m/s以内，
6m/s以上3％以内/ 5度以内
車内操作による起動及び格納

車両
車種

車両改造

トヨタハイエースバン
ワイド・スーパーロング相当
発電機，商用電源入力，防振台

伝送システム
伝送形式
データ伝送
位置情報

FTP
FOMA回線
GPS

0°

-90°

45°

90°
110°
120°

１ｍ

図 2　モニタリングカー検出器の方向特性調査の様子

表 2　モニタリングカー検出器の方向特性
測定結果
（nGy/h）

BG
（nGy/h）

Cs-137寄与分
（nGy/h） 0°との比

0° 271.0 40.5 230.5 1.000 
30 ° 271.6 40.5 231.1 1.003 
45 ° 273.5 40.5 233.0 1.011 
60 ° 277.8 40.5 237.3 1.030 
90 ° 281.0 40.5 240.5 1.043 
100 ° 278.4 40.5 237.9 1.032 
110 ° 271.1 40.5 230.6 1.000 
120 ° 229.0 40.5 188.5 0.818 
-90 ° 229.2 40.5 188.7 0.819 
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の影響なく測定できると考えられた。
　2・3　車体による遮蔽効果の補正
　モニタリングカーの車体による遮蔽効果を調べるため，
図 3に示すように，日立アロカメディカル㈱製の可搬型
3φ×3インチNaI（Tl）シンチレーション検出器を別途
用意して車体の有無による線量率の変化を測定した。ま
ず，車載のNaI（Tl）シンチレーション検出器の横に，
可搬型NaI（Tl）シンチレーション検出器を車載検出器
と同じ上向きに併設して線量率の測定を行った。その後，
車載の検出器と同じ2.4m高さの空中にはしご及び脚立
を用いて可搬型NaI（Tl）シンチレーション検出器を上
向きに固定して測定した。

　車体の有無毎に 1分間の線量率を 5回測定したところ，
表 3に示すように車体が無い状態では平均55.5nGy/h，
車体が有る状態では平均44.4nGy/hとなり，車体による
遮蔽効果は20.0％であることが判った。そこで，本報告
では，車体による遮蔽効果を補正するために，走行測定
で得た線量率に補正係数1.25を乗じた値を走行測定結果
とした。

　2・4　トンネル，崖及び建造物の影響
　モニタリングカーがトンネルの中を通過する際，トン
ネル以外を走行する際と比較して，トンネルの壁面から
の影響により線量率が増加する。そのため，今回の調査

では走行測定結果からトンネル通過中のデータは除外し
た。
　トンネルほど顕著ではないものの，モニタリングカー
が崖や建物の壁面の近傍を通過する際も線量率が増加す
るが，本調査では崖や建物近傍でモニタリングカーが停
車し，位置情報が変わらないまま線量率の増加が明らか
に継続していた場合を除いて測定値をそのまま使用した。
また，モニタリングカーが橋の上を通過する際の測定値
もそのまま使用した。
　2・5　解析に用いたGISソフト
　今回の調査では，米国Esri社の開発した地理情報ソ
フトであるArcGIS 10.4.1 for Desktop（Environmental 
Systems Research Institute, Inc.）（以下「ArcGIS」と
いう。）を用いて走行測定結果を解析した。行政区域 9）

については国土数値情報ホームページからダウンロード
したデータを使用し，地質図は国立研究開発法人産業技
術総合研究所（以下，「産総研」という。）が提供する
20万分の 1シームレス地質図 10） を加工して使用した。

3　結果と考察

　3・1　県内の走行測定結果
　走行測定の結果，県内の線量率は最大値112.5nGy/h，
最小値19.0nGy/h，平均値45.6nGy/h，標準偏差7.0
nGy/h，中央値45.6nGy/hであった。また，市町別の線
量率は表 4に示すとおりである。

　走行測定で得られた県内の線量率の出現頻度を図 4に
示す。階級は30nGy/h以上から70nGy/h未満までを
5nGy/hごとに区切り，これに30nGy/h未満と70nGy/
h以上を加えた10の階級とした。

図 3　車体による遮蔽効果の実験の状況

表 3　車体による遮蔽効果
測定結果（nGy/h）

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 平均
モニタリングカー有り 44.8 44.7 44.1 44.4 44.1 44.4 
モニタリングカー無し 56.4 54.9 55.6 54.3 56.4 55.5 
遮 蔽 効 果（％） 20.6 18.6 20.7 18.2 21.8 20.0 

表 4　市町別の走行測定結果
市町名 平均線量率（nGy/h） データ数
珠 洲 市 39.5± 5.1 1169
輪 島 市 42.1± 6.3 7488
能 登 町 39.6± 5.5 1197
穴 水 町 40.1± 5.8 5940
志 賀 町 44.0± 6.1 12050
七 尾 市 44.0± 6.0 13313
中能登町 49.4± 5.9 3717
羽 咋 市 48.9± 5.5 6163
宝達志水町 47.6± 5.1 4992
かほく市 46.9± 5.1 4895
津 幡 町 46.8± 5.6 2221
内 灘 町 45.4± 4.9 339
金 沢 市 49.6± 5.5 9214
白 山 市 53.3±12.2 3149
野々市市 48.6± 4.2 324
川 北 町 44.9± 4.3 96
能 美 市 46.2± 4.4 992
小 松 市 45.5± 6.4 2675
加 賀 市 44.6± 5.5 1766



第 55 号（2018） ― 15 ―

　ArcGISを使用して石川県地図を 1km²メッシュに区
分けし，そこに含まれる走行測定データの線量率の平均
値を上記階級毎に色分けすることで，県内の線量率マッ
プを作成した。線量率マップを図 5に示す。県内の線量
率は，平均値より能登北部で低く，白山麓では高いとい
う傾向が見られた。
　今回の調査で得られた結果の妥当性について検討する
ために，過去に行われた地表からのガンマ線由来の線量
率の分布調査 11）-13） とその傾向を比較した。
　阿部ら 11） による調査は，主に校庭で行われた定点測定
であることから客土の可能性が高く，単純な比較はでき
ないものの，穴水町，七尾市，輪島市，能登町の旧内浦
町で線量率が低く，白山市の旧吉野谷村で最も高くなっ
ており，本調査と同様な傾向を示した。また，今井 12） に
よる全国の河川堆積物試料から作成した元素濃度分布を

もとに線量率を計算した調査でも輪島市，穴水町は他の
地域に比べて線量率は低いという結果であった。中谷
ら 13） による可般型Ge半導体検出器を用いた定点測定に
おいても，能登北西部で線量率が低く，加賀南東部で線
量率が高くなった。これらのことから，今回の調査の走
行測定結果は県内における過去の報告と同傾向を示して
おり，妥当性があると考えられる。
　3・2　県内の地質分布
　岩石はその成り立ちにより大分して，火成岩，堆積岩，
変成岩に分類される。
　火成岩は結晶分化作用によりマグマ溜まりから岩石が
生成される際に，まず鉄やマンガン等を含む有色鉱物が
優先的に結晶化し，次第に二酸化ケイ素成分が増加して
いく。このとき，岩石に含まれる二酸化ケイ素の割合に
より，割合が大きいものから酸性岩，中性岩，塩基性岩
と分類される 14）。
　岩石に含まれる主要な放射性物質であるウラン，トリ
ウムおよび，カリウム-40は二酸化ケイ素と同様に結晶
化しにくい成分であるため，二酸化ケイ素含有量と放射
性物質含有量は概ね同傾向を示す。よって，火成岩の放
射性物質含有量は塩基性岩，中性岩，酸性岩の順に大き
くなる傾向にある。
　堆積岩および変成岩については，前者は種々の風化作
用や海や湖に溶けていたものが沈殿して形成され，後者
は既存の岩石が高い圧力や温度条件により新しい組成と
なった岩石であり，全ての岩石を起源としていることか
ら多くの標本を集めれば，様々な種類の鉱物が示す放射
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図 4　走行測定で得られた線量率の出現頻度

表 5　石川県の地質分類（産総研シームレス地質図を加工して作成）10）

地 質 分 類 地　　質　　説　　明

酸 性 岩

火山岩類
火山岩類
火山岩類
火山岩類
深成岩類
深成岩類

前期中新世-中期中新世（N1）の非アルカリ珪長質火山岩類
後期漸新世-前期中新世（PG4）の非アルカリ珪長質火山岩類
暁新世-前期始新世（PG1）の非アルカリ珪長質火山岩類
後期白亜紀（K2）の非アルカリ珪長質火山岩類
前期ジュラ紀（J）の船津花崗岩類
中-後期三畳紀（TR2-3）の花崗岩類

約2200万年前～1500万年前に噴火した火山の岩石（デイサイト・流紋岩類）
約3200万年前～2200万年前に噴火した火山の岩石（デイサイト・流紋岩類）
約6500万年前～5200万年前に噴火した火山の岩石（デイサイト・流紋岩類）
約 1億年前～6500万年前に噴火した火山の岩石（デイサイト・流紋岩類）
約 2億年前～ 1億7000万年前にマグマが地下の深いところで冷えて固まった船津花崗岩
約 2億4600万年前～約 2億年前にマグマが地下の深いところで冷えて固まった花崗岩類

中性岩・
塩基性岩

火山岩類
火山岩類
火山岩類
火山岩類
火山岩類
火山岩類
火山岩類
深成岩類

完新世（H）の非アルカリ苦鉄質火山岩類
後期更新世-完新世（Q3-H）の非アルカリ苦鉄質火山岩類
中期更新世（Q2）の海成または非海成堆積岩類
前期更新世（Q1）の非アルカリ苦鉄質火山岩類
後期中新世-鮮新世（N3）の非アルカリ苦鉄質火山岩類
中期中新世-後期中新世（N2）の非アルカリ苦鉄質火山岩類
前期中新世-中期中新世（N1）の非アルカリ苦鉄質火山岩類
後期始新世-前期漸新世（PG3）の苦鉄質深成岩類

約 1万8000年前～現在に噴火した火山の岩石（安山岩・玄武岩類）
約15万年前～現在に噴火した火山の岩石（安山岩・玄武岩類）
約70万年前～15万年前に噴火した火山の岩石（安山岩・玄武岩類）
約170万年前～70万年前に噴火した火山の岩石（安山岩・玄武岩類）
約700万年前～170万年前に噴火した火山の岩石（安山岩・玄武岩類）
約1500万年前～700万年前に噴火した火山の岩石（安山岩・玄武岩類）
約2200万年前～1500万年前に噴火した火山の岩石（安山岩・玄武岩類）
約4000万年前～3200万年前にマグマが地下の深いところで冷えて固まった斑れい岩質

堆 積 岩

堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類
堆積岩類

後期更新世-完新世（H）の海成または非海成堆積岩類
中期更新世（Q2）の海成または非海成堆積岩類
前期更新世（Q1）の海成または非海成堆積岩類
後期中新世-鮮新世（N3）の海成または非海成堆積岩類
中-後期中新世（N2）の海成または非海成堆積岩類
前期中新世-中期中新世（N1）の海成または非海成堆積岩類
後期漸新世-前期中新世（PG4）の海成または非海成堆積岩類
前期白亜紀（K1）の非海成堆積岩類
中-後期ジュラ紀（J2-3）の海成または非海成堆積岩類
後期更新世-完新世（H）の砂丘堆積物
後期更新世（Q3）の低位段丘堆積物
後期更新世（Q3）の中位段丘堆積物
中期更新世（Q2）の高位段丘堆積物

約 1万8000年前～現在までに形成された最も新しい時代の地層
約70万年前～15万年前に形成された地層
約170万年前～70万年前に形成された地層
約700万年前～170万年前に形成された地層
約1500万年前～700万年前に形成された地層
約2200万年前～1500万年前に形成された地層
約3200万年前～2200万年前に形成された地層
約 1億4600万年前～ 1億年前に川や湖で形成された地層
約 1億7600万年前～ 1億4600万年前に形成された地層
約 1万8000年前～現在までに砂丘で形成された地層
川沿いの低地に分布している約 7万年前～ 1万8000年前に形成された段丘層
川沿いのやや高い所に分布している約15万年前～ 7万年前に形成された段丘層
川沿いのかなり高い所に分布している約70万年前～15万年前に形成された段丘層

火 山 灰 火山岩類 中期更新世（Q2）の火山岩類（非アルカリ火砕流） 約70万年前～15万年前に爆発的噴火により高速で流れ下った軽石や火山灰（火砕流）
変 成 岩 変成岩類 飛騨変成岩類（mx/低-中圧型） 飛騨山地に分布する約 2億5000万年前～約 2億年前の変成岩
人工改変地 その他 完新世（H）の人工改変地 人工的に作られたり，改変された土地
水　　辺 その他 湖水・河川・海など 湖水・河川・海など
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性物質含有量の平均的なレベルに近い値になると予想さ
れる。
　以上をふまえ，産総研が提供しているシームレス地質
図を加工して図 6に示す石川県の地質図を作成した。ま
た，地質分類は表 5に示すとおりとした。
　火成岩は15種類に分類されており能登北部と白山麓
に広く分布している。火成岩の内訳は，塩基性岩にあた
る玄武岩及び斑糲岩と中性岩にあたる安山岩を含むもの
が 8種類，酸性岩にあたる流紋岩，デイサイト及び花崗
岩が含まれるものが 6種類，噴火によって発生した火砕
流に含まれる火山灰や軽石から成る火山灰層が 1種類と
なっている。火山灰層については，金沢市の戸室山の噴
火に伴うもので，古い火山の名残りと考えられる戸室山
の周辺にのみ分布している 15）。
　堆積岩は13種類が県内全域に広く分布しており，火
成岩と堆積岩で県内の99％以上の面積を占める。変成
岩は飛騨変成岩類の 1種類が，白山市の手取川上流に広
く分布するほか，加賀市の大聖寺川上流，七尾市と中能
登町の県境に位置する石動山地区，能登北西部などの狭
い範囲にも点在している。
　その他の地質として，人工改変地として干拓地である
河北潟，今江潟及び柴山潟と海岸埋立地を含む 1種類と，
湖や池，川の水辺に関係する場所に 1種類が割り当てら
れている。
　3・3　地質分類別の走行測定結果
　県内の走行測定結果を地質毎にまとめた結果を表 6，
図 7及び図 8に示す。表 6のデータ総数について，表 4
に示す県内の市町別の走行測定結果のデータ総数よりも
460ポイント少ないが，これは沿岸部の埋立地等の一部
が地質図には反映されていないことにより，走行データ
の位置情報が重ならない地域があるためである。
　酸性岩，中性岩・塩基性岩，堆積岩上を走行した線量
率は，それぞれ49.6nGy/h，40.1nGy/h，46.2nGy/hと
なり，一元配置分散分析において，p＜0.001で有意差
が認められた。また，酸性岩では線量率の平均値よりも
高く，中性岩・塩基性岩では平均値よりも低く，堆積岩
では平均値に近い線量率と放射性物質含有量から予想さ

れる傾向と一致した。
　火山岩では46.8nGy/hと平均値に近い結果となったが，
変成岩では58.4nGy/hと平均値と比べて大きな線量率と
なった。これは県内の変成岩が分布する地域の中で走行
測定を行ったのは石動山地区の中能登町側，手取川上流
地域，大聖寺川上流地域であり，山間部を多く走行した
結果，道路脇の崖により検出器との立体角が大きくなり
線量率が増加したと考えられる。
　本調査の結果は変性岩を除いて，中谷ら 13） による県内
の測定結果や，松田ら 16） による全国の岩石そのものの放
射能を測定した調査と同様の傾向を示した。
　元々の地質とは関係ない後天的な特徴を持つと考えら
れる人工改変地について，県内ではほとんどの面積を干
拓地である河北潟と柴山潟が占めている。それらの地域
を測定した結果，41.3nGy/hと平均値より低い線量率と
なった。これは大地からのガンマ線の影響が少ない湖岸
付近を一部走行していることや，地表が水に覆われてい
た時代の放射性物質の水中への流出や有機物の堆積など
の影響で線量率が低くなったと考えられる。水辺の走行
測定結果においても，橋上や湖岸の道路を走行している
ため，水による遮蔽効果のため地表からのガンマ線の影
響が小さくなり43.7nGy/hと線量率が低くなったと考え
られる。
　3・4　走行測定結果と地質分布の比較
　地域間の線量率の差異に対して地質という観点から考
察を行うにあたり，線量率別の各地質のデータ数と割合
を表 7に示す。地質の割合は以下の式を用いて算出した。

（地質の割合）=（線量率別の各地質上を走行したデータ数）（線量率別の走行測定データ数）

表 6　地質分類別の走行測定結果
地質分類 平均線量率（nGy/h） データ数
酸　性　岩 49.6±13.2 3285

中性岩・塩基性岩 40.1± 6.0 9668
堆　積　岩 46.2± 6.2 67725
火　山　灰 46.8± 4.5 56
変　成　岩 58.4± 9.6 234
人工改変地 41.3± 3.4 209
水　　　辺 43.7± 6.7 63

表 7　線量率別の各地質上を走行したデータ数と割合
線量率
（nGy/h）

デ　ー　タ　数
酸性岩 中性岩・塩基性岩 堆積岩 火山灰 変性岩 人工改変地 水　辺 合　計

～ 30 17 （ 3.0） 311 （54.6） 240 （42.1） 0 （0.0） 0 （0.0） 0 （0.0） 2 （0.4） 570 （100）
30 ～ 35 163 （ 4.4） 1524 （40.7） 2049 （54.7） 0 （0.0） 0 （0.0） 2 （0.1） 6 （0.2） 3744 （100）
35 ～ 40 504 （ 4.2） 3257 （27.4） 8020 （67.6） 5 （0.0） 3 （0.0） 73 （0.6） 7 （0.1） 11869 （100）
40～45 756 （ 3.6） 2585 （12.4） 17333 （83.3） 10 （0.0） 10 （0.0） 104 （0.5） 20 （0.1） 20818 （100）
45 ～ 50 680 （ 2.8） 1431 （ 5.8） 22467 （91.0） 29 （0.1） 35 （0.1） 27 （0.1） 18 （0.1） 24687 （100）
50 ～ 55 433 （ 3.2） 448 （ 3.3） 12535 （93.0） 8 （0.1） 48 （0.4） 3 （0.0） 8 （0.1） 13483 （100）
55 ～ 60 185 （ 4.6） 79 （ 2.0） 3683 （92.2） 4 （0.1） 41 （1.0） 0 （0.0） 2 （0.1） 3994 （100）
60 ～ 65 119 （ 9.3） 27 （ 2.1） 1094 （85.4） 0 （0.0） 41 （3.2） 0 （0.0） 0 （0.0） 1281 （100）
65 ～ 70 109 （29.7） 2 （ 0.5） 229 （62.4） 0 （0.0） 27 （7.4） 0 （0.0） 0 （0.0） 367 （100）
70 ～ 319 （74.7） 4 （ 0.9） 75 （17.6） 0 （0.0） 29 （6.8） 0 （0.0） 0 （0.0） 427 （100）

 ※括弧内の数字は各地質の割合（％）
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　県内の地質は火成岩と堆積岩で総面積の99％以上を
占め，火成岩のうち火山灰の占める面積は全体の1.6％
にすぎないことから，火成岩である酸性岩及び中性岩・
塩基性岩に，堆積岩を加えた 3種類の地質に注目して考

察を行うこととし，図 9に線量率別に走行した 3つの地
質の割合をプロットしたグラフを示す。
　線量率が30nGy/h未満の範囲では，中性岩・塩基性
岩の割合が54.6％と最も大きく，次いで堆積岩が42.1％

図 5　石川県の走行測定結果（ 1kmメッシュ）

図 8　走行測定結果と地質の比較図（県南部）

図 6　石川県の地質図（産総研シームレス地質図を加工して作成）10）

図 7　走行測定結果と地質の比較図（県北部）
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となっており，酸性岩は3.0％と小さな割合となった。
　30nGy/hから45nGy/h未満の範囲では，酸性岩の割
合は小さいままほとんど変化しなかったが，線量率の増
加とともに堆積岩の割合が増加し，中性岩・塩基性岩の
割合が同程度減少した。
　45nGy/hから60nGy/h未満の範囲では，堆積岩の割
合が90％以上であり，酸性岩及び中性岩・塩基性岩の
割合はともに小さかった。
　60nGy/h以上の範囲では，中性岩・塩基性岩の割合
は小さいままであったが，線量率の増加とともに酸性岩
の割合が増加して堆積岩の割合が同程度減少した。
　以上から，堆積岩がほとんどの割合を占める地域の線
量率と比較して，中性岩・塩基性岩の割合の大きい地域
では線量率は低く，酸性岩の割合が大きい地域では，崖
や建造物の影響が含まれているものの線量率は高く現れ
ているものと考えられる。

4　ま と め

　モニタリングカーによる県内全域の走行測定を行い，
全市町におけるバックグラウンドデータを得るとともに，
GISを用いて県内の線量率マップを作成した。
　県内の線量率は，能登北部で平均値よりも低く，白山
麓では高くなっており，その傾向は過去の報告とも概ね
一致しており妥当と考えられた。
　地質分類別の走行測定結果は，全地質の平均値と比較
して酸性岩では線量率が高く，中性岩・塩基性岩では低
くなり，堆積岩では平均値と近い値を示した。変成岩に
ついては，線量率の高い結果となったが，変成岩が県内
に分布する地域が山間部に集中しているため，道路脇の
崖により立体角が大きくなり線量率が増加したと考えら
れた。
　地域間の線量率の差異について，線量率別の地質の割
合から考察したところ，線量率の減少には中性岩・塩基
性岩が，線量率の増加については崖や建造物の影響が含

まれているものの，酸性岩が影響を与えていると考えら
れた。
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1　はじめに

　結核は，主にMycobacterium tuberculosisを原因と
した感染症で，「感染症の予防及び感染症の患者に対す
る医療に関する法律」では二類感染症に指定されており，
診断した医師は届出の義務がある。主な感染経路は空気
感染で，感染者が生涯で結核を発症するリスクは通常 5
～10％である 1）。現在，世界中に年間100万人以上の死
亡者がいるとされており 1） 2），その大半は低所得国およ
び中所得国が占める。
　わが国における結核の人口10万対罹患率（以下，罹
患率）は，戦後の定期健診やBCG接種の普及等が功を
奏し，激減した。近年も僅かながらも減少を続け，2017
年時点では，13.3 3） となった。しかし，低まん延国の指
標「罹患率10以下」は果たせておらず，未だ，結核は
わが国における最大の感染症の 1つである 4）。石川県（以
下，本県）においては，結核罹患率は，2013年の13.1か
ら減少が続き，2016年には10.9となったものの，2017
年では増加に転じ，12.0となった 3）。
　分子疫学的解析は，低まん延化に向けた有用なリスク

分析法として位置付けられており，その手法の 1つに
Variable Numbers of Tandem Repeat（VNTR）分析
法がある。
　当センターでは，2004年より，金沢市を除く県内で届
出のあった患者から分離され，患者の協力が得られた結
核菌株を県の事業として収集保管している。2016年 4
月からは，当センターで収集保管された結核菌株に加え，
金沢市保健所管内にて分離された結核菌株の一部を対象
に，調査研究事業としてVNTR解析を実施している。
　今回，本研究における，2016年 4 月から2018年 3 月
までの 2年間の解析結果をまとめたので報告する。

2　材料と方法

　2・1　材　料
　供試菌株は，2016年 4 月から2018年 3 月までの 2年
間に県内医療機関で分離され，当センターへ搬入された
結核菌株128株である。なお，患者年齢と性別に関する
情報は県保健所および金沢市保健所から収集した。
　2・2　方　法
　結核菌VNTRハンドブック（以下，ハンドブック）5） に

 〔短　報〕

石川県で分離された結核菌の分子疫学解析（第 1報）

石川県保健環境センター　健康・食品安全科学部　 
塩 本　高 之・小 坂　 恵・木村　恵梨子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 谷 村　睦 美
石川県健康福祉部健康推進課　　　　　　　　　　 北川　恵美子

〔和文要旨〕

　2016年～2017年度の 2 年間に石川県で分離された結核菌株128株について，Japan Anti-

Tuberculosis Association (JATA) (12)-Variable Numbers of Tandem Repeat (VNTR) 分析法によ

る解析と遺伝系統解析を行い，同一由来株による事例の有無，性別や患者年齢と遺伝系統との関連に

ついて検討した。その結果，18株 6 組においてVNTRプロファイルの一致が認められた。また，性

別と遺伝系統との間に関連を示唆する傾向は認められなかった一方，患者年齢と遺伝系統との間には

一定の傾向が認められ，低年齢層では北京新興型が，高年齢層では北京祖先型の割合が高かった。
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則り，以下のとおり解析を実施した。
　（1）DNA抽出
　小川培地に発育した結核菌株をNuclease-Free Water
に懸濁し，95℃で10分間加熱した。その後，13,000rpm
で10分間遠心し，上清をDNA抽出液として回収した。
　（2）VNTR領域のPCR
　JATA（12）-VNTRに用いたプライマーは，ハンドブッ
クに記載されたものを用いた。PCR条件は，95℃で 5
分加熱後，95℃30秒，60℃30秒，72℃90秒のサイクル
を40回実施し，72℃で 7分加熱する方法とした。
　（3）ゲル電気泳動
　泳動用ゲルとして 2％アガロースゲル（0.5×TBE 
buff er），泳動用バッファーとして0.5×TBE buff er，泳
動槽としてMupid®-One（Mupid社製）を用いた。電気
泳動の条件は50V，80～120分間である。サイズマーカー
にはO’ RangeRuler 100bp+500bp DNA Ladder, ready 
to use （Thermo Fisher Scientifi c社製）を用いた。泳
動後，ゲルをエチジウムブロマイドで約10分間染色し，
十分に水洗した後，紫外線照射下で撮影した。
　（4）リピート数の算出
　各VNTR領域におけるリピート数は，サイズマーカー
を指標とし，得られたバンドの大きさにより算出した。
各領域のリピート数を列記した，12個の数字から成る
パターンを各菌株のVNTRプロファイルとした。
　2・3　解　析
　（1）VNTR解析
　VNTRプロファイルを基に，菌株の相同性について
検討した。検討には，宮城県保健環境センターより提供
されたプログラムを用いた 6）。
　（2）遺伝系統解析
　VNTR解析によって得られたVNTRプロファイルか
ら，山形県衛生研究所より提供されたプログラムを用い
て，最大事後確率推定法による解析を行い，各菌株を北
京祖先型（Ancient Bj型）/北京新興型（Modern Bj型）
/非北京型（nBj型）の 3遺伝系統に分類した 6） 7）。
　2・4　倫理的配慮
　本調査は平成27年度石川県保健環境センター医学倫
理審査委員会の承認を得て実施した。

3　結　　果

　3・1　患者の性別および年齢構成
　患者の男女別年齢分布を図 1に示す。男女別の人数
は，男性：75人，女性：53人であった。年齢の中央値は，
男性：81歳，女性：84歳で，患者は高い年齢層に集中
していた。男女での年齢分布の比較では目立った違いは
見られなかった。
　今回解析対象とした患者と本県における2016～2017

年度の結核届出患者（無症状病原体保有者および疑似症
患者を除く）を各年齢層（20～29歳，30～39歳，40～
49歳，50～ 59歳，60～ 69歳，70～ 79歳，80～ 89歳，
90～99歳）に分類し，年齢構成を図 2に比較した。80
～89歳の層が占める割合にやや違いがあったものの（前
者：37.4％，後者：48.4％），今回解析対象とした患者
の年齢構成は，本県における結核届出患者の年齢構成を
概ね反映していると思われた。

　3・2　VNTR解析
　128株のVNTR解析の結果，VNTRプロファイルが
一致したのは，18株 6 組であった。一致した株間にお
いて，患者年齢や性別，分離地域についての偏りや傾向
は認められなかった。
　3・3　遺伝系統解析
　（1）全体および男女別の遺伝系統
　128株の遺伝系統の内訳は，北京型（Bj型）：88株
（68.8％），nBj型：40株（31.2％）であった（図 3）。Bj
型 88株 の 内 訳 は，Ancient Bj 型：72株（81.8 ％），

図 1　患者の男女比とその年齢分布
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図 2　2016～2017年度における本県での結核届出患者
（無症状病原体保有者および疑似症患者を除く）
と解析対象患者の各年齢構成割合
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Modern Bj型：16株（18.2％）であった。Bj型，特に
Ancient Bj型が占める割合が他遺伝系統に比べて高い
傾向がみられた。また，VNTRプロファイルが一致し
た 6組の遺伝系統は，Ancient Bj型：5組，Modern Bj
型：1組であった。
　男女別では，男性ではAncient Bj型：44株（58.7％），
Modern Bj型：8株（10.7％），nBj型：23株（30.6％）で，
女性ではAncient Bj型：28株（52.8％），Modern Bj型：
8株（15.1％），nBj型：17株（32.1％）であった（図 3）。
Modern Bj型の割合が女性の方がやや高い傾向にあった。

　（2）年齢と遺伝系統
　各年齢層における各遺伝系統の菌株数並びに割合を図
4，5にそれぞれ示した。高い年齢層ではAncient Bj型
の割合が高い傾向が認められた。Modern Bj型について，
菌株数はどの年齢層においても概ね同程度であり，割合
は低い年齢層にて高い傾向があった。一方，nBj型の割
合は，30-39歳の層を除くと，どの年齢層においても概
ね30％を占める傾向がみられた。

4　考　　察

　今回の解析した128株のうち，18株 6 組について
VNTRプロファイルの一致が認められ，それぞれの組
について同一由来株による感染が示唆された。しかし，
今回は患者年齢や性別，分離地域以外の疫学的関連性に
ついては未検討であり，また，今回の解析に用いた
VNTR領域は12領域のみであることから，菌株の相同
性や未探知の疫学的関連性が存在する可能性については，
VNTR領域を更に拡大した，より詳細な解析が必要で
あると思われた。
　今回の結果において，Ancient Bj型が全128株のうち
過半数（56.3％）を占めていた。理由の 1つに，高齢者
からの分離株が多いことが挙げられた。また，70歳以
上の各年齢層において，Ancient Bj型の割合が過半数
を占め，標本数の観点から更なる検討が必要であるが，
70歳以上の年齢層に比べ，70歳未満の年齢層では
Modern Bj型の割合が比較的高い傾向がみられた。こ
れらのことから，概ね70歳を境界とし，遺伝系統の構
成割合に変化が生じている可能性が示唆された。現在か
ら70年前といえば，わが国で結核定期健診が義務化され，
更にBCG接種が普及し始めた頃と重なる。BCG接種と
Bj型の感染拡大の関連性については以前より報告され
ており 8）-10），標本数が少ないため言えることは限定的で
あるが，今回得られた結果からも，BCG接種がAncient 
Bj型或いはModern Bj型の生存に対して何らかの影響
を与えている可能性があると思われた。しかし，Bj型
の広まりはBCG接種開始より早期に始まったとする報
告もあり 10） 11），単純に現在と70年前とではまん延して
いる遺伝系統が異なるという可能性を否定できない。更
に，Modern Bj型は日本を除くアジア諸国に多い傾向
があり 9），今回若い年齢層で比較的高い割合で認められ
たModern Bj型は国外からの持ち込み例である可能性
も考えられることから，患者の国籍やBCG接種による
影響の有無も含めた，更なる疫学的および分子生物学的
検討が必要である。

図 3　全体および男女別における各遺伝系統の割合

図 4　各年齢層における菌株数

図 5　各年齢層における各遺伝系統の割合
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　また，非常に興味深いことに，Modern Bj型とAncient 
Bj型の割合が患者年齢ごとで変化していることが示唆
された一方，nBj型が，30-39歳の層を除く全ての年齢
層おいて30％程度を占めていた。男女間の比較におい
ても同様であった。Bj型が世界的な広がりをみせる中，
nBj型が一定の割合を占める理由は不明であり，このこ
とについても今後の検討が待たれる。
　今回得られた結果の再現性確認も含め，今後も検討を
続け，結核の予防および拡大防止のために結果を還元し
たいと考えている。

5　ま と め

（1）解析した結核菌128株のうち，約70％がBj型であり，
そのうちの約80％がAncient Bj型で残りはModern 
Bj型であった。

（2）VNTRプロファイルが一致したのは，128株中18
株 6 組で，全てBj型であった。

（3）患者の性別と遺伝系統との間に関連を示唆する傾向
は認められなかった。

（4）患者の年齢と遺伝系統との間に関連がある可能性が
示唆された。

　菌株の収集にご協力いただきました，県健康推進課，
県保健所および金沢市保健所の皆様，解析にあたり解析
プログラムを提供くださいました，宮城県保健環境セン
ターおよび山形県衛生研究所の皆様に心より感謝申し上
げます。
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1　はじめに

　ヒトメタニューモウイルス（Human metapneumovirus
以下，hMPV）は，2001年に初めて発見されたウイル
スであり，乳幼児の呼吸器感染症起因ウイルスの 1つで
ある 1）。
　hMPVはウイルス粒子表面のタンパク構造の違いか
ら 2つのグループ（A，B）に大別され，さらに 5種類
のサブグループ（A1，A2a，A2b，B1，B2）に分類さ
れる。このうちサブグループA2bについては，G遺伝子
に重複配列挿入をもつ株が報告されている 2） 3）。
　当センターでは，調査研究事業として小児における呼
吸器感染症起因ウイルスの流行状況を把握することを目
的に，インフルエンザ以外の小児急性呼吸器感染症患者
の起因ウイルス検索を実施している。本報では，2016
年 4 月から2017年 6 月に採取された検体における起因
ウイルスの検索結果のうち，主にhMPVについて実施
した詳細解析の結果を報告する。

2　材料と方法

　2・1　材　料
　2016年 4 月から2017年 6 月に，県内 4カ所（病院 2ヵ
所，一般診療所 2ヵ所）の協力医療機関に受診あるいは
入院した，発熱，上気道炎，下気道炎等の症状を有する
インフルエンザ以外の呼吸器感染症と診断された 6歳以
下の患者のうち，同意が得られた159人から採取された
159検体の鼻咽頭ぬぐい液（以下，検体）を材料とし
た。
　患児の臨床症状等については，検体とともに提出され
た調査表にて把握した。
　2・2　検索ウイルス
　ライノウイルス，hMPV，コクサッキーウイルス，コ
ロナウイルス，ヒトパレコウイルス，パラインフルエ
ンザウイルス，アデノウイルス，エコーウイルス，RS
ウイルス，ヒトボカウイルスを検索対象ウイルスとし
た。

 〔短　報〕

石川県における呼吸器感染症起因ウイルスの流行状況（第 1報）
－ヒトメタニューモウイルスの詳細解析－

石川県保健環境センター　健康・食品安全科学部　ウイルスグループ　 
児 玉　洋 江・中 澤　柾 哉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 成 相　絵 里・倉 本　早 苗

〔和文要旨〕

　小児急性呼吸器感染症患者から採取された159検体について呼吸器感染症起因ウイルスの検索を行っ

た結果，119検体（74.8%）から152のウイルスが検出された。ヒトメタニューモウイルスは21検体

（13.2%）から検出され，サブグループの内訳はA2bが 4 株，B1が14株， B2が 3 株であった。解析

が可能であったA2b 3 株はいずれもG遺伝子の同一部位に180塩基の重複配列挿入変異があった。検

出ウイルスと下気道炎の有無について解析した結果，ヒトメタニューモウイルスが検出された患者の

みが有意に下気道炎を呈していた。

キーワード：ヒトメタニューモウイルス，呼吸器感染症，下気道炎

　本稿は第29回臨床微生物学会総会・学術集会（平成30年 2 月11日 岐阜県）において発表した。

　Prevalence of the Virus causing the respiratory infection in Ishikawa Prefecture (1st. Report).
　　－Analysis of Human Metapneumovirus－
by KODAMA Hiroe, NAKAZAWA Masaya, NARIAI Eri and KURAMOTO Sanae (Health and Food 
Safety Department,Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and Environmental Science)

　Key words : Human Metapneumovirus, Respiratory infection, Lower respiratory infl ammation
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　2・3　方　法
　（1）ウイルス検索
　各ウイルスの検索については，病原体検出マニュア
ル 4） 等に準じて実施した。すなわち，QIAamp Viral 
RNA Mini kit（QIAGEN社）を用いて遺伝子の抽出を
行い，PCR法による各ウイルス遺伝子の検出を行った。
各ウイルスの遺伝子を検出したPCR増幅産物を
QIAquick PCR Purifi cation kit（QIAGEN社）により
精製した後，BigDye Terminator v1.1Cycle Sequence 
Kit（Life Technologies社　以下，LT社）を用いてサ
イクルシークエンス反応を行った。その後，反応産物を
BigDye XTerminator（LT社製）で精製し，Applied 
Biosystems 3500ジェネティックアナライザ（LT社）
により塩基配列を決定しウイルスの同定を行った。なお，
PCR法，サイクルシークエンス反応はともにGeneAmp 
PCR System 9700またはVeriti（LT社製）を用いた。
　（2）hMPVの詳細解析
　（1）にて決定したhMPVのF遺伝子領域の塩基配列に
ついて，系統樹解析によりサブグループの分類を行った。
さらに，サブグループA2bに分類されたhMPVについ
ては，Saikusaら 2） の方法に基づき，G遺伝子領域の検
出および解析を（1）と同様に実施し，重複配列挿入の有
無を確認するとともに，公共のデータベースに登録され
た国内外で検出されたhMPVと相同性を比較した。
　（3）臨床症状とウイルス検出結果の解析
　患者の臨床情報から肺炎や気管支炎などの下気道炎の
有無を抽出し，各ウイルス検出結果との関係についてカ
イ二乗検定による解析を行った。なお，有意水準は 5％
とした。
　2・4　倫理的配慮
　本調査は石川県保健環境センター医学倫理審査委員会
（平成27年12月18日開催）の承認を得て実施した。

3　成　　績

　3・1　呼吸器感染症起因ウイルス検出状況
　159検体について呼吸器感染症起因ウイルスを検索し
た結果，119検体（74.8％）から152のウイルスが検出
された。このうち，26検体からは複数のウイルスが検
出された。
　検出ウイルスの内訳は，ライノウイルス58検体
（36.5％），hMPV 21検体（13.2％），コクサッキーウイ
ルス14検体（8.8％），コロナウイルス 12検体（7.5％），
ヒトパレコウイルス 12検体（7.5％），パラインフルエ
ンザウイルス 11検体（6.9％），アデノウイルス 10検体
（6.2％），エコーウイルス 7 検体（4.4％），RSウイルス 
4 検体（2.5％），ヒトボカウイルス 3 検体（1.9％）であっ
た（表 1）。

　3・2　hMPVの詳細解析
　解析の結果，21検体から検出されたhMPVのサブグ
ループの内訳は，A2bが 4 株，B1が14株，B2が 3 株で
あった。なお，hMPVの検出時期は，検出数が少ない
ため明確ではないがほぼ通年であった（図 1）。A2b 4
株のうち，G遺伝子の解析が可能であったのは 3株であ
り，それらの塩基配列は数塩基程度の違いであった。G
遺伝子は，細胞膜内領域，膜貫通領域，膜外領域に分類
されるが，前述の 3株はいずれも膜外領域に180塩基の
重複配列挿入があった。同様の変異をもつ株は，2014
年から2016年に横浜市 2），2015年から2016年にスペイ
ン 3） で報告されている。今回解析が可能であった 3株の
塩基配列はこれらと10塩基程度の違いであった（図 2）。
　3・3　臨床症状とウイルス検出結果の解析

　ウイルスが検出された患者119人のうち，下気道炎を
呈していたのは，69人（58.0％）であった。一方，いず
れのウイルスも検出されなかった40人のうち，下気道
炎を呈していたのは14人（35.0％）であった。
　検出されたウイルス別に下気道炎を呈していた患者の
割合をみると，hMPVは90.5％（21人中19人）と高く，
このほかのウイルスについては，ライノウイルスは
60.3％，コクサッキーウイルスは35.7％，コロナウイル
スは50.0％，ヒトパレコウイルスは50.0％，パラインフ
ルエンザウイルス72.7％，アデノウイルスは70.0％，エ

表 1　ウイルス別の検出患者数と下気道炎発症の有無

ウイルス 検出患者数
（%）

下気道炎発症
P値＊

有（%） 無（%）
ライノウイルス 58 （36.5） 35 （60.3） 23 （39.7） 0.12
ヒトメタニューモウイルス 21 （13.2） 19 （90.5） 2 （ 9.5） <0.01
コクサッキーウイルス 14 （ 8.8） 5 （35.7） 9 （64.3） 0.20
コロナウイルス 12 （ 7.5） 6 （50.0） 6 （50.0） 0.87
ヒトパレコウイルス 12 （ 7.5） 6 （50.0） 6 （50.0） 0.87
パラインフルエンザウイルス 11 （ 6.9） 8 （72.7） 3 （27.3） 0.16
アデノウイルス 10 （ 6.2） 7 （70.0） 3 （30.0） 0.24
エコーウイルス 7 （ 4.4） 2 （28.6） 5 （71.4） 0.2
RSウイルス 4 （ 2.5） 2 （50.0） 2 （50.0） 0.93
ヒトボカウイルス 3 （ 1.9） 2 （66.7） 1 （33.3） 0.61

＊：各ウイルスの検出と下気道炎発症の有無に関するχ2検定
P値が0.05未満の場合，当該ウイルスの感染が下気道炎発症と有意に関係して
いると推定される。

0
2
4
6
8

10
12
14
16

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

hMPV

hMPV B2

hMPV B1

hMPV A2b

図 1　月別hMPV検出状況（2016年4月～2017年6月）



第 55 号（2018） ― 25 ―

コーウイルスは28.6％，RSウイルスは50.0％，ヒトボ
カウイルス66.7％であった。
　各ウイルスの検出と下気道炎の有無についてカイ二乗
検定を行った結果，hMPVが検出された患者は有意に
下気道症状を呈していたが，この他のウイルスが検出さ
れた患者に関しては有意差がみられなかった（表 1）。
　また，hMPVが検出された患者について，下気道炎
を呈していた患者数をサブグループ別にみると，A2b
は 4 人全て（100.0％），B1が 14人中 13人（92.9％），
B2が 3 人中 2人（66.7％）であった

4　考　　察

　今回の解析では，hMPVサブグループA1は検出され
なかった。同様の調査を行った山形県 5） や福井県 6） にお
いても，サブグループA1は検出されておらず，今回の
解析結果は既報と同様の傾向であったと考えられる。一
方，今回の解析ではhMPVは検出数は少ないものの，
ほぼ通年で検出された。前述の調査 5） 6） では年ごとに検
出時期が異なっておりいることから，今後更に解析を継
続し，経年的にhMPVの流行状況を把握する必要がある。
　G遺伝子の膜外領域に180塩基の重複配列挿入をもつ
サブグループA2bの変異株は，これまでに横浜市とス
ペインで報告されている 2） 3）。Gタンパク質の膜外領域は，
宿主の免疫反応を回避する働きがあり，180塩基の重複
配列の挿入によりその効果がさらに増強する可能性があ
ると考えられている 2）。実際にPinanaら 3） は，180塩基
の重複配列をもつhMPVに感染した小児の臨床症状を
もとに，その株の病原性が増加していた可能性を示唆し
ている。今回，我々の解析においてはA2b変異株が検
出された患者は全て下気道炎を呈していたが，検出数が
少なく，変異株の病原性について詳細な検討はできなかっ
た。近年，横浜市では，G遺伝子に111塩基の重複配列

をもつA2b変異株の検出も報告されており 7），hMPVに
関してはウイルスの検出のみならず，塩基配列の解析に
よるG遺伝子の変異を把握することが重要であると考え
られた。
　乳幼児はhMPV感染により下気道炎が高頻度にみら
れることが報告されており 1），今回の解析でも同様の傾
向がみられた。近年では成人や高齢者においてもhMPV
が肺炎の起因ウイルスとなる例がみられ，一部では死亡
例の報告もある 8）。hMPVなどのインフルエンザ以外の
呼吸器感染症は感染症発生動向調査事業の対象感染症で
はないことから，その流行状況や性状の把握が困難な状
態にある。このため，今後も調査研究事業により小児に
おける呼吸器感染症起因ウイルスの流行状況を把握する
とともに，hMPVのみならず，検出されたウイルスの
詳細な解析を継続する必要があると考えている。

5　ま と め

　（1）呼吸器感染症起因ウイルス検出状況
　159検体について呼吸器感染症起因ウイルス検索を実
施した結果，119検体（74.8％）から152のウイルスが
検出され，このうち，hMPVは21検体（13.5％）から
検出された。
　（2）hMPVの詳細解析
　検出されたhMPVのサブグループの内訳は，A2bが
4 株，B1が14株，B2が 3 株であり，G遺伝子の解析が
可能であった 3株は，いずれもG遺伝子の膜外領域に
180塩基の重複配列挿入変異があった。
　（3）臨床症状とウイルス検出結果の解析
　hMPVが検出された患者は有意に下気道炎を呈して
いたが，この他のウイルスが検出された患者に関しては
有意差がみられなかった。

図 2　hMPV A2b G遺伝子系統樹解析
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1　はじめに

　麻しんは麻しんウイルス（measles virus以下，MeV）
によって起こる感染症で，発熱，発疹，カタル症状が 3
主徴である 1） 2）。空気感染（飛沫核感染），飛沫感染，接
触感染で伝播し，その感染力は極めて強く，感染拡大防
止対策が非常に重要な疾患である。
　麻しんは，MeVの自然宿主がヒトのみであること，
正確な検査診断法があること，効果的なワクチンがある
こと等から，根絶が可能な疾患と考えられており，世界
保健機関（以下，WHO）は天然痘，ポリオに続き麻し
んの根絶を目指している 1）。わが国では，2007年に感染
症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
（以下，感染症法）に基づく「麻しんに関する特定感染
症予防指針」 3） を策定し，翌年から全数把握対象疾患に

するなど，様々な対策を講じており，2015年 3月にWHO
西太平洋地域麻しん排除認証委員会よりわが国が麻しん
排除状態にあると認定を受けている 1） 2）。
　一方，石川県（以下，本県）では，国に先駆け2002
年から，県医師会と連携し「麻しん迅速対応事業」 4） を
実施し，麻しんの全数把握とPCR法による検査診断な
どの対策を講じてきた。これら国および県の対策の成果
もあり，本県では2009年の 1 人を最後に麻しん患者の
発生はなかったが，2017年 4 月，約 8年ぶりに 4人の
麻しん患者が発生し，当センターにて麻しん検査を実施
したので，その概要を報告する。

2　材料と方法

　2・1　初発患者の診断までの経緯
　初発患者（以下，症例 1）の診断までの経緯を図 1に

 〔短　報〕

石川県における輸入感染例を発端とした
麻しん患者発生事例について　　　　　

石川県保健環境センター　健康・食品安全科学部　 
倉 本　早 苗・中 澤　柾 哉・成 相　絵 里

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 児 玉　洋 江・金 戸　惠 子　　　　　　　

〔和文要旨〕

　本県で約 8年ぶりの輸入事例を発端とした麻しん患者発生があり感染者は 4人であった。初発患者

との接触者等46人（131検体）の麻しんウイルス（MeV）遺伝子検索を行った結果，3人（ 8検体）

からMeV遺伝子が検出された。遺伝子型はD8であり，国内外の同型と比較した結果，インド報告

例と近似しており，初発患者は同国で感染したと考えられた。今回の事例が 3人の二次感染で終息し

たのは，本県の 9割以上のMRワクチン接種率と迅速なPCR検査体制等が要因であると思われた。

本県では，久しく麻しん患者発生がなく，担当者の経験不足等から，関係機関等の連携や情報共有に

ついて若干課題が残った。また，当センターにおける検査人員の確保等についても再整備が必要と思

われた。

キーワード：麻しん，麻しんウイルス，インド，遺伝子型D8，輸入感染例

　本稿は平成29年度日本公衆衛生学会総会（2017年10月31日 鹿児島市）および平成29年度石川県
医学検査学会（2018年 3 月21日石川県内灘町）において発表した。

　A Measles Outbreak Triggered by an Imported Case of Infection in Ishikawa Prefecture.  by 
KURAMOTO Sanae, NAKAZAWA Masaya, NARIAI Eri, KODAMA Hiroe and KANETO Keiko 
(Health and Food Safety Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and 
Environmental Science)

　Key words : measles,measles virus,Republic of India,genotype D8，Imported Case of Infection
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示す。症例 1は，A市在住の30歳代男性で，2017年 3
月23日から 4月 6 日までインドに滞在していた。滞在
中の 4月 2日に悪寒を認め，帰国後，発熱および発疹が
出現し，4月 8日に受診した医療機関（③病院）から10
日に管轄保健所に麻しん疑いで報告があり，当センター
におけるMeV遺伝子検出により診断に至った。また，
症例 1は帰国から診断に至るまでに，複数の医療機関を
受診しており（①病院，②病院），7日にBおよびC施
設に立ち寄っていた。
　2・2　接触者等の検査対象者
　症例 1が帰国後立ち寄った施設や医療機関にて，或い
は症例 1からの感染者が発症前日以降立ち寄った施設等
にて，それぞれ感染者と接触或いは接触の可能性のある
者のうち，症状等から受診医療機関医師と管轄保健所の
判断で麻しんが疑われた46人（131検体）を検査対象者
とした。検体は，原則「咽頭ぬぐい液」「血液」「尿」の
3検体とした。
　また，検査対象者の年齢，性別，患者接触歴，既往歴，
ワクチン接種歴等の属性は，管轄保健所からのMeV遺
伝子検査の依頼時の情報により把握した。
　2・3　ウイルス学的検査
　（1）MeV遺伝子検査
　症例 1を含め47人（134検体）についてMeV遺伝子
検査を行った。検出法は，病原体検出マニュアル「麻
疹」（第3.4版） 5） （以下，マニュアル）に基づき当センター
で作成した病原体検査実施標準作業書に従い実施し
た。すなわち，検体からQIAamp Viral RNA Mini Kit
（QIAGEN社製）を用いてRNAの抽出を行った後，
TaqMan Probeを用いたリアルタイムRT-PCR法によ
りMeVのN遺伝子の検出を行った。また，リアルタイ
ムRT-PCRは 7500Fast（Life Technologies 社 以 下，
LT社製）を使用した。
　なお，これらの検査は，感染症法第15条に基づく積
極的疫学調査として実施した。
　（2）MeV遺伝子の塩基配列の決定および系統樹解析

　（1）にてMeV遺伝子が検出された 4症例（11検体）
について，マニュアルに従い，MeV遺伝子型決定部位
の塩基配列の決定および系統樹解析を行った。
　すなわち，検体から抽出されたRNAを用いて，N遺
伝子を標的としたConventional RT-PCR（以下，cRT-
PCR）法にて遺伝子型決定部位（533bp）を増幅し，
Applied Biosystems3500ジェネティックアナライザ（LT
社製）を用いてダイレクトシークエンス法により塩基配
列を決定し，遺伝子型を決定した。また，国内外の同
一遺伝子型のMeV株と比較するため，得られた塩基
配列のうち450塩基（以下，bp）について，Molecular 
Evolutionary Genetics Analysis （MEGA） 6を用い，近
隣結合法（Neighbor-joining method）により系統樹解
析を実施した。なお，解析に用いた株の塩基配列情報は，
DNA Data Bank of Japan（DDBJ）等から入手した。
　（3）血清学的検査
　（1）にてMeV遺伝子が検出された 4症例について，血
液（血漿）を材料に，麻疹ウイルス抗体価測定用試薬「セ
ロディア-麻疹」（富士レビオ社製）を用いて粒子凝集
反応（Particle Agglutination Test以下，PA法）によ
る麻しんウイルス抗体価を測定した。

3　成　　績

　3・1　検体搬入状況
　症例 1および接触者等のMeV遺伝子検査対象者47人
の134検体（咽頭ぬぐい液47検体，血液47検体，尿40
検体）が当センターに搬入された。
　対象者の性別・年齢内訳は，男22人（ 1歳～77歳），
女25人（ 1歳～48歳）で，ワクチン接種歴は，「無し」
が 2人，「 1 回」が16人，「 2 回」が12人，「不明」が
17人であった。
　47人のMeV遺伝子検査状況を図 2に示す。症例 1の
接触者から 3人（症例 2～ 4）の感染者が確認された 4
月24日以降，一時的に検査依頼が増加したが，最後の
検体が搬入された 5月15日まで断続的に 1～ 3 件程度

3月
23日～

4月
1日 2日 3日 4日 5日 6日

（木）
7日
（金）

8日
（土）

9日
（日）

10日
（月）

行
動

症
状

診
断

図 1　初発患者（症例 1）の診断までの経緯

図 2　症例1および接触者等のウイルス検査状況（結果判明日）
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の依頼が続いた。
　なお，国が示す「麻疹発生時対応ガイドライン（第二
版：暫定改訂版）」 6） に基づき，麻しん患者との最終接触
者発生（ 4月24日）から 4週間経過後の 5月22日に，
A市および県において本事例の流行が終息したと判断さ
れた。
　3・2　ウイルス学的検査結果
　MeV遺伝子が検出された症例 1～ 4 の概要および検
査結果を表 1に示す。
　（1）MeV遺伝子検出結果
　症例 1の 3 検体についてMeV遺伝子検査を実施した
結果，すべてからMeV遺伝子が検出された（表 1）。
　また，接触者等の疑い患者46人の131検体について
MeV遺伝子検査を実施した結果，3人（ 8検体；症例
3の尿のみ非検出）からMeV遺伝子が検出された。こ
のうち，遺伝子が検出されなかった尿について，確認の
ため，cRT-PCR法でMeV遺伝子の検出を実施したが，
MeV遺伝子は検出されなかった。遺伝子が検出された
3人のうち 2人（症例 2，3）はB施設での接触者であり，
残り 1人（症例 4）はC施設での接触者であった。なお，
遺伝子が検出された 4人のワクチン接種歴は，症例順に
不明，1回，不明，2回であった（表 1）。
　（2）MeV遺伝子の塩基配列の決定および系統樹解析

結果
　（1）にてMeV遺伝子が検出された 4症例（11検体）
について，順次，MeV遺伝子型決定部位の塩基配列の
決定および系統樹解析を行った。
　症例 1から検出されたMeVの遺伝子型はD8であっ
た（図 3）。D8型は，近年の国内の輸入事例として数多
く報告されており，また，インドでも主流を占める型で
あることから，当該患者と近年のインドを含めた国内外
の報告例の塩基配列を系統樹解析により比較したとこ
ろ，インドで分離・検出されたD8型（MVs/Bikaner. 
IND/50. 12/50, MVs/GrMumbai. IND/43. 15/2，

MVi/BangaloreUrban. IND/46. 16/45）と99%一致し
た（449bp/450bp）（図 4）。

　また，症例 2～ 4 の 3 人から検出されたMeV遺伝子
型は，解析の結果すべてD8であり，その塩基配列を系
統樹解析により症例 1と同様に比較した結果，4症例か

表 1　MeV遺伝子検出症例の概要および検査結果

症例 年齢 性別 接触状況 ワクチン接種歴
（接種時年齢） 主症状 発症日 検体採取日

遺伝子検査結果* 抗体価
（PA法）咽頭 血液 尿

1 30代 男 初発患者 不明
発熱
咳
発疹

4月2日 4月8日 ＋ ＋ ＋ ＜16

2 40代 女 B施設
職員

1回
（1歳）

発熱
発疹 4月18日 4月22日 ＋ ＋ ＋  512

3 30代 男 B施設
職員 不明

発熱
咽頭痛
発疹

4月20日 4月23日 ＋ ＋ － 2048

4 10代 女 C施設
職員

2回
（1歳，13歳）

発熱
鼻水 4月23日 4月24日 ＋ ＋ ＋ 1024

 ＊ ＋；MeV遺伝子検出，　－；MeV遺伝子非検出

図 3　症例 1MeV N遺伝子領域の系統樹解析(遺伝子型特定）

MVs/Ishikawa.JPN/14.17D8

MVs/Ishikawa.JPN/16.17/1D8

MVs/Ishikawa.JPN/16.17/2D8

MVs/Ishikawa.JPN/16.17/3D8

MVs/Bikaner.IND/50.12/50D8

MVs/GrMumbai.IND/43.15/2D8

MVi/BangaloreUrban.IND/46.16/45/D8

MVs/Yamagata.JPN/10.17D8-476.

Mvs/Fukuoka.JPN/08.17/FG36

Mvs/Osaka.JPN/14.17D8.

MVs/Nara.JPN/13.17/13170004D8.

Mvs/Yokohama.JPN/9.17

MVi/Manchester.GBR/30.94D8

MVi/Maryland.USA/0.54A

図 4　症例 1～4MeV N遺伝子領域の系統樹解析
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ら検出されたMeV遺伝子の解析部分（450bp）の塩基
配列は100％一致した（図 4）。
　（3）血清学的検査結果
　（1）にてMeV遺伝子が検出された4症例の血液につい
て，PA法によるMeV抗体価を測定した結果，症例順
に16倍未満（陰性），512倍，2048倍，1024倍で，症例
1以外はいずれも高力価であった（表 1）。

4　考　　察

　（1）4症例のMeV検査結果等について
　今回の症例 1から検出されたMeV遺伝子型はD8で
あった。同型は，近年のインドならびに国内で多く報告
されていること，また，症例 1がインドに入国した時期
が麻しんの潜伏期間（約10～12日） 6） 7） と重なることから，
感染地の判断が難しかった。そこで，症例 1から検出さ
れたMeV遺伝子の塩基配列を，近年のインドを含めた
国内外の報告例と比較したところ，インドで分離・検出
された株と99％（449bp/450bp）一致したことから，
症例 1はインドにて感染したと考えられた。また，症例
1～ 4 の 4 人から検出されたMeV遺伝子の塩基配列が
100％（450bp/450bp）一致し，症例 2～ 4 は症例 1と
の接触者であることから，彼らは症例 1の二次感染者で
あることが確定した。
　 4症例のMeV抗体価（PA法）について，症例 1は
16倍未満で陰性であり，それ以外は512倍以上の高力価
であった。PA法は，急性期と回復期のペア血清の抗体
価の有意上昇をもって，麻しんの診断に使用されること
があり，通常，麻しんを発症する患者は急性期は力価が
低い。しかしながら，不十分な免疫がある状態で感染す
る修飾麻しんでは急性期において抗体価が著しく高い値
を示す症例がある 5） ことから今回の症例 2～ 4の二次感
染者は修飾麻しんであったと思われた。なお，修飾麻し
んの場合は一般的に検体中のウイルス量が少なく 1） 2），
このことが症例 3の尿からMeV遺伝子が検出されなかっ
たことの一因と思われた。
　（2）麻しん患者発生状況
　わが国は，様々な対策の成果もあり，表 2に示すよう
に，2008年には 1 万人以上の患者発生があったが，
2015年には100人を下回り，同年WHOにより麻しん排
除国と認定された。しかし，それ以降，全国各地で輸入
事例を発端とする麻しんの集団発生が複数発生した 2） こ
ともあり，2017年にはまた200人弱の患者が発生してい

る。一方，本県では，今回の 4人の患者発生は2009年
の 1人以来の約 8年ぶりであった。
　麻しんは発症前から感染力があることから 1例目を迅
速に把握できたとしても感染拡大は完全には防げない。
国の施策として，感受性者を極力減らすため定期の麻し
ん・風しん混合（以下，MR）ワクチン接種率を維持す
ると同時に，海外渡航者に向けMRワクチン接種の呼び
かけ強化などによる輸入事例対策も重要と思われる。
（3）今回の事例の感染拡大について
　今回の事例において 3人の二次感染で終息に至ったの
は，本県の常に95％前後のMRワクチン接種率 8） が背景
にあったことに加え，当センターが実施した迅速な
PCR検査体制により，その後の適切な感染拡大防止策
に繋がったことも要因の一つと考える。また，二次感染
者の 3人はPA法の結果から修飾麻しんと推定され，修
飾麻しんはウイルス排出量が少なく感染力が弱い 1） 2） こ
とも三次感染に至らなかった要因の一つと考えられた。
　（4）今後の課題について
　今回の事例において，当センターにおけるMeV遺伝
子検査等については，概ね的確かつ迅速に対応できたと
思われる。しかしながら，近年患者が発生していなかっ
たため，検体搬入時において氏名等の情報の齟齬や，搬
入予定時間の連絡の行き違いなど，当センターと保健所
担当職員等の連携において一部混乱した点があった。今
後に向けて，情報共有や連携において若干の課題が残っ
た。
　さらに，今回の事例ではゴールデンウイークと重なり，
検査人員のローテーションを組むうえでウイルス担当者
のみでは対応が困難であった。そのため，他グループの
協力を得て対応したが，日頃から大規模な健康危機管理
事例時におけるセンター内の協力体制を今一度整備して
おくことも必要と思われた。

5　ま と め

（1）症例 1との接触者等46人（131検体）のMeV遺伝
子検索を行った結果，二次感染者として 3人（ 8検体）
からMeV遺伝子が検出され，計 4人の感染者が確認
された。検出された遺伝子型はD8であり，国内外の
D8型株と系統樹解析にて比較した結果，インド報告
例と近似していたことから症例 1は同国で感染したと
推定された。また，PA法の結果から，二次感染者の
3人は修飾麻しんと推定された。

（2）今回の事例は本県における約 8年ぶりの麻しん患者
発生となったが，3人の二次感染で終息させることが
できた。これは，本県ではMRワクチン接種率が常に
約95％と高いことに加え，当センターにおける迅速
なPCR検査体制によるところと考えられた。今後は，

表 2　全国および石川県の麻しん患者発生状況（2008年～2017年）
（人）

2008年
（H20）

2009年
（H21）

2010年
（H22）

2011年
（H23）

2012年
（H24）

2013年
（H25）

2014年
（H26）

2015年
（H27）

2016年
（H28）

2017年
（H29）

全国 11,005 732 447 439 283 229 462 35 165 189

県 7 1 0 0 0 0 0 0 0 4



第 55 号（2018） ― 31 ―

今回の事例を通してみえた関係機関との連携や情報共
有等の課題を解決すべく努力するとともに，検査人員
の確保やセンター内の協力体制を確認しておく必要が
ある。
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1　はじめに

　ノロウイルスは主に冬季における感染性胃腸炎や集団
食中毒の原因となるウイルスであり，その種類は動物の
ノロウイルスを含めGI～GVの遺伝子群に分けられて
いる。このうちヒトに感染するノロウイルスは大部分が
GIやGIIであるが，遺伝学的に多様であり，少なくとも
GIには 9，GIIには22の遺伝子型が存在する 1）。
　我々は，食中毒や感染症発生動向調査事業等における
ノロウイルスの検査において，検体中のウイルスの有無
を迅速に判定するとともに，検出されたノロウイルスに
ついては，遺伝子解析を行いウイルスの遺伝子型を明ら
かにし，地域におけるノロウイルスの流行や遺伝子型の
動向の把握を行っており，既報 2）-6） にて各シーズンの結
果を報告している。
　本報では，2012/13～2016/17シーズンの 5年間につ
いてのノロウイルスの遺伝子型等の動向を比較し，その
経年的な特徴等について若干の知見を得たので報告する。

2　材料と方法

　2・1　対　象
　（1）集団事例
　2012/13～2016/17シーズン（以下，5シーズン）の
2012年第36週（ 9月）～2017年第35週（ 8月）に石川
県（以下，本県）で発生した感染性胃腸炎の集団事例（食
中毒および感染症）のうち，当センターにて糞便からリ
アルタイムPCR法 7） またはRT-LAMP法 8） によりノロウ
イルス遺伝子が検出された64事例の患者あるいは調理
従事者（無症状）の糞便検体を対象としウイルス遺伝子
解析を実施した。
　（2）小児散発事例
　（1）と同期間に感染症発生動向調査事業における小児
科病原体定点医療機関を受診した感染性胃腸炎患者から
採取された糞便のうち，当センターにてRT-PCR法 7） ま
たは蛍光-RTマルチプレックスPCR法 9） によりノロウ
イルス遺伝子が検出された66事例の患者の糞便検体を

 〔短　報〕

石川県における過去 5シーズンのノロウイルス遺伝子型について
－2012/13～2016/17シーズン－

石川県保健環境センター　健康・食品安全科学部　 
中 澤　柾 哉・成 相　絵 里・児 玉　洋 江

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 倉 本　早 苗　　　　　　　　　　　　　　

〔和文要旨〕

　2012/13～2016/17シーズンに石川県で発生した感染性胃腸炎でノロウイルス遺伝子が検出された

集団事例64事例，小児散発事例66事例についてカプシド領域の塩基配列による遺伝子解析を行い，

5シーズンの遺伝子型等の動向を比較した。その結果，GII.4はいずれのシーズンにおいても主体の

遺伝子型であったが，近年全国で流行しているGII.2の変異型やGII.17は集団事例と小児散発事例と

でシーズンごとの検出割合に差がみられた。石川県では全国と比較し，新しいノロウイルスの流行の

伝播が遅い可能性が示唆された。

キーワード：ノロウイルス，遺伝子型，GII.2，GII.4，GII.17，集団事例，小児散発事例

　本稿は，第45回北陸公衆衛生学会（平成29年11月10日 福井市）において発表した。

　Genotype of Norovirus Detected in the Stool Specimens in Ishikawa Prefecture during the 2012/13-
2016/17 Seasons.  by NAKAZAWA Masaya, NARIAI Eri, KODAMA Hiroe and KURAMOTO Sanae 
(Health and Food Safety Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and 
Environmental Science)

　Key words : Norovirus，Genotype，GII.2，GII.4，GII.17，Group Case，Sporadic Case in Children
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対象としウイルス遺伝子解析を実施した。
　2・2　ウイルス遺伝子解析の方法
　検体をPBS（－）で10%乳剤とし，RNA抽出はQIAamp 
Viral RNA Miniキット（Qiagen社製）を用いて行った。
逆転写反応はPrimeScript®RT reagent Kit（Perfect 
Real Time）（タカラバイオ社製），プライマーはカプシ
ド領域を検出するG1-SKF/G1-SKRとG2-SKF/G2-SKR
を用いてRT‐PCR法 7） を実施した。電気泳動で目的の
大きさのバンドが確認された検体についてダイレクトシー
クエンスによりカプシド領域約300bpの塩基配列を決
定し，ノロウイルス遺伝子型分類ツール（http://www.
rivm.nl/mpf/norovirus/typingtool） 10） を用いて遺伝子
型を決定した。
　また，遺伝子解析ソフトウェア；MEGA6を用いて近
隣結合法により系統樹解析を行い国内外のそれぞれの同
型と比較した。
　2・3　遺伝子型の解析結果の比較
　 5シーズンの遺伝子型の解析結果について，遺伝子型
別，検出時期別等で比較し，動向を検証した。

3　成　　績

　3・1　集団事例
　 5シーズンの64事例について，検出された遺伝子型
をシーズンごとに表 1に示した。遺伝子型の内訳は，
GIが 7 事例に対しGIIが49事例と圧倒的に多く，複数
の遺伝子型の関与がみられた 8事例全てからもGIIが検
出されていた。また，5シーズンで最も多く検出された

遺伝子型はGII.4で，GII.4のみの27事例，複数検出事
例の 6事例を合わせ33事例であった。
　また，各シーズンにおいて検出されたGI，GIIの遺伝
子型の内訳をそれぞれ表 2，表 3に示した。なお，複数
検出事例については 1つの遺伝子型ごとに 1株としてカ
ウントした。
　その結果，GIについては事例数が少なく遺伝子型の
特徴をつかむには至らなかったが，GI.2が 5 シーズンで
4株と比較的多く検出された（表 2）。

　GIIについては各シーズンで検出割合が高い遺伝子型
が異なっていた。2012/13～2015/16はいずれもGII.4
が高い割合で検出されており，その割合は2012/13では
86.7%（13株/15株），2013/14では55.0%（11株/20株），
2014/15では42.9%（ 3 株/7 株），2015/16では40.0%（ 4
株/10株）であった。また，近年全国で流行した新規遺
伝子型のGII.17 11），GII.2の変異型 12） 13） については，
2015/16に GII.17が 50.0%（ 5 株 /10株 ），2016/17に
GII.2が41.6%（ 5 株/12株）と高い割合で検出された（表
3）。

　 5シーズンの64事例と，このうちGII.2およびGII.17
の13事例における発生施設別割合を図 1に示した。64
事例の内訳は，飲食店関係26事例（40.6%），ホテル・
旅館18事例（28.1%），小学校・保育所12事例（18.8%），
イベント 3事例（4.7%），その他（障害施設，社員寮，
研修施設）3事例（4.7%），不明 2事例（3.1%）であった。
一方，GII.2，GII.17の13事例については，飲食店関係
9事例（69.2%），ホテル・旅館 3事例（23.1%），イベ

表 1　ノロウイルス遺伝子解析結果（集団事例）

遺伝子型
検出事例数

計
2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17

GI遺伝子群（7事例）
GI.2  2  1  3
GI.3  2  2
GI.5  1  1
GI.6  1  1
小　計  3  3  1  7

GII遺伝子群（49事例）
GII.2  4  4
GII.3  1  1  2
GII.4 12  7  2  4  2 27
GII.6  3  2  5
GII.13  2  2
GII.17  2  5  1  8
GII型不明  1  1
小　計 14 10  5 10 10 49

複数検出事例＊1（8事例）
GI.4，GII.4  1  1
GII.4，GII.13  2  2
GI.14＋GII.4＊2

GII.4，GII.14  1  1

GII.4，GII.13  1  1
GI.2，GII.6  1  1
GII.4，GII.5  1  1
GII.2，GII.17  1  1
小　計  1  5  1  1  8
計 15 15 9 13 12 64

＊1　1 事例において複数の遺伝子型が検出
＊2　同一人においてGI.14，GII.4が検出

表2　ノロウイルスGIの遺伝子型の検出株数（集団事例）＊1

遺伝子型
検出株数（%）

計
2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17

GI.2 1（50.0） 2（66.7） 1（33.3） 4
GI.3 2（66.7） 2
GI.4 1（100.0） 1
GI.5 1（33.3） 1
GI.6 1（100.0） 1
GI.14 1（50.0） 1
計 1 2 3 3 1 10

＊1　複数検出事例については，1つの遺伝子型ごとに1株としてカウント

表3　ノロウイルスGIIの遺伝子型の検出株数（集団事例）＊1

遺伝子型
検出株数（%）

計
2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17

GII.2  5（41.6）  5
GII.3  1（14.3）  1（10.0）  2
GII.4 13（86.7） 11（55.0）  3（42.9）  4（40.0）  2（16.7） 33
GII.5  1（14.3）  1
GII.6  4（20.0）  2（16.7）  6
GII.13  2（13.3）  3（15.0）  5
GII.14  1（ 5.0）  1
GII.17  2（28.5）  5（50.0）  2（16.7）  9
GII型不明  1（ 5.0）  1（ 8.3）  2
計 15 20 7 10 12 64

＊1　複数検出事例については，1つの遺伝子型ごとに1株としてカウント
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ント 1事例（7.7%）であり，小学校・保育所などの小
児関連施設はなかった。
　3・2　小児散発事例
　小児散発事例について検出された遺伝子型と検出割合
をシーズンごとに表 4に示した。小児散発事例では集団
事例と異なり，複数の遺伝子型が検出された事例はな
かった。遺伝子群の内訳は，GIが 3 事例に対しGIIが
63事例と圧倒的に多かった。

　GIについては，事例数が少なく遺伝子型の特徴をつ
かむには至らなかった。
　GIIについては，5シーズンいずれにおいてもGII.4が
高い割合で検出されており，2012/13では100%（15株
/15株），2013/14では57.1%（ 8 株/14株），2014/15で
は40.0%（ 2 株 /5 株），2015/16では68.4%（13株 /19
株），2016/17では70.0%（ 7 株/10株）であった。また，
集団事例で2015/16～2016/17に比較的検出割合の高
かったGII.2，GII.17については，GII.2は 2016/17に
10.0%（ 1 株/10株），GII.17は 2015/16に 10.5%（ 2 株
/19株）検出された。
　3・3　遺伝子群ごとの月別検出状況
　集団事例，小児散発事例を合わせて，検出された遺伝
子群ごとの月別株数を図 2に示した。その結果，GII（127
株）については，11月～ 3 月の冬季に多くほぼ 1年を
通じて検出されていたが，GI（13株）は，少ないもの
の検出されたのは 1月～ 5月のみであった。

　3・4　検出遺伝子型の系統樹解析結果について
　検出遺伝子型のうち，常に優位を占めたGII.4，近年
全国各地で流行した遺伝子型であるGII.2 12） 13） ならびに
GII.17 11） について系統樹解析の結果を図 3～ 5 に示す。
集団事例と小児散発事例共に主体の遺伝子型であった
GII.4については，2012/13では2006/07に全国で流行
したDenHaag89/2006/NL類似株 14） と，2012/13に全

*1

*1
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12

3

3

2

3

1

図 1　2012/13～2016/17シーズンの集団事例での発生施設の内訳

表 4　ノロウイルス遺伝子解析結果（小児散発事例）

遺伝子型
検出事例・株数（%）

計
2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17

GI遺伝子群（3事例）
GI.3 1（100.0） 1
GI.4 1（100.0） 1
GI.6 1（100.0） 1
小　計 1 1 1 3

GII遺伝子群（63事例）
GII.2 1（10.0） 1
GII.3 3（60.0）  4（21.1） 7
GII.4 15（100.0） 8（57.1） 2（40.0） 13（68.4） 7（70.0） 45
GII.6 6（42.9） 2（20.0） 8
GII.17  2（10.5） 2
小　計 15 14 5 19 10 63
計 16 15 5 20 10 66
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図 2　2012/13～2016/17シーズンのノロウイルスGI，
GIIの月別株数（GI：13株，GII：127株）
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2015/16-ChildCase13
2015/16-ChildCase2.6

2014/15-Case1-1.2.4
2013/14-Case5-1.10. ChildCase3
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GII.4 Sydney 2012 JX459908
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2015/16-Case13
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2016/17-ishikawa/Apr/Case11
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GII.4 NewOrleans 2009 GU445325
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GII.4 Hunter 2004 AY883096

GII.4 US95 96 AJ004864
GII.4 Yerseke 2006a EF126963
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GII.4 Den Haag 2006b EF126965

2012/13-Case2
2012/13-Case5
2012/13-ChildCase4.6.7.8.12

Melshan X81879 GII.2
LC279234.1 Norovirus Hu/GII.P16-GII.2/Tokyo/2016/JPN .

Hu/NoV/CS-E1/2002/USA AY502009 GII.17
GII.17 Kawasaki2014 AB983218
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図 3　ノロウイルスGII.4系統樹（カプシド領域）

2016/17 Case9-1
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Hillingdon/90/UK AJ277607 GII.5

Fayetteville/1998/US AY113106 GII.13

Hu/NoV/CS-E1/2002/USA AY502009 GII.17

GII.17 Kawasaki2014 AB983218
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図 4　ノロウイルスGII.2系統樹（カプシド領域）
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国で流行したSydney/NSW0514/2012/AU類似株 15） の
2 つのクラスターに分かれたのに対し，2013/14以降は
いずれもSydney/NSW0514/2012/AU類似株であった
（図 3）。
　GII.2については，いずれも2016/17に全国各地で流
行したGII.2変異型のGII.P16-GII.2/330022/Tokyo/2016
類似株 12） 13） であった（図 4）。GII.17については，いず
れも2014/15～2015/16に川崎市をはじめ全国各地で流
行したHU/GII/JP/2014/GII.P17_ GII.17/Kawasaki 323
類似株 11） であった（図 5）。

4　考　　察

　（1）5シーズンの遺伝子型の動向
　 5シーズンの，遺伝子型を解析した結果，集団事例，
小児散発事例共にいずれのシーズンにおいてもGII.4が
主体の遺伝子型であった。また，その遺伝子型の解析結
果は，2013/14を境に 2つのクラスターから 1つのクラ
スターのみとなった。この傾向は全国も同様で，以前か
ら流行しているDenHaag89/2006/NL類似株が2012/13
以降新たに流行したSydney/NSW0514/2012/AU類似
株に徐々に置き換わったことによると思われる。
　一方，GII.2，GII.17においては，シーズン毎で集団
事例と小児散発事例とで検出割合に差がみられた。また，
遺伝子型解析結果は，GII.2，GII.17いずれも全て全国
の流行株の類似株であった。
　なお，GIでは，小児散発事例，集団事例共に検出数
が少なく遺伝子型の特徴をつかむには至らなかったが，
月ごとの検出状況では，GIは全て 1～ 5 月に検出され
ており，春季に検出される傾向があった。
　（2）集団事例と小児散発事例の検出割合の違い
　GII.2，GII.17において集団事例と小児散発事例で検
出割合に違いがみられたことについては，比較する事例
数が少なく明確には検証できないが，全集団事例64事

例の発生施設のうち保育所等の小児関連施設が約 2割で
あったのに対し，GII.2，GII.17に関しては全て小学校
や保育所以外の施設が原因であり患者の多くは成人であ
ることから，年齢層の違いが要因の 1つと考えられた。
すなわち，成人については過去に暴露した遺伝子型に対
する免疫がある程度得られていたために，GII.2や
GII.17のような新規の遺伝子型に罹患する機会が相対的
に増えたことが推測された。また，これら新規の遺伝子
型の事例のうち，特に初期の事例（2014/15の GII.17 2
事例，2016/17のGII.2 2 事例）は，県外の施設が原因
の集団事例であった（表 5）。このように，集団事例の
場合には県外から持ち込まれる遺伝子型があり，このこ
とも，新しい遺伝子型が小児散発事例に比べ集団事例で
多い要因の一つであると考えられる。

　（3）全国の流行時期との比較
　全国におけるこの間のGIIの流行の特徴は，GII.4は
Sydney類似株の流行により2012年秋頃から増加し 15），
以降主体の遺伝子型となっている。またGII.2は2016/17
の特に2016年11月頃 16） に，GII.17は2014/15以降に流
行している 11）。これに対し本県の今回の解析では，GII.4
については全国の流行と同様であったが，GII.2，GII.17
については，県外関連の事例を考慮すると，GII.2は
2017年 3 月以降，GII.17は2016年 1 月以降に侵淫，流
行したと推測され，全国と比較して新しいノロウイルス
の流行が若干遅いことが示唆された。

5　ま と め

（1）ノロウイルスGII.4はいずれのシーズンからも検出
され，主体の遺伝子型であった。

（2）本県では全国に比べノロウイルスGII.17やGII.2な
ど新しいノロウイルスの流行の伝播が遅い可能性が示
唆された。

（3）シーズンや事例によって主要な遺伝子型の違いがみ

2015/16 Case8
2015/16 Case10
2015/16 Case7
2015/16 Case5
2015/16 Child Case15
2014/15 Case3
2015/16 Child Case19
2014/15 Case6
2015/16 Case6
2016/17 Case6-2
2016/17 Case7

Hu/GII/JP/2014/GII.P17-GII.17/Kawasaki323 AB983218
Hu/NoV/CS-E1/2002/USA AY502009 GII.17

Fayetteville/1998/US AY113106 GII.13

Hillingdon/90/UK AJ277607 GII.5

Melshan X81879 GII.2

Hu/GII.P16-GII.2/330022/Tokyo/2016/JPN LC279234.

Seacroft/90/UK AJ277620 GII.6

NLV/M7/1999/US AY130761 GII.14

GII.4 Sydney 2012 JX459908

Tronto U02030 GII.3

M87661Norwalk GI.1

図 5　ノロウイルスGII.17系統樹（カプシド領域）

表 5　ノロウイルスGII.2，GII.7における事例
シーズン 遺伝子型 発生年月日 事例 発生施設 備考

2014/15
GII.17 2015. 3.13 集団事例 旅館 神奈川県関連
GII.17 2015. 3.26 集団事例 飲食店 兵庫県関連

2015/16 

GII.17 2016. 1.31 集団事例 イベント会場
GII.17 2016. 2. 4 小児散発事例 -
GII.17 2016. 3. 7 集団事例 旅館
GII.17 2016. 3.18 集団事例 飲食店
GII.17 2016. 3.20 集団事例 飲食店
GII.17 2016. 4.16 集団事例 飲食店
GII.17 2016. 6.13 小児散発事例 -

2016/17

GII.2 2016.11.20 集団事例 弁当屋 東京都関連
GII.2 2016.12.13 集団事例 飲食店 大阪府関連

GII.2，GII.17 2016.12.27 集団事例 旅館 ＊1

GII.17 2017. 1.28 集団事例 飲食店
GII.2 2017. 3.26 集団事例 飲食店
GII.2 2017. 4. 4 集団事例 飲食店
GII.2 2017. 4.12 小児散発事例 -

＊1　従業員と患者からGII.17検出。GII.2は従業員 1人からのみ検出
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られたことから，今後も継続してノロウイルス遺伝子
型の詳細な解析を行い，地域におけるノロウイルスの
流行や遺伝子型の動向に注目したい。
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1　はじめに

　当センターでは既報 1） のとおり 3種類のカラム（SP-
2331，DB-17ms，HT8-PCB）を使用しダイオキシン類
の測定を行ってきた。しかし，その測定方法には次の 2
つの問題点があった。
　まず第 1に，ガスクロマトグラフ高分解能質量分析装
置（HRGC/HRMS）でダイオキシン類を測定する際，
3種類のカラムを交換する毎に機器の調整に時間を要し
た。
　第 2に，SP-2331は高極性カラムであるためにカラム
寿命が短く，ロットによっては20～30件の試料の測定
で使用できなくなることがあり，カラム交換のたびにカ
ラムのエージング及び機器の調整が必要であった。
　そこで，松村らの報告 2） をもとに高極性カラムではな
いBPX-DXN及びRH-12msの 2 種類のカラムを用いた
ダイオキシン類の測定方法を検討した。
　また，前処理についても，ポリクロロジベンゾ-パラ
-ジオキシン（以下，PCDDs）とポリクロロジベンゾフ
ラン（以下，PCDFs）とダイオキシン様ポリクロロビフェ

ニル（以下，DL-PCBs）を分画せずに測定する方法に
ついても検討したので報告する。

2　材料と方法

　2・1　標準溶液及び試薬
　シリンジスパイク（以下，SYR）は，Two column 
PCDDs/PCDFs Syringe SpikeとModifi ed JIS Method 
DL-PCBs Syringe Spike（いずれもCambridge Isotope 
Laboratories社製，以下，CIL社製）を，クリーンアッ
プスパイク（以下，CLN）はPDF-CL-A20（関東化学
社製）を，検量線作成用の標準溶液はTwo column 
PCDDs/PCDFs+DL-PCBs定量分析用混合標準溶液
（CIL社製，以下，本標準溶液をCIL標準溶液とする）
を用いた。
　試薬については既報 3） のとおり。
　2・2　分析操作
　分析操作はJIS K0312:2008 4） 及び環境省のダイオキシ
ン類に係る各調査マニュアル 5）-7） （以下，JIS等）に準拠
した。

 〔短　報〕

BPX-DXN及びRH-12msカラムを用いたダイオキシン類分析について
－ 2カラム 2インジェクションによるダイオキシン類分析－

石川県保健環境センター　環境科学部　 
安 田　和 弘・高 田　啓 子・山 森　泰 大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 川 畑　俊 之　　　　　　　　　　　　　　

〔和文要旨〕

　ダイオキシン類測定において，当センターではSP-2331，DB-17ms及びHT8-PCBの 3 つのカラム

を使用して測定してきた。今回はBPX-DXN及びRH-12msの2つのカラムを用いて測定する分析条

件を検討した。その結果，2つのカラムを使用する場合，カラム交換及び機器の調整回数が少なくな

ることから，測定に係る時間を約2/3に短縮することができた。

　また，試料の前処理において活性炭分散シリカゲル・リバースカラムクロマトグラフィの際に，

PCDDs/PCDFsとDL-PCBsを分画しないことで，前処理の時間も短縮することができた。

キーワード：ダイオキシン類，BPX-DXN，RH-12ms

　An improved method of Dioxin Analysis using BPX-DXN and RH-12ms Columns.  by YASUDA 
Kazuhiro, TAKADA Keiko, YAMAMORI Yasuhiro and KAWABATA Toshiyuki (Environmental 
Science Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and Environmental Science)

　Key words : dioxins, BPX-DXN, RH-12ms
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　（1）試料の前処理
　抽出操作についてはJIS等に準拠し，濃縮後の前処理
操作は既報 3） のとおりとした。
　（2）GC/MS測定の装置及び条件
　測定は高分解能GC/MS分析装置（GC:Agilent社製
7890B GCシステム，MS：日本電子株式会社製JMS-
700D）を用いて分析を行った。
　使用したカラムや昇温条件等については日本電子株式
会社の推奨設定を参考とした。その概要を表 1に示す。
　（3）溶出時間確認用測定条件
　松村らの報告 2） をもとに，表 2及び表 3の測定条件を
設定し，これを溶出時間確認用測定条件とした。
　（4）クロマトグラムの解析
　測定で得られたクロマトグラムはDiok V4（日本電子
株式会社製）を用いて解析を行い，得られたピークの面
積値から定量計算等の解析を行った。

3　結果と考察

　3・1　標準溶液の選定
　従来のSP-2331等の 3種類のカラムを用いての測定で
使用していた標準溶液DF-CVA-A10（Wellington 
Laboratories社製）で測定条件の検討を行った。
　DF-CVA-A10はBPX-DXNカラムでの測定では使用
可能であったが，RH-12msカラムでは，図 1のとおり，
ヘキサクロロジベンゾフラン（以下，HxCDF）でSYR
とCLNのピークが重なった。

　そこで，RH-12msカラムでSYRとCLNのピークが重
ならない標準溶液としてCIL標準溶液を用いて測定条件
の検討を行った。
　3・2　グループ切り替え時間の検討
　（1）BPX-DXNカラムについて
　表 2の測定条件でCIL標準溶液と燃え殻試料の測定を
BPX-DXNカラムで行い検討した結果，グループの切り
替え時間等の検討を行った。
　より感度良く測定を行うため，1質量数あたりの測定
時間は80ミリ秒以上，サロゲート物質は40ミリ秒程度
とし，表 4の条件をBPX-DXNカラムでの測定条件とし
た。
　（2）RH-12msカラムについて
　RH-12msカラムにおいても表 3の測定条件でCIL標
準溶液と燃え殻試料の測定を行い，表 5の条件をRH-
12msでの測定条件とした。
　（3）溶出時間が変動した時の対応
　 2カラムでの測定条件では，グループの切り替えが細
かく設定されているため，溶出時間が変動した場合には，
（1）及び（2）の測定を行い，グループ切り替え時間を変更
する必要がある。
　特に，図2-1及び図2-2のクロマトグラムにおいて，
近接するピークの分離度が低下し，その改善のためにカ
ラムの注入口側の切断を行った場合に，グループ切り替
え時間の変更が必要となる。
　3・3　単独で定量出来ないピークについて
　BPX-DXNカラムでは2, 3, 4, 6, 7, 8-HxCDFと1, 2, 3, 
6, 8, 9-HxCDFの溶出時間が同じである（図3-1）。しか
し，RH-12msカラムでは1, 2, 3, 6, 8, 9-HxCDFは単独
のピークとなっているため（図3-2），RH-12msカラム
で1, 2, 3, 6, 8, 9-HxCDFを定量し，BPX-DXNカラムで
定量した2, 3, 4, 6, 7, 8-HxCDFの値から差し引くことと
した。
　なお， 2, 3, 4, 6, 7,8-HxCDFに隣接するピークが大き
い場合等で2, 3, 4, 6, 7, 8-HxCDFが分離できない場合は，

表 1　BPX-DXN及びRH-12msにおける測定条件

測定対象 カラム 昇温条件
4～6塩素化物
PCDDs,PCDFs＊

BPX-DXN＊＊
（長さ60m, 内径0.25㎜, SGE社製）

150℃（1min）→（20℃/min）→220℃（0min）→（2℃/min）
 →260℃（0min）→（5℃/min）→320℃（4.5min）

7～8塩素化物
PCDDs,PCDFs
DL-PCBs＊

RH-12ms＊＊
（長さ60m, 内径0.25㎜, INVENTEX社製）

150℃（1min）→（10℃/min）→210℃（0min）→（3℃/min）
 →280℃（0min）→（20℃/min）→320℃（11.7min）

注入法：スプリットレス法
注入口，接続管，イオン源温度：280℃
イオン化電圧：38eV
イオン化電流：500μA
カラムヘッド圧：255kPa（流速1.7mL/min,34.8cm/s,コンスタントフロー）
＊2, 3, 4, 7, 8-PeCDF及び1, 2, 3, 7, 8, 9-HxCDFについてはRH-12で2, 3, 3', 4, 4', 5-HxCB（＃156）についてはBPX-DXNで測定を行った。PCDDs/
PCDFsの総量（Total値）は4～6塩素化物はBPX-DXNで，7塩素化物はRH-12msで定量を行った。
＊＊カラムの検出器側に約 1mの不活性処理フューズドシリカカラム（Agilent社製，高温（400℃）対応）を接続し，その接続はSilTite™ μ-Union（SGE
社製）で行った。
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図 1　RH-12msカラムにおける標準溶液（DF-CVA-A10）
　のクロマトグラム

＊HxCDFs：6 塩化ジベンゾフラン



第 55 号（2018） ― 39 ―

表 2　BPX-DXNカラムでの溶出時間確認用測定条件
Group#1-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 303.9016 20 25 TeCDFs
2 305.8987 5 25 TeCDFs
3 315.9419 5 25 13C-TeCDFs
4 317.9389 5 25 13C-TeCDFs
5 319.8965 5 25 TeCDDs
6 321.8936 5 25 TeCDDs
7 330.9792 5 25 Lock Mass
8 330.9792 5 25 Lock Check
9 331.9368 5 25 13C-TeCDDs
10 333.9339 5 25 13C-TeCDDs
11 339.8597 5 25 PeCDFs
12 341.8568 5 25 PeCDFs
13 351.9000 5 25 13C-PeCDFs
14 353.8576 5 25 PeCDDs
15 353.8970 5 25 13C-PeCDFs
16 355.8546 5 25 PeCDDs
17 359.8415 5 25 HxCBs
18 361.8387 5 25 HxCBs
19 365.8978 5 25 13C-PeCDDs
20 367.8949 5 25 13C-PeCDDs
21 371.8817 5 25 13C-HxCBs
22 373.8207 5 25 HxCDFs
23 373.8788 5 25 13C-HxCBs
24 375.8178 5 25 HxCDFs
25 385.8610 5 25 13C-HxCDFs
26 387.8580 5 25 13C-HxCDFs
27 389.8156 5 25 HxCDDs
28 391.8127 5 25 HxCDDs
29 401.8559 5 25 13C-HxCDDs
30 403.8530 5 25 13C-HxCDDs

Group#2-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 373.8207 20 30 HxCDFs_Gr2＊

2 375.8178 5 30 HxCDFs_Gr2＊

3 385.8610 5 30 13C-HxCDFs_Gr2＊

4 387.8580 5 30 13C-HxCDFs_Gr2＊

5 389.8156 5 30 HxCDDs_Gr2＊

6 391.8127 5 30 HxCDDs_Gr2＊

7 401.8559 5 30 13C-HxCDDs_Gr2＊

8 403.8530 5 30 13C-HxCDDs_Gr2＊

9 407.7818 5 30 HpCDFs
10 409.7788 5 30 HpCDFs
11 419.8220 5 30 13C-HpCDFs
12 421.8191 5 30 13C-HpCDFs
13 423.7767 5 30 HpCDDs
14 425.7737 5 30 HpCDDs
15 430.9729 5 30 Lock Mass
16 430.9729 5 30 Lock Check
17 435.8169 5 30 13C-HpCDDs
18 437.8140 5 30 13C-HpCDDs
19 441.7428 5 30 OCDF
20 443.7398 5 30 OCDF
21 453.7830 5 30 13C-OCDF
22 455.7801 5 30 13C-OCDF
23 457.7377 5 30 OCDD
24 459.7348 5 30 OCDD
25 469.7780 5 30 13C-OCDD
26 471.7750 5 30 13C-OCDD

＊JMS-700D付属ソフトウエアでは同じ化合物名を別グループに設定できないため，
化合物名を変えて設定した。

表 3　RH-12msカラムでの溶出時間確認用測定条件
Group#1-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 289.9224 20 30 TeCBs
2 291.9195 5 30 TeCBs
3 301.9626 5 30 13C-TeCBs
4 303.9597 5 30 13C-TeCBs
5 325.8804 10 30 PeCBs
6 327.8775 5 30 PeCBs
7 330.9792 5 30 Lock Mass
8 330.9792 5 30 Lock Check
9 337.9207 5 30 13C-PeCBs
10 339.8597 5 30 PeCDFs
11 339.9177 5 30 13C-PeCBs
12 341.8568 5 30 PeCDFs
13 351.9000 5 30 13C-PeCDFs
14 353.8970 5 30 13C-PeCDFs
15 359.8415 5 30 HxCBs
16 361.8387 5 30 HxCBs
17 371.8817 5 30 13C-HxCBs
18 373.8788 5 30 13C-HxCBs
19 393.8025 10 30 HpCBs
20 395.7995 5 30 HpCBs
21 405.8428 5 30 13C-HpCBs
22 407.8398 5 30 13C-HpCBs

Group#2-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 339.8597 20 30 PeCDFs_Gr2＊
2 341.8568 5 30 PeCDFs_Gr2＊

3 351.9000 5 30 13C-PeCDFs_Gr2＊

4 353.8970 5 30 13C-PeCDFs_Gr2＊

5 359.8415 5 30 HxCBs_Gr2＊

6 361.8387 5 30 HxCBs_Gr2＊

7 371.8817 5 30 13C-HxCBs_Gr2＊

8 373.8209 5 30 HxCDFs
9 373.8788 5 30 13C-HxCBs_Gr2＊

10 375.8179 5 30 HxCDFs
11 385.8612 5 30 13C-HxCDFs
12 387.8582 5 30 13C-HxCDFs
13 389.8158 5 30 HxCDDs
14 391.8128 5 30 HxCDDs
15 393.8025 5 30 HpCBs-Gr2
16 395.7995 5 30 HpCBs-Gr2
17 401.8561 5 30 13C-HxCDDs
18 403.8531 5 30 13C-HxCDDs
19 404.9760 5 30 Lock Mass
20 404.9760 5 30 Lock Check
21 405.8428 5 30 13C-HpCBs_Gr2＊
22 407.8398 5 30 13C-HpCBs_Gr2＊

Group#3-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 373.8209 20 30 HxCDFs_Gr3＊
2 375.8179 5 30 HxCDFs_Gr3＊

3 385.8612 5 30 13C-HxCDFs_Gr3＊

4 387.8582 5 30 13C-HxCDFs_Gr3＊

5 389.8158 5 30 HxCDDs_Gr3＊

6 391.8128 5 30 HxCDDs_Gr3＊

7 401.8561 5 30 13C-HxCDDs_Gr3＊

8 403.8531 5 30 13C-HxCDDs_Gr3＊

9 407.7818 5 30 HpCDFs
10 409.7788 5 30 HpCDFs
11 419.8220 5 30 13C-HpCDFs
12 421.8191 5 30 13C-HpCDFs
13 423.7767 5 30 HpCDDs
14 425.7738 5 30 HpCDDs
15 430.9729 5 30 Lock Mass
16 430.9729 5 30 Lock Check
17 435.8169 5 30 13C-HpCDDs
18 437.8140 5 30 13C-HpCDDs
19 441.7431 5 30 OCDF
20 443.7400 5 30 OCDF
21 453.7830 5 30 13C-OCDF
22 455.7801 5 30 13C-OCDF
23 457.7380 5 30 OCDD
24 459.7350 5 30 OCDD
25 469.7783 5 30 13C-OCDD
26 471.7753 5 30 13C-OCDD

＊JMS-700D付属ソフトウエアでは同じ化合物名を別グループに設定できないため，
化合物名を変えて設定した。
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表4　BPX-DXNでのグルーピング条件（測定用）
Group#1-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 303.9016 20 90 TeCDFs
2 305.8987 5 90 TeCDFs
3 315.9419 5 40 13C-TeCDFs
4 317.9389 5 40 13C-TeCDFs
5 319.8965 5 90 TeCDDs
6 321.8936 5 90 TeCDDs
7 330.9792 5 30 Lock Mass
8 330.9792 5 30 Lock Check
9 331.9368 5 40 13C-TeCDDs
10 333.9339 5 40 13C-TeCDDs
11 339.8597 5 85 PeCDFs
12 341.8568 5 85 PeCDFs
13 371.8817 15 40 13C-HxCBs
14 373.8788 5 40 13C-HxCBs

Group#1-Segment#2
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 330.9792 20 30 Lock Mass
2 330.9792 5 30 Lock Check
3 339.8597 5 85 PeCDFs
4 341.8568 5 85 PeCDFs
5 351.9000 5 40 13C-PeCDFs
6 353.8576 5 85 PeCDDs
7 353.8970 5 40 13C-PeCDFs
8 355.8546 5 85 PeCDDs
9 359.8415 5 85 HxCBs
10 361.8387 5 85 HxCBs
11 365.8978 5 40 13C-PeCDDs
12 367.8949 5 40 13C-PeCDDs
13 371.8817 5 40 13C-HxCBs
14 373.8788 5 40 13C-HxCBs

Group#1-Segment#3
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 330.9792 20 30 Lock Mass
2 330.9792 5 30 Lock Check
3 339.8597 5 85 PeCDFs
4 341.8568 5 85 PeCDFs
5 353.8576 5 85 PeCDDs
6 355.8546 5 85 PeCDDs
7 373.8207 10 85 HxCDFs
8 375.8178 5 85 HxCDFs
9 385.8610 5 40 13C-HxCDFs
10 387.8580 5 40 13C-HxCDFs
11 389.8156 5 85 HxCDDs
12 391.8127 5 85 HxCDDs
13 401.8559 5 40 13C-HxCDDs
14 403.8530 5 40 13C-HxCDDs

Group#2-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 407.7818 20 100 HpCDFs
2 409.7788 5 100 HpCDFs
3 419.8220 5 40 13C-HpCDFs
4 421.8191 5 40 13C-HpCDFs
5 423.7767 5 100 HpCDDs
6 425.7737 5 100 HpCDDs
7 430.9729 5 30 Lock Mass
8 430.9729 5 30 Lock Check
9 435.8169 5 40 13C-HpCDDs
10 437.8140 5 40 13C-HpCDDs

Group#2-Segment#2
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 430.9729 20 30 Lock Mass
2 430.9729 5 30 Lock Check
3 441.7428 5 100 OCDF
4 443.7398 5 100 OCDF
5 453.7830 5 40 13C-OCDF
6 455.7801 5 40 13C-OCDF
7 457.7377 5 100 OCDD
8 459.7348 5 100 OCDD
9 469.7780 5 40 13C-OCDD
10 471.7750 5 40 13C-OCDD

表 5　RH-12msでのグルーピング条件（測定用）
Group#1-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 289.9224 20 100 TeCBs
2 291.9195 5 100 TeCBs
3 301.9626 5 40 13C-TeCBs
4 303.9597 5 40 13C-TeCBs
5 325.8804 10 100 PeCBs
6 327.8775 5 100 PeCBs
7 330.9792 5 50 Lock Mass
8 330.9792 5 30 Lock Check
9 337.9207 5 40 13C-PeCBs
10 339.9177 5 40 13C-PeCBs

Group#1-Segment#2
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 325.8804 20 100 PeCBs
2 327.8775 5 100 PeCBs
3 330.9792 5 50 Lock Mass
4 330.9792 5 30 Lock Check
5 337.9207 5 40 13C-PeCBs
6 339.8597 5 100 PeCDFs-Gr1
7 339.9177 5 40 13C-PeCBs
8 341.8568 5 100 PeCDFs-Gr1
9 359.8415 10 100 HxCBs
10 361.8387 5 100 HxCBs
11 371.8817 5 40 13C-HxCBs
12 373.8788 5 40 13C-HxCBs
13 405.8428 5 20 13C-HpCBs-Gr1_Kakunin＊
14 407.8398 5 20 13C-HpCBs-Gr1_Kakunin＊

Group#1-Segment#3
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 330.9792 20 50 Lock Mass
2 330.9792 5 30 Lock Check
3 339.8597 5 100 PeCDFs-Gr1
4 341.8568 5 100 PeCDFs-Gr1
5 351.9000 5 40 13C-PeCDFs
6 353.8970 5 40 13C-PeCDFs
7 359.8415 5 100 HxCBs
8 361.8387 5 100 HxCBs
9 371.8817 5 40 13C-HxCBs
10 373.8788 5 40 13C-HxCBs
11 393.8025 5 20 HpCBs-Gr1_Kakunin＊
12 395.7995 5 20 HpCBs-Gr1_Kakunin＊
13 405.8428 5 20 13C-HpCBs-Gr1_Kakunin＊
14 407.8398 5 20 13C-HpCBs-Gr1_Kakunin＊

Group#2-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 339.8597 20 15 PeCDFs-Gr2_Kakunin＊＊
2 341.8568 5 15 PeCDFs-Gr2_Kakunin＊＊
3 373.8209 15 80 HxCDFs
4 375.8179 5 80 HxCDFs
5 385.8612 5 40 13C-HxCDFs
6 387.8582 5 40 13C-HxCDFs
7 389.8158 5 80 HxCDDs
8 391.8128 5 80 HxCDDs
9 393.8025 5 80 HpCBs-Gr2
10 395.7995 5 80 HpCBs-Gr2
11 401.8561 5 40 13C-HxCDDs
12 403.8531 5 40 13C-HxCDDs
13 404.9760 5 50 Lock Mass
14 404.9760 5 30 Lock Check
15 405.8428 5 40 13C-HpCBs-Gr2
16 407.7818 5 15 HpCDFs-Gr2_Kakunin＊＊
17 407.8398 5 40 13C-HpCBs-Gr2
18 409.7788 5 15 HpCDFs-Gr2_Kakunin＊＊

Group#3-Segment#1
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 373.8209 20 20 HxCDFs-Gr3_Kakunin＊＊
2 375.8179 5 20 HxCDFs-Gr3_Kakunin＊＊
3 407.7818 15 100 HpCDFs
4 409.7788 5 100 HpCDFs
5 419.8220 5 50 13C-HpCDFs
6 421.8191 5 50 13C-HpCDFs
7 423.7767 5 100 HpCDDs
8 425.7738 5 100 HpCDDs
9 430.9729 5 50 Lock Mass
10 430.9729 5 30 Lock Check
11 435.8169 5 50 13C-HpCDDs
12 437.8140 5 50 13C-HpCDDs

Group#3-Segment#2
チャンネル
番　　号 質　量 ディレー時間

（ミリ秒）
サンプリング
時間（ミリ秒） 化合物名

1 430.9729 20 50 Lock Mass
2 430.9729 5 30 Lock Check
3 441.7431 5 100 OCDF
4 443.7400 5 100 OCDF
5 453.7830 5 50 13C-OCDF
6 455.7801 5 50 13C-OCDF
7 457.7380 5 100 OCDD
8 459.7350 5 100 OCDD
9 469.7783 5 50 13C-OCDD
10 471.7753 5 50 13C-OCDD

＊13C-7Clは5本のピークが検出されるが溶出順序確認用として設定した。定量はGroup2で行う。
＊＊溶出時間が変動して別のグループとなってもこれらのピークが確認できるように設定した。
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CPS-1，DB-210，SP-2331，Rtx-2330及 び CP-SiL88カ
ラムで2, 3, 4, 6, 7, 8-HxCDFが単独のピークとなること
が報告されていることから，これらのカラムで測定を行
うことも可能であると考えられる 8） 9）。

　3・4　活性炭分散シリカゲル・リバースカラムの
　　　　溶出条件の検討
　（1）溶出条件の検討
　従来のSP-2331等のカラムを用いた測定では既報 7） の
とおり，活性炭分散シリカゲル・リバースカラム（関東
化学社製，以下，リバースカラム）に試料を添加後，ヘ
キサン70mLで溶出させ（Fr1：廃棄画分），次にトルエ
ン：ヘキサン 1：3 の溶液25mLで溶出させ（Fr2：DL-
PCBs溶出画分），最後に，カラムを反転させ，トルエ
ン40mLで溶出を行い（Fr3：PCDDs/PCDFs溶出画
分），得られたFr2，Fr3を濃縮してそれぞれ対応する
カラムで測定を行っていた。
　しかし，BPX-DXNカラム及びRH-12msカラムでの
測定では， DL-PCBsとPCDDs/PCDFsを同時に測定す
ることにより，分画の必要がないため，リバースカラム
による前処理操作を次のとおりとした。
　リバースカラムに試料を添加後に，70mLのヘキサン
で溶出を行った後（Fr1：廃棄画分），カラムの上下を
反転させ40mLのトルエンで溶出（Fr2：DL-PCBs/
PCDDs/PCDFs溶出画分）を行い，この溶液を濃縮し
て測定に用いた。
　（2）実試料を用いての検討
　実際の環境試料である大気，水質，底質，土壌試料を
用いて分析を行った結果，大気，水質及び土壌試料の回
収率はJIS等で定められる分析精度の範囲内（50～
120％）に収まった。しかし，底質試料のうち，強熱減
量が比較的高い（10％前後）一部の試料において，7～
8 塩素化物のPCDDs/PCDFsの回収率が数％～50％未
満となる場合があった。
　通常の分析操作では，40gの底質試料の抽出液を濃縮
し，10mLに定容する。そのうち 5mLを分取し硫酸処
理→多層シリカゲルカラム処理→リバースカラム処理を
行い，最終的に50μLに定容して測定を行っている。
　回収率の低かった底質試料については濃縮液の分取量
を 5mLから 2mLに減らすことで，回収率を50％以上
とすることができた。今後は，回収率が低下する原因を
究明し，前処理条件の検討を行いたい。

4　ま と め

（1）3 つ の カ ラ ム（SP-2331，DB-17ms，HT8-PCB）
を用いた測定から 2カラム（BPX-DXN，RH-12ms）
2 インジェクション測定に変更することで，測定にか
かる時間を2/3に短縮することができた。

（2）リバースカラムによる前処理において，DL-PCBs
とPCDDs/PCDFsを分画する必要がなくなったため，
省力化が可能となった。ただし，底質試料で有機物を
多く含む試料において，7～ 8塩素化物の回収率が低
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くなる場合があった。
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1　はじめに

　カルバペネム耐性腸内細菌科細菌（以下，CRE）感
染症は，2014年 9 月19日より「感染症の予防及び感染
症の患者に対する医療に関する法律」（以下，感染症法）
において 5類全数把握対象疾患となり，診断した医師は
届出る義務がある。本感染症は，メロペネム等のカルバ
ペネム系抗菌薬および広域β-ラクタム剤に対して耐性
を示す腸内細菌科細菌による感染症の総称である。腸内
細菌科細菌におけるカルバペネム耐性は，カルバペネム
系分解酵素であるカルバペネマーゼを産生する場合と，
クラスC型や基質特異性拡張型β-ラクタマーゼ産生と
細胞膜透過性低下変異の組み合わせにより獲得される場
合があり，なかでもカルバペネマーゼ産生菌は広域β-
ラクタム剤に汎耐性を示し，同時に他の複数の系統の薬
剤にも耐性を有することが多いため，臨床的に問題となっ
ている 1）。

2017年 3 月28日には，地域における薬剤耐性菌のまん
延などの流行状況を把握するためCREの届出のあった
際の地方衛生研究所等において耐性遺伝子等の試験検査
を実施する旨，厚生労働省健康局結核感染症課長より通
知（以下，通知）されたところである 2）。
　本報では，2017年度の石川県（以下，本県）におけ
るCRE感染症患者発生状況と，患者由来株を対象に実
施したカルバペネマーゼ遺伝子等の試験検査結果につい
て報告する。

2　材料と方法

　2・1　CRE感染症の発生状況
　2017年 4 月～2018年 3 月に感染症法に基づき本県に
届出されたCRE感染症15事例に対し，患者の症状，分
離された検体，菌種名について集計した。
　2・2　CRE検査
　2・1で届出された事例から，分離されたCREのうち

 〔資　料〕

石川県におけるカルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症の発生状況について
－ 2 0 1 7 年 度 －

石川県保健環境センター　健康・食品安全科学部　 
木村　恵梨子・小 坂　　 恵・塩 本　高 之

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 谷 村　睦 美　　　　　　　　　　　　　　

〔和文要旨〕

　2017年度に石川県に届出されたカルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）感染症の発生状況およ

び患者から分離された菌株のβ-ラクタマーゼ産生性を調べた。14株について検査を実施したところ，

カルバペネマーゼ産生株は 3株であり，シークエンス解析の結果，いずれもIMP-1 β-ラクタマーゼ

遺伝子を保有していた。クラスA β-ラクタマーゼ産生株は 3株で，うち 1株は基質特異性拡張型β-

ラクタマーゼ（ESBL）遺伝子のみを保有する株であったが，クラブラン酸およびスルバクタムによ

る阻害が確認されなかった。阻害剤が無効のESBLが報告されていることから，耐性遺伝子検出と阻

害剤を用いたβ-ラクタマーゼ産生性確認の併用による試験検査の重要性が示唆された。

キーワード：薬剤耐性菌，カルバペネム耐性腸内細菌科細菌，β-ラクタマーゼ産生菌，カルバペネマーゼ

　Prevalence of Carbapenem resistant Enterobacteriaceae from April, 2017 to March, 2018 in 
Ishikawa Prefecture.  by KIMURA Eriko, KOSAKA Megumi, SHIOMOTO Takayuki and 
TANIMURA Mutsumi (Health and Food Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health 
and Environmental Science)

　Key words : Antimicrobial Resistant Bacteria, Carbapenem Resistant Enterobacteriaceae, β-lactamase 
Producing Bacteria, Carbapenemase
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通知に基づき搬入された14株を用いた。
　（1）阻害剤を用いたβ-ラクタマーゼ産生性の確認
　14株全てについて，下記ア～エについて国立感染症
研究所による薬剤耐性菌研修会資料 3） および国立感染症
研究所病原体検出マニュアル 4） に従い実施した。
　ア　KPC型カルバペネマーゼの検出
　イミペネム（以下，IPM）およびメロペネム（以下，
MEPM）ディスクに3-アミノフェニルボロン酸（以下，
APB）を添加し，いずれかの薬剤ディスクにおいて，
阻止円の拡張が見られたものを陽性とした。
　イ　メタロ-β-ラクタマーゼの検出
　MEPM，セフタジジム（CAZ）のディスクとメルカ
プト酢酸ナトリウム含有ディスク（以下，SMA）を使
用し，阻止円の拡張が見られたものを陽性とした。
ウ　基質特異性拡張型β-ラクタマーゼ（以下，ESBL）
の検出

　CAZ，セフォタキシム（以下，CTX）のディスクと
クラブラン酸含有ディスク，スルバクタム含有ディスク
を使用し，阻止円の拡張が見られたものを陽性とした。
　エ　AmpC β-ラクタマーゼ（以下，AmpC）の検出
　セフェム系のセフメタゾール（以下，CMZ），セフミ
ノクス（以下，CMNX）にAPBを添加し，いずれかの
薬剤ディスクにおいて，阻止円の拡張が見られたものを
陽性とした。
　（2）カルバペネマーゼ産生性の確認
　（1）のアおよびイにより，陽性と判定した株について，
CLSI（Clonical and Laboratory Standard Institute）
2017（M100-S27） 5） に 従 い modifi ed Carbapenem-
inactivation method（以下，mCIM）でカルバペネマー
ゼ産生性の確認を行った。
　（3）PCR法によるβ-ラクタマーゼ遺伝子検出
　14株全てについて国立感染症研究所による薬剤耐性
菌研修会資料 3） および国立感染症研究所病原体検出マ
ニュアル 4） に従い，PCR法によりβ-ラクタマーゼ遺伝
子の検出を試みた。その内訳は①カルバペネマーゼ遺伝
子（IMP-1型，IMP-2型，NDM型，KPC型，OXA-48型，
VIM型，GES型），②ESBL遺伝子（TEM型，SHV型，
CTX-M-1group，CTX-M-2group，CTX-M-9group），
③AmpC遺伝子（MOX型，CIT型，DHA型，ACC型，
EBC型，FOX型）である。
　（4）βラクタマーゼ遺伝子シークエンス
　（3）によりIMP-1型β-ラクタマーゼ遺伝子を検出し
た株については，シークエンス解析 4） により遺伝子配列
を確認し，blaIMP-1とblaIMP-6の鑑別を行った。

3　結　　果

　3・1　CRE感染症の届出状況
　2017年 4 月～2018年 3 月までに届出があった15事例
について表 1に示す。症状は尿路感染症のみが 5例，肺
炎のみが 3例，胆嚢炎・胆管炎，尿路感染症・肺炎，敗
血症，腹膜炎，肺炎・菌血症，敗血症・胆管炎，その他
（手術部位の感染症）がそれぞれ 1例であった。分離検
体は尿が 5件，喀痰が 4件，胆汁，血液がそれぞれ 2件，
腹水，膿がそれぞれ 1件であった。菌種については，
Enterobacter aerogenes（以下，E.aerogenes）が 4件，
Enterobacter cloacae（以下，E.cloacae）が 4 件，
Escherichia coli（以下，E.coli）が 2 件，Klebsiella 
pneumoniae（以下，K.pneumponiae）が2件，Enterobacter 
cloacae complex（以下，E.cloacae complex）が 1 件，
Citrobacter braakii（以下，C.braakii）が 1件，Serratia 
marcescensが 1 件であった。
　3・2　CRE検査
　（1）阻害剤を用いたβ-ラクタマーゼ産生性の確認
　事例番号 5，12，13の 3 株についてはSMAによる阻
害がみられた。事例番号 3，4，5，12以外の10株には，
セフェム系薬剤のAPBによる阻害がみられた。14株全
てにおいて，クラブラン酸およびスルバクタムによる阻
害はみられなかった（表 1）。
　（2）カルバペネマーゼ産生性の確認
　阻害剤を用いたβ-ラクタマーゼ産生性確認において，
SMAに阻止帯の形成が確認できた 3 株はいずれも
mCIM陽性であり，カルバペネマーゼ産生であった。
　（3）PCR法によるβ-ラクタマーゼ遺伝子検出
　事例番号 5，12，13の 3 株からカルバペネマーゼ遺
伝子を検出し，いずれもIMP-1型であった。そのうち
事例番号12と13はそれぞれ，ESBL遺伝子であるSHV
型遺伝子またはAmpC遺伝子であるEBC型遺伝子を併
せて保有していた。その他，事例番号 4からESBL遺伝
子であるCTX-M-9 group遺伝子，事例番号 6と 9から
EBC型遺伝子，事例番号14からESBL遺伝子である
TEM型遺伝子とAmpC遺伝子であるCIT型遺伝子を検
出した（表 1）。
　（4）βラクタマーゼ遺伝子シークエンス
　IMP-1型β-ラクタマーゼ遺伝子陽性 3株についてシー
クエンス解析を行ったところ，いずれもblaIMP-1であった。

4　考　　察

　複数のβ-ラクタマーゼを産生する株は，阻害効果が
確認できないことがあるとされ 3） 6），ESBLとAmpC同
時産生菌についてはクラブラン酸がAmpCの過剰産生
を誘発し，ESBLの阻害効果をマスキングするという報
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告もある 7）。今回の事例番号12及び14はESBL遺伝子
を保有しているがクラブラン酸およびスルバクタムによ
る阻害がみられず，その報告 7） を裏付ける結果となった。
一方，事例番号 4は，今回実施した阻害剤を用いた確認
試験や遺伝子検査ではカルバペネマーゼやAmpCの産
生が確認できず，CTX-M-9group遺伝子のみを保有し，
ESBLであるにもかかわらず，クラブラン酸やスルバク
タムによる阻害がみられなかった。
　多くのESBLは，クラブラン酸やスルバクタムによっ
て阻害されるが，複数のβラクタマーゼの同時産生以
外にも阻害剤が無効のものがあるという報告もされてお
り 7） 事例番号 4はその可能性が考えられる。これらのこ
とから，阻害剤を用いた確認法のみでは見逃しがあるこ
とが示唆されるが，遺伝子検査を追加することでより正
確な耐性菌の検出が可能になると思われた。
　また，TEM型，SHV型についてはESBLでなくプロ
トタイプのβ-ラクタマーゼ遺伝子の可能性もあること
から，今後シークエンス解析による詳細な遺伝子型別が
可能な検査体制の整備をしていきたいと考えている。
　搬入されたCRE14株のうち，カルバペネマーゼ産生
株は 3株（21.4％）であり，既報 8） 9） とほぼ同様の検出
状況であった。カルバペネマーゼ遺伝子については，日
本国内であっても地域によって流行している型が異なる
ことが知られており，今回の検査では西日本を中心とし
て報告されているblaIMP-6保有株 5） は検出されなかった。
blaIMP-6保有株は医療機関にて実施される日常的な薬剤
感受性試験でイミペネムに「R：耐性」と判定されない
場合が多く，見落とされる危険性があることから 10），今
後も引き続き耐性菌出現の動向を注視する必要があると
考えられた。

5　ま と め

（1）2017年度に届出されたCREは15株でそのうち 1株
を除く14株の遺伝子検出を実施したところ，カルバ
ペネマーゼ産生株は 3株であり，いずれもblaIMP-1遺
伝子を保有していた。

（2）CTX-M-9group遺伝子のみを保有し，クラブラン
酸及びスルバクタムによる阻害試験において阻害を確
認できない株が 1株あった。阻害剤が無効のESBLも
報告されていることから，耐性遺伝子の検出と阻害剤
を用いたβ-ラクタマーゼ産生性の確認の併用による
試験検査の重要性が示唆された。
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表 1　CRE感染症発生状況及び薬剤耐性遺伝子検査結果（2017年度）

事例番号 菌種名 症状 検体 性別 年齢 ディスク法＊ 薬剤耐性遺伝子
カルバペネマーゼ その他

1 Enterobacter aerognenes 肺炎 喀痰 男 82 菌株搬入されず
2 Enterobacter aerogenes 尿路感染症 尿 女 87 APB＊＊ － －
3 Citorobacter braakii 胆嚢炎・胆管炎 胆汁 女 80 － － －
4 Escherichia coli 尿路感染症 尿 女 93 － － CTX-M-9 group
5 Klebsiella pneumoniae 肺炎 喀痰 男 62 SMA blaIMP-1 －
6 Enterobacter cloacae 尿路感染症・肺炎 喀痰 女 90 APB＊＊ － EBC型
7 Enterobacter aerogenes 敗血症 血液 男 57 APB＊＊ － －
8 Enterobacter aerogenes 尿路感染症 尿 男 68 APB＊＊ － －
9 Enterobacter cloacae 肺炎 喀痰 女 80 APB＊＊ － EBC型
10 Serratia marcescens 尿路感染症 尿 女 90 APB＊＊ － －
11 Enterobacter cloacae 腹膜炎 腹水 男 72 APB＊＊ － －
12 Klebsiella pneumoniae 肺炎・菌血症 血液 男 71 SMA blaIMP-1 SHV型
13 Enterobacter cloacae complex 敗血症・胆管炎 胆汁 男 73 SMA, APB＊＊ blaIMP-1 EBC型
14 Escherichia coli 尿路感染症 尿 女 87 APB＊＊ － TEM型, CIT型
15 Enterobacter cloacae その他 膿 男 87 APB＊＊ － －

＊ディスク法により陽性と判定したものについてその阻害剤名を記載
＊＊セフェム系薬剤にて阻止円が拡張
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1　はじめに

　当センターでは，1981年より開始された感染症発生
動向調査事業において，インフルエンザの患者数調査の
ほか，病原体検査としてインフルエンザ（インフルエン
ザ様疾患を含む）患者（以下，インフルエンザ患者等）
からのインフルエンザウイルスの遺伝子検出，分離・同
定等の検査を実施している。また，そこで得られた結果
は県ホームページでの公表や，県内関係機関および国立
感染症研究所（以下，感染研）に報告するとともに，分
離したウイルスの一部は，ワクチン開発，研究等に供す
るため感染研へ提供している。
　本報では，2017/18シーズン（以下，今シーズン）の
石川県（以下，本県）におけるインフルエンザの流行状
況と検出および分離されたウイルスの性状解析結果等に
ついて報告する。なお，本報ではシーズンの区切りを感
染研にあわせ，例年と同様第36週から翌年の35週まで
とした。

2　材料と方法

　2・1　患者発生状況
　（1）集団かぜ患者発生状況
　県健康推進課が実施している学校などを対象とした「イ
ンフルエンザ様疾患発生報告」により，インフルエンザ
様疾患による欠席等で学級閉鎖等の措置をとった施設数
および患者数を把握した。
　（2）インフルエンザ患者発生状況
　感染症発生動向調査事業に基づく県内48か所（小児
科29か所，内科19か所）のインフルエンザ定点医療機
関（以下，定点）におけるインフルエンザ患者報告数に
より把握した。
　2・2　ウイルス検査
　（1）検体の採取
　感染症発生動向調査事業に基づく県内 5カ所（小児科
3カ所，内科 2カ所）のインフルエンザ病原体定点医療
機関（以下，病原体定点）を受診したインフルエンザ患
者等から採取された咽頭ぬぐい液または鼻腔ぬぐい液の

 〔資　料〕

石川県におけるインフルエンザの流行状況
－2017/18シーズン－

石川県保健環境センター　健康・食品安全科学部　 
成 相　絵 里・中 澤　柾 哉・児 玉　洋 江

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 倉 本　早 苗　　　　　　　　　　　　　　

〔和文要旨〕

　2017/18シーズンの集団かぜ発生施設数および患者数は，いずれも過去 5シーズンと比較して 3番

目に少なかったが，感染症発生動向調査事業のインフルエンザ累積患者報告数は昨シーズンに次いで

多かった。また，病原体定点から提出された127検体について，インフルエンザウイルス遺伝子検査

を実施した結果，AH1pdm09亜型が41検体，AH3亜型が28検体，B型山形が44検体から検出され，

分離培養検査ではAH1pdm09亜型が36株，AH3亜型が24株，B型山形が39株分離された。このう

ちの一部についてHA遺伝子を解析した結果，国内の同シーズン流行株と類似した株であった。また，

分離したAH1pdm09亜型にH275Y変異を有する株はなかった。

キーワード：インフルエンザウイルス

　Prevalence of Influenza in Ishikawa Prefecture during the 2017-18 season.  by NARIAI Eri, 
NAKAZAWA Masaya, KODAMA Hiroe and KURAMOTO Sanae (Health and Food Safety Department, 
Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and Environmental Science)

　Key words : Infl uenza virus
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計127検体を検査対象とした。
　なお，検体は2017年第37週（ 9 月11日～17日）か
ら2018年第35週（ 8月27日～ 9月 2日）までの間に採
取された。また，検体は，原則，感染症発生動向調査事
業におけるインフルエンザ患者報告数が定点あたり1.0
を超えてから，1.0を下回るまで（以下，流行期）は 1
機関あたり週 1検体以上，それ以外の期間（非流行期）
は 1機関あたり月 1検体以上採取することとなっており，
今シーズンは2017年第46週から2018年21週までが流
行期であった。
　（2）検査方法
　ア　インフルエンザウイルスの遺伝子検出および同定
　インフルエンザウイルスの遺伝子検出および同定は，
TaqMan Probeを用いたリアルタイムRT-PCR法によ
り，A型ウイルスのM遺伝子および亜型（A（H1N1）
pdm09ウイルス（以下，AH1pdm09亜型），A（H3N2）
ウイルス（以下，AH3亜型）ならびにB型ウイルス 2
系統（山形系統ウイルス（以下，B型山形），ビクトリ
ア系統ウイルス（以下，B型ビクトリア））の赤血球凝
集素遺伝子（以下，HA遺伝子）の同時検出により行った。
　 リ ア ル タ イ ム RT-PCR 法 は 7500Fast（Life 
Technologies社製）を使用し，インフルエンザ診断マニュ
アル（第 3版）（以下，診断マニュアル） 1） に従い実施した。
なお，RNAの抽出にはQIAamp Viral RNA Mini Kit
（QIAGEN社製）を用いた。
　イ　インフルエンザウイルスの分離および同定
　インフルエンザウイルスの分離培養検査は，トリプシ
ン添加MDCK細胞を用いて実施した。分離ウイルスの
型・亜型別の同定は，培養上清の赤血球凝集価（以下，
HA価）（0.75%モルモット赤血球使用）が 8以上の検体
について，それを抗原として，感染研より分与された今
シーズンのインフルエンザウイルス同定用キット（以下，
同定用キット）の抗血清との赤血球凝集抑制（以下，
HI）試験によった。
　なお，同定用キットに含まれる株は，今シーズンのワ
クチン株であるA/Singapore/GP1908/2015（IVR-180）
（AH1pdm09亜型），A/Hong Kong/4801/2014（X-263）
（AH3亜型），B/Phuket/3073/2013（B型山形），B/
Texas/2/2013（B型ビクトリア）の計 4株であり，抗血
清は上記各ワクチン株に対するウサギ免疫血清である。
　また，AH3亜型については，近年の流行株の多くは
HA価が低くHI試験が困難である 2） ことから，培養上清
のHA価が 8未満の分離ウイルスについては，増殖確認
および型・亜型別の同定は，全てアと同様にインフルエ
ンザウイルスの遺伝子検出法により行った。
　ウ　HA遺伝子部分塩基配列の解析
　各亜型ウイルスが分離された検体の一部を無作為に抽

出し，診断マニュアルに従いインフルエンザウイルス分
離株のHA遺伝子領域の塩基配列について解析を行っ
た。すなわち，RT-PCR法により分離株のHA遺伝子全
長を増幅し，ダイレクトシークエンス法により塩基配列
を決定し，Molecular Evolutionary Genetics Analysis 
（MEGA） 6を用い，近隣結合法（neighbor-joining method）
により系統樹解析を実施した。なお，解析に用いた株の
塩基配列情報は，The Global Initiative on Sharing All 
Infl uenza Data（http://platform.gisaid.org）から入手
した。
　エ　薬剤耐性インフルエンザウイルスの検索
　感染研による抗インフルエンザ薬耐性株サーベイラン
ス事業に基づき，分離した全てのAH1pdm09亜型につ
いて薬剤耐性遺伝子の検索を実施した。すなわち，2種
類の異なる蛍光色素（FAM；耐性株Y275，VIC；感受
性株H275）で標識されたTaqMan Probeを用いたリア
ルタイムRT-PCR法を行い，Allele Discrimination解
析によるノイラミニダーゼ遺伝子のH275Y変異の検出
を行った。

3　結果および考察

　3・1　患者発生状況
　（1）集団かぜ患者発生状況
　今シーズンの集団かぜの初発は2017年11月14日（第
46週）に報告のあった 1施設，17人であった。その後，
2018年第 5 週（ 1 月28日～ 2 月 3 日）の37施設，728
人をピークとし，第16週（ 4月15日～ 4月21日）まで
発生は続いた（図 1）。なお，初発の報告日は，過去 5
シーズンと比較して最も早く 3）-7），2016/17シーズン（以
下，昨シーズン）とほぼ同時期であった 3）。最終的に今
シーズンの集団かぜ発生施設数および患者数の合計は
138施設，2,362人となり，発生施設数，患者数ともに 6
シーズン中 3番目に少なかった。

　（2）インフルエンザ患者発生状況
　感染症発生動向調査事業における定点あたりのインフ
ルエンザ患者報告数は，2017年第46週（11月13日～
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19日）に流行開始の目安となる1.0を超え，2018年第 5
週（ 1月28日～ 2 月 3 日）をピーク（定点あたり患者
報告数50.5）に，その後減少した（図 2）。なお，今シー
ズンの流行開始時期は，集団かぜ発生状況と同様に，過
去 5シーズンでは昨シーズンと並び最も早かった 3）-7）。
　また，今シーズンの累積患者報告数は16,872人であり，
過去 5シーズンと比較した結果，昨シーズンに次いで多
かった。

　3・2　ウイルス検査
　（1）遺伝子検出結果
　各病原体定点から提出された127検体についてインフ
ルエンザウイルス遺伝子検査を実施した結果，112検体
（88.2%）からインフルエンザウイルス遺伝子が検出さ
れた。検出されたウイルスの型および亜型別の検体数（割
合）は，AH1pdm09亜型が41検体（36.6%），AH3亜
型が28検体（25.0%），B型山形が44検体（39.3%）で
あり，AH1pdm09亜型とB型山形の両方が検出された
検体が 1検体あった。B型ビクトリアは検出されなかっ
た。
　B型ウイルスについては，本県ではB型ビクトリアが
全く検出されずB型山形のみであったが，全国的にはわ
ずかではあるがB型ビクトリアも検出されていた 2）。
　検体提出週別に検出状況をみると，AH3亜型は2017
年第37週（ 9月11日～17日）に提出された 2検体から
検出されて以降2018年第23週（ 6月 4日～10日）まで
検出が続いた（図 3）。一方，AH1pdm09亜型は2017年
第46週（11月13日～11月19日）から2018年第 4週（ 1
月22日～28日）までの間に，集中して検出された（図 3）。
　B型は2017年第46週（11月13日～19日）からB型
山形が検出され，2018年第15週（ 4月 9 日～15日）ま
で検出が続いた（図 3）。
　2012/13シーズン以降はAH1pdm09亜型とAH3亜型
が交互に主流となっていたが 3）-7），今シーズンは時期に
より検出割合は異なるもののAH1pdm09亜型，AH3亜
型，B型山形が同時に流行していた。シーズン全体では，
B型山形が最多となり，全国と同様の流行状況 2） であっ

た。
　例年はA型ウイルスが先行して流行し，遅れてB型ウ
イルスが流行する傾向であるが，今シーズンは全国と同
様に混合流行であった 2）。
　インフルエンザウイルス遺伝子が検出されなかった
15検体については，非流行期にも検体を収集している
ことから，呼吸器感染症起因ウイルスであるアデノウイ
ルス，RSウイルス，エンテロウイルス，ヒトコロナウ
イルス，ヒトパレコウイルス，ヒトメタニューモウイル
ス，ヒトボカウイルス，パラインフルエンザウイルス，
C型インフルエンザウイルスについて遺伝子検査を実施
した。その結果，15検体中，エンテロウイルスの 1つ
であるライノウイルス遺伝子が 6検体から，同じくエン
テロウイルスの 1つであるエコーウイルスが 1検体から，
パラインフルエンザウイルスが 3検体から，ヒトパレコ
ウイルス遺伝子が 2検体から，アデノウイルス遺伝子，
ヒトコロナウイルス遺伝子，ヒトメタニューモウイルス
遺伝子がそれぞれ 1検体から検出された。なお，1検体
から複数のウイルス遺伝子が検出された検体は 4検体
あった。4検体はいずれのウイルス遺伝子も検出されな
かった。
　（2）分離および型別結果
　127検体について分離培養検査を実施した結果，98検
体（77.2%）から99株のインフルエンザウイルスが分離
された。遺伝子検出法においてAH1pdm09亜型とB型
山形の両方が検出された 1検体については，通常のウイ
ルス分離検査方法ではB型山形が分離されたため，同定
用キットのB型山形の抗血清を前処理に用いてウイルス
分離を試みたところ，AH1pdm09亜型が分離された。
　分離されたウイルスの型および亜型別の株数は，
AH1pdm09亜 型 が 36株（36.4%），AH3亜 型 が 24株
（24.2%），B型山形が39株（39.4%）であった。なお，
分離したAH3亜型のうち，赤血球凝集活性が低く，HI
試験が実施できなかった 4株については，培養上清の遺
伝子検出法により亜型鑑別を行った。
　分離されたウイルスの同定用キットの抗血清に対する
HI価は，AH1pdm09亜型が2,560～10,240（ホモ価1,280），
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図 2　感染症発生動向調査事業におけるインフルエンザ患者
発生状況（2012/13～2017/18シーズン）
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B型山形が160～640（ホモ価160）であった。
　一方，分離されたAH3亜型のうち，HA価が 8以上
でありHI試験が実施できた20株の抗血清に対するHI
価は80～1,240（ホモ価5,120）であり，ホモ価と大き
く乖離しているものが多かった（表 1 ）。

　感染研では，国内で分離されたインフルエンザウイル
スの一部について，フェレット感染血清を用いたHI試
験により詳細な抗原性解析を実施している 2）。しかし，
最近のAH3亜型は，MDCK細胞を用いて分離増殖させ
ると，ノイラミニダーゼに特異的な変異が誘導され，赤
血球凝集活性を示すようになりHI試験による詳細な抗
原性解析が困難となることから，感染研ではAH3亜型
のみ抗原性解析には中和試験を用いている 2）。
　今シーズンは，本県で分離された 6株（AH1pdm09
亜型 2 株，AH3亜型 2 株，B型山形 2株）を感染研へ
送付し，国内の他の地域で分離された株と合わせて解析
が行われた。その結果，今シーズンの国内流行株は
AH1pdm09亜型，B型山形，B型ビクトリアのほとんど
がワクチン株と抗原性が類似しており，AH3亜型は約
半数がワクチン株と抗原的に類似していたことが報告さ
れている 2）。AH3亜型は本県のHI試験結果とは異なっ
ていたが，これは，前述のノイラミニダーゼに特異的な
変異が誘導された影響によるものと考えられた。
　（3）HA遺伝子部分塩基配列の解析
　分離されたインフルエンザウイルス99株のうち，14
株（AH1pdm09亜型；3株，AH3亜型；7株，B型山形；
4株）について，インフルエンザウイルスHA遺伝子の
塩基配列を決定し，系統樹解析を行った。
　解析の結果，AH1pdm09亜型 3株はいずれもK163Q，
A256Tのアミノ酸置換を有するクレード6Bに属し，さ
らにその中のサブクレード6B.1（共通アミノ酸置換：
S84N，S162N，I216T）に属していた（図 4）。
　AH3亜型 7株はいずれもクレード3Cに属しており，
さらにその中のサブクレード3C.2a（L3I，N144S，
F159Y，K160T，Q311H，D489N）に属していた。こ
のうち，4株は，3C.2a内のサブクレード3C.2a1（N121K，
N171K，I406V，G484E）に属した。残りの 3株は3C.2a
内のサブクレード3C.2a2（T131K，R142K，R261Q）
に属していた（図 5）。

　B型山形 4株は全て，S150I，N165Y，N202S，S229D
のアミノ酸置換を有する今シーズンのワクチン株である
B/Phuket/3073/2013と同じクレード 3に属し，さらに
N116K，K298E，E312Kのアミノ酸置換を有していた（図
6）。

　AH1pdm09亜型，AH3亜型，B型山形の株はいずれ
も昨シーズンと同じクレードに属した 3）。今シーズンは，
昨シーズンと比べて流行の状況は変わったが，分離され
たウイルスのHA遺伝子系統樹には大きな変化はなかっ

表 1　分離ウイルスのHI試験結果
AH1pdm09亜型（n=36) AH3亜型（n=20) B型山形系統（n=39)

抗血清 A/Singapore/GP1908/2015 A/Hong Kong/4801/2014 B/Phuket/3073/2013
（ホモ価） （1,280） （5,120） （160）

HI価

10,240 6株（16.7%） 1,280 7株（35.0%） 640 9株（23.1%）
5,120 19株（52.7%） 640 4株（20.0%） 320 19株（48.7%）

2,560 11株（30.6%） 320 1株（ 5.0%） 160 11株（28.2%）
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80 2株（10.0%）
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図 4　AH1pdm09ウイルス HA遺伝子分子系統樹
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た。また，今回我々が解析した株はいずれも，今シーズ
ン国内で流行した株 2） と同じクレードに属しており，類
似していた。
　（4）薬剤耐性インフルエンザウイルスの検索
　分離したAH1pdm09亜型36株について，H275Y変
異を検索した結果，H275Y変異を有する株は検出され
なかった。一方，全国では，H275Y変異を有する
AH1pdm09亜型が24株（1.6%）報告されている 8） こと
から，今後も継続的な薬剤耐性インフルエンザウイルス
のモニタリングが必要であると考える。

4　ま と め

（1）今シーズンの本県における集団かぜ患者発生状況お
よび感染症発生動向調査事業におけるインフルエンザ
患者発生状況を過去 5シーズンと比較した結果，いず
れも流行開始時期は昨シーズンと同時期で最も早かっ
た。その累積患者報告数は，集団かぜでは 3番目に少
なかったが，感染症発生動向調査では昨シーズンに次
いで多かった。

（2）今シーズンの本県における亜型別の流行状況は，混
合流行となり，A型ウイルスはAH1pdm09亜型と
AH3亜型の検出割合にあまり差がなく，B型ウイル
スについてはB型山形のみが検出された。

（3）HA遺伝子を解析した結果，AH1pdm09亜型はク
レード6B.1に，AH3亜型はクレード3C.2a，B型山形
はクレード 3に属し，いずれも国内で流行していたウ
イルスに類似していた。また，分離したAH1pdm09

亜型にH275Y変異を有する株はなかった。
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1　はじめに

　ノロウイルスは主に冬季における感染性胃腸炎や集団
食中毒の原因となるウイルスであり，その種類は動物の
ノロウイルスを含めGI～GVの遺伝子群に分けられて
いる。このうちヒトに感染するノロウイルスは大部分が
GIやGIIであるが，遺伝学的に多様であり，少なくとも
GIには 9，GIIには22の遺伝子型が存在する 1）。
　我々は，ノロウイルスの検査において検体中のウイル
スの有無を迅速に判定するとともに，検出されたノロウ
イルスについては，遺伝子解析を行い検出ウイルスの遺
伝子型を明らかにし，地域におけるノロウイルスの流行
や遺伝子型の動向の把握を行ってきた 2）-4）。
　2017/18シーズン（以下，今シーズン）のノロウイル
スの遺伝子解析の結果，主に流行した遺伝子型に関する
知見を得たので，本報ではこれについて報告する。

2　材料と方法

　2・1　対　象
　（1）集団事例
　今シーズン（2017年第36週（ 9月）～2018年第35週（ 8
月））に石川県（以下，本県）で発生した感染性胃腸炎
の集団事例（食中毒および感染症）のうち，当センター

にて糞便からリアルタイムPCR法 5） によりノロウイルス
遺伝子が検出された患者あるいは調理従事者等（無症状）
の糞便40検体（13事例，事例あたり 1～10検体）を対
象とし，ウイルス遺伝子解析を実施した。
　（2）小児散発事例
　（1）と同期間に感染症発生動向調査事業における小児
科病原体定点医療機関を受診した感染性胃腸炎患者から
採取された糞便のうち，蛍光RT-マルチプレックス
PCR法 6） によりノロウイルス遺伝子が検出された患者 5
人（ 0～ 3歳）の糞便 5検体を対象にウイルス遺伝子解
析を実施した。
　2・2　ウイルス遺伝子解析の方法
　検体をPBS（‒）で10％乳剤とし，RNA抽出はQIAamp 
Viral RNA Miniキット（Qiagen社製）を用いて行った。
逆転写反応はPrimeScript®RT reagent Kit （Perfect 
Real Time）（タカラバイオ社製），プライマーはカプシ
ド領域を検出するG1-SKF/G1-SKRとG2-SKF/G2-SKR
を用いてRT-PCR法 5） を実施した。電気泳動で目的の大
きさのバンドが確認された検体についてダイレクトシー
クエンスによりカプシド領域約300bpの塩基配列を決定
し，ノロウイルス遺伝子型分類ツール（http://www.
rivm.nl/mpf/norovirus/typingtool）を用いて遺伝子型
を決定した。また，遺伝子解析ソフトウェアMEGA6を

 〔資　料〕

石川県で検出されたノロウイルスの遺伝子型
－2017/18シーズン－

石川県保健環境センター　健康・食品安全科学部　 
成 相　絵 里・中 澤　柾 哉・児 玉　洋 江

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 倉 本　早 苗　　　　　　　　　　　　　　

〔和文要旨〕

　2017/18シーズンに石川県で発生した感染性胃腸炎の集団事例および小児散発事例でノロウイルス

遺伝子が検出された45検体についてカプシド領域の塩基配列による遺伝子解析を行った。その結果，

集団事例ではGII.17の検出割合が約 5割と最も多く，次いでGII.2が多かった。一方，小児散発事例

では様々な遺伝子型が検出された。

キーワード：ノロウイルス，遺伝子型，感染性胃腸炎，GII.2，GII.17

　Genotype of Norovirus Detected in the Stool Specimens in Ishikawa Prefecture during the 2017-18 
Season.  by NARIAI Eri, NAKAZAWA Masaya, KODAMA Hiroe and KURAMOTO Sanae (Health and 
Food Safety Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and Environmental Science)

　Key words : Norovirus, Genotype, Infectious Gastroenteritis, GII.2, GII.17



第 55 号（2018） ― 53 ―

用いて近隣結合法により系統樹解析を行った。

3　成　　績

　3・1　集団事例について
　13事例の40検体について，検出された遺伝子型とそ
の検体数を事例ごとに表 1 に示した。今シーズンは
2017年中には事例がなく，すべて2018年の事例であっ
た。事例別にみると 6事例（事例番号 2，3，4，6，7，
8）からGII.17が，3 事例（事例番号 9，10，13）から
GII.2が，2 事例（事例番号 1，12）からGI.3が検出さ
れた。また，事例番号 5ではGII.4が，事例番号 8では
GI.7が，事例番号11ではGI.2が，検出された。事例番
号 8は複数の遺伝子型が検出された事例であった。表中
のGII型不明の 3検体はリアルタイムPCR法ではGII陽
性と判定できたが，ダイレクトシークエンスによる遺伝
子型別が不能であった。

　遺伝子群別にみると，GIが検出された事例は30.8%（ 4
事例/13事例），GIIが検出された事例は76.9%（10事例
/13事例）であった。また，検出された遺伝子型の割合は，
GII.17が46.2％（ 6 事例/13事例），GII.2が23.1％（ 3
事例/13事例），GI.3が15.4％（ 2 事例/13事例），GI.2，
GI.7およびGII.4がそれぞれ7.7％（ 1 事例/13事例）で
あった。なお，検出されたGII.17（ 6 事例の15検体）
は系統樹解析の結果，すべて2014/15シーズンから
2015/16シーズンに本県も含め全国で流行したHu/GII.
P17-GII.17/Kawasaki323/2014/JP（Kawasaki323株）
類似株 7） であった（図 1）。また，GII.2（ 3 事例の 9検体）
は，2016/17シーズン（以下，前シーズン）に本県も含
め川崎市 8） や愛知県 9） など全国で検出されRNA依存性
RNAポリメラーゼ（RdRp）領域がGII.P16に分類され
たGII.P16-GII.2株に類似していた（図 1）。
　3・2　小児散発事例について
　集団事例と同様に，ノロウイルス遺伝子が検出された

5検体はすべて2018年に採取された検体であった。こ
の 5検体については，遺伝子型がすべて異なっており，
GII.4，GII.3，GII.17，GII.7，GI.3が検出された（表 2）。
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NLV/M7/1999/US AY130761 GII.14

Amsterdam AF195848 GII.8
VA97207/97 AY038599 GII.9

YURI/JP AB083780 GII.22
Hillingdon/90/UK AJ277607 GII.5
Erfurt/546/00/DE AF427118 GII.10

Melshan X81879 GII.2
Hiroshimacity6 2014 LC145806 GII.2

Hiroshimacity1 2012 JP LC145795 GII.2
Ehime2 2012 LC145797 GII.2

Kawasaki121 LC215415 GII.P16-GII.2
2017/AichiF305 LC325831 GII.P16-GII.2

9 GII.2
10 GII.2
13 GII.2

Hawaii U07611 GII.1
HU/NLV/Wortley/90/UK AJ277618 GII.12

Hu/NoV/Tiffin/1999/USA AY502010 GII.16
IF1998/2003/IR AY675554 GII.21
Fayetteville/1998/US AY113106 GII.13
Hu/NoV/CS-E1/2002/USA AY502009 GII.17

2 GII.17
7 GII.17

Hu/GII.P17-GII.17/Kawasaki323/2014/JP AB983218 GII.P17-GII.17
3 GII.17
4 GII.17
6 GII.17
8 GII.17

SwNoV/OHQW101/2003/US AY823304 GII.18
SwNoV/Sw918/97/JP AB074893 GII.11

SwNoV/OHQW170/2003/US AY823306 GII.19
M87661Norwalk GI.1

図 1　集団事例ノロウイルスGII系統樹（カプシド領域）

表 1　ノロウイルス遺伝子解析結果（集団事例）
事例番号 発生年月日 発生・原因施設 遺伝子型（ ）＊

1 2018.1.13 旅館 GI.3（4）
2 2.15 旅館 GII.17（1）
3 2.16 飲食店 GII.17（1）
4 2.16 飲食店 GII.17（1）
5 2.17 飲食店 GII.4（1）
6 2.21 飲食店 GII.17（10）
7 2.23 飲食店 GII.17（1）

8 3. 4 飲食店 GI.7（1）, GII.17（1）
GI.7＆GII型不明（1）

9 5. 3 旅館 GII.2（2）
10 5.12 旅館 GII.2（6）, GII型不明（2）
11 5.19 飲食店 GI.2（3）
12 5.21 飲食店 GI.3（4）
13 7.14 不明 GII.2（1）
計 （検体数；40）

＊検出された遺伝子型と，（ ）は検体数

NewOrleans 2009 GU445325 GII.4
Yerseke 2006a EF126963 GII.4
Farmington Hills 2002 AY485642 GII.4
US95 96 AJ004864 GII.4

Hunter 2004 AY883096 GII.4
Den Haag 2006b EF126965 GII.4

Asia 2003 AB220921 GII.4
Sydney 2012 JX459908 GII.4

1 GII.4
Bristol X76716 GII.4

Luckenwalde591/2002/DEs EU373815 GII.20
Seacroft/90/UK AJ277620 GII.6

Tronto U02030 GII.3

2 GII.3
Hiroshimacity6 2014 LC145806 GII.2

Hiroshimacity1 2012 JP LC145795 GII.2
Ehime2 2012 LC145797 GII.2

2017/AichiF305 LC325831 GII.P16-GII.2
Kawasaki121 LC215415 GII.P16-GII.2
Melshan X81879 GII.2

Erfurt/546/00/DE AF427118 GII.10
Hillingdon/90/UK AJ277607 GII.5

HU/NLV/Wortley/90/UK AJ277618 GII.12
Hawaii U07611 GII.1

Hu/NoV/Tiffin/1999/USA AY502010 GII.16
IF1998/2003/IR AY675554 GII.21
Fayetteville/1998/US AY113106 GII.13
Hu/NoV/CS-E1/2002/USA AY502009 GII.17
Hu/GII.P17-GII.17/Kawasaki323/2014/JP AB983218 GII.P17-GII.17

3 GII.17
YURI/JP AB083780 GII.22

NLV/M7/1999/US AY130761 GII.14
NLV/J23/1999/US AY130762 GII.15

4 GII.7
Leeds/90/UK AJ277608 GII.7

SwNoV/OHQW101/2003/US AY823304 GII.18
SwNoV/Sw918/97/JP AB074893 GII.11

SwNoV/OHQW170/2003/US AY823306 GII.19
Amsterdam AF195848 GII.8
VA97207/97 AY038599 GII.9

M87661Norwalk GI.1

図 2　小児散発事例ノロウイルスGII系統樹（カプシド領域）
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GII.17は集団事例と同様にHu/GII.P17-GII.17/Kawasaki
323/2014/JP（Kawasaki323株）類似株であった（図 2）。

4　考　　察

　今シーズンにノロウイルス遺伝子が検出された事例に
ついて，カプシド領域の遺伝子を解析した結果，集団事
例ではGII.17が46.2％と最多であり，前シーズンの約
17％（ 2事例/12事例） 2） より大きく増加し，2015/16シー
ズン以来 2シーズンぶりに 3） 主要な遺伝子型となった。
また，系統樹解析の結果，Hu/GII.P17-GII.17/Kawasaki
323/2014/JP（Kawasaki323株）類似株であった。集
団事例でGII.17が検出された割合は，2014/15シーズン
が約22％（ 2 事例 / 9 事例） 4），2015/16シーズンが約
38％（ 5事例/13事例） 3），前シーズンが約17％，今シー
ズンが約46%であり，いずれのシーズンも検出された
GII.17は全て，Hu/GII.P17-GII.17/Kawasaki323/2014/
JP（Kawasaki323株）類似株であったことから，依然
として，2014/15シーズンからの全国的なGII.17の流
行 7） の影響が残っていると考えられた。前シーズンに最
多であったGII.2は，今シーズンは最多ではないものの
23.1％とGII.17に次いで多かった。一方，小児散発事例
では，今シーズンは検体数が少なく明確ではないが，遺
伝子型がすべて異なっており，小児においては，様々な
遺伝子型のウイルスが流行していたものと考えられた。

5　ま と め

　今シーズン，集団事例で検出された遺伝子型は，2シー
ズンぶりにGII.17が最多となり，次いでGII.2が多かった。
一方，小児散発事例では様々な遺伝子型が検出された。

このように，シーズンにより主要な遺伝子型が入れ替わ
るなど，流行する遺伝子型がシーズン毎に変化すること
から，今後も継続してノロウイルス遺伝子の詳細な解析
を行い，地域におけるノロウイルスの流行や遺伝子型の
動向に注目したい。

文　　　献

1 ）国立感染症研究所：ノロウイルスの流行2010/11～
2013/14シーズン，病原微生物検出情報月報，35（7），
161-163（2014）
2 ）中澤柾哉，成相絵里，児玉洋江，倉本早苗：石川県
で検出されたノロウイルスの遺伝子型－2016/17シー
ズン－，石川県保健環境センター研究報告書，54，
83-85（2017）
3 ）成相絵里，児玉洋江，崎川曜子：石川県で検出され
たノロウイルスの遺伝子型－2015/2016シーズン－，
石川県保健環境センター研究報告書，53，40-43（2016）
4 ）成相絵里，児玉洋江，崎川曜子：石川県で検出され
たノロウイルスの遺伝子型－2014/2015シーズン－，
石川県保健環境センター研究報告書，52，59-61（2015）
5 ）厚生労働省通知「ノロウイルスの検出法について（平
成15年11月 5 日食安監発第1105001号）（最終改正　
平成25年10月22日食安監発第1022第 1 号）」
6）成相絵里，児玉洋江，崎川曜子：蛍光RT-マルチ
プレックスPCR法を利用した胃腸炎ウイルス検出法
の検討，石川県保健環境センター研究報告書，53，
1-7（2016）
7 ）松島勇紀:新規遺伝子型ノロウイルスGII.P17-GII.17
の流行，病原微生物検出情報月報，36（9），175-178
（2015）
8 ）松島勇紀：茨城県と川崎市における2016/17シーズ
ンに検出されたヒトノロウイルスGII.P16-GII.2の分
子疫学，病原微生物検出情報月報，38（1)，19-20（2017)
9 ）MAMI Ha t a ,  e t  a l . :  Emergen c e o f  New 
Recombinant Noroviruses GII.P16-GII.2 and GII.
P16-GII.4 in Aichi, Japan, during the 2016/17 
Season, J. Infect. Dis., 71(4), 319‒322 (2018)

表 2　ノロウイルス遺伝子解析結果（小児散発事例）

検体番号 検体採取日 年齢（歳） 遺伝子型

1 2018. 1.  5 1 GII.4
2 1. 17 3 GII.3
3 3. 26 0 GII.17
4 4. 27 0 GII.7
5 7.  6 0 GI.3
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1　はじめに

　「大気汚染防止法第22条の規定に基づく大気の汚染の
状況の常時監視に関する事務の処理基準について」が平
成22年 3 月31日に一部改定され 1），微小粒子状物質（以
下，「PM2.5」という。）の成分分析を実施することが定
められた。これを契機に，本県では，平成24年度より
常時監視局の松任局，平成25年度より同じく輪島局に
おいて成分分析を開始した。
　環境省の「微小粒子状物質（PM2.5）の成分分析ガイ
ドライン」 2） （以下，「ガイドライン」という。）では，試
料捕集期間は春夏秋冬の４季節において各季２週間程度
の調査を実施することとしており，また，試料の捕集時
間は24± 1 時間を基本としていることから，予備日，二
重測定と合わせると捕集日数は各季20日，試料数は20
件と考えられた。そこで本県は，試料の捕集装置として，
最長 2週間分の試料を捕集可能なThermo社製（東京ダ
イレック㈱取扱）2025-iD及び2025-i（以下，「捕集装置」
という。）を導入した。

　当該捕集装置の特徴は，24時間毎に試料捕集フィル
タ交換を自動で行う機能であり，これにより石川県保健
環境センター（以下，「当センター」という。）から離れ
た場所での試料の連続捕集を可能にすることとしていた
が，実際には，捕集装置内にあるフィルタ自動交換部の
調整具合などが原因で，フィルタ交換が停止し，試料の
捕集が期間途中で行われない事象が頻発した。
　このような事象の発生は，例えば，担当者の 1週間に
1度の巡回直後にフィルタ交換が停止し，次回の巡回ま
での間試料捕集が行われないなど，ガイドラインに沿っ
た試料採取をしばしば困難なものとした。そこで，我々
は，装置が停止したときに速やかに復旧が行えるよう捕
集装置の稼働状況を遠隔で監視するという課題解決に着
手した。
　今回，我々は，大気汚染常時監視システム 3） 4） （以下，
「監視システム」という。）に接続した方法と，捕集装置
がネットワーク化対応であることに着目し，捕集装置を
パーソナルコンピューター（以下，「PC」という。）な
どに接続した方法により，捕集装置の稼働状況を遠隔監

 〔資　料〕

微小粒子状物質捕集装置の遠隔監視について

石川県保健環境センター　環境科学部　 
牧 野　雅 英・河 本　公 威・野 口　邦 雅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 初 瀬　　 裕
石川県生活環境部　廃棄物対策課　　　 橋 場　久 雄

〔和文要旨〕

　微小粒子状物質捕集装置の稼働中，装置内のフィルタ自動交換の不具合等により，装置の停止が頻

発したことから，遠隔監視等による装置の稼働状況の把握が必要となった。

　そこで我々は，常時監視局では，大気汚染常時監視システムに捕集装置を接続することで，また，

常時監視局以外の場所では，捕集装置のネットワーク化機能に着目し，捕集装置にパーソナルコン

ピューター（PC）及び携帯電話を接続した遠隔監視システムを新たに構築することで，捕集装置の

稼働状況の遠隔監視を行い，装置停止時の速やかな対応を可能とした。

キーワード：PM2.5捕集装置，遠隔監視，ネットワーク化，Python

　A Remote Monitoring System for the Operating Situations of PM2.5 Air Samplers.  by MAKINO 
Masahide, KAWAMOTO Tomotake, NOGUCHI Kunimasa and HATSHSE Yuh (Environmental 
Science Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and Environmental Science), 
HASHIBA Hisao (Waste Management Division, Living and Environment Department, Ishikawa 
Prefecture)

　Key words : PM2.5 air sampler, Remote Monitoring, Networking, Python
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視し，この課題を概ね解決したので，報告する。

2　方法及び結果

　2・1　監視システムによる捕集装置の遠隔監視
　ガイドラインによれば，捕集装置は基本的にPM2.5の
常時監視局に設置することとされており，本県では常時
監視局の松任局及び輪島局に捕集装置を設置した。常時
監視局には監視システムの子局が設置されていることか
ら，捕集装置と子局を接続し，監視システムを利用して
捕集装置の稼働状況を遠隔監視することを試みた。
　平成26年度末に，捕集装置取扱業者らの技術協力の
もと，監視システムを改良した。今回改良した内容は，
捕集装置と子局をアナログ接続し，捕集装置の状態情報
として，捕集装置から子局側に一定のアナログ電圧信号
を出力するように設定（停止時DC 0V，稼働時DC 1V）
し，監視システムがこの数値を認識出来るようにした。
これにより，当センターで捕集装置の稼働状況をリアル
タイムで遠隔監視できるようになった。装置自身が誤っ
た判断をするなどの誤作動はなく，子局が発する信号に
より捕集装置の正常／異常のリアルタイム監視が適正に
行われた。

　2・2　PCによる捕集装置の遠隔監視
　我々は調査研究の一環として，金沢大学能登大気観測
スーパーサイト（輪島市西二又）に捕集装置を移設，試
料を捕集した。しかし，当該サイトには監視システムの
子局を設置していないため，2・1の方法による捕集装
置の遠隔監視は従来不可能であった。
　捕集装置の説明書には，捕集装置のネットワーク接続
の方法として，捕集装置にPCをポート9881でTCP/IP
接続すれば装置は状態情報を一定間隔で出力するとの記
述があり 5），捕集装置の状態情報を表すフラグについて
の説明もあった 6）。そこでこれらに着目し，捕集装置の
稼働状況をメールで送信することとし，図 1のような
PCを用いた簡易な遠隔監視システムを考案した。PM2.5
捕集装置を常時監視局以外の観測地点にスタンドアロン
で設置する場合の対応であり，本県独自の遠隔監視シス

テムとなった。
　PCはRaspberry Pi 3 Model Bを使用した。このPC
は本体縦85.6mm横56.5mm重量45gの 1 つの基盤で構
成されているものであり 7），捕集装置内に設置可能な大
きさである。また，安価であり，USBなどの接続端子
を備え，LinuxなどのOSを搭載できる特徴がある。今
回，OSはLinux DebianベースであるRaspbian Jessie
バージョン8.0を使用した。通信端末（携帯電話）はLG
製のL-05Aを，通信プロバイダはソラコムを使用した。
PCと通信端末はUSBで接続し 8），PCと捕集装置はクロ
スLANケーブルで接続した。なお，捕集装置からの状
態情報の出力頻度は 2秒に設定した。
　遠隔監視システム稼働のためにリスト 1のプログラム
を作成した。言語はPythonバージョン3.4を使用した。
Pythonは汎用のプログラミング言語であり，プログラ
マがすぐに使えるような標準ライブラリが充実している
ため，プログラムを分かりやすく比較的少ない行数で書
くことが可能であり，またRaspbianに標準で付属され
ている。これらの理由により，Pythonを採用した。プ
ログラムの概要は，PCが捕集装置に接続，装置の状態
情報を得た後 9） 10），これを本文としたメールを担当者の

図 1　遠隔監視システムの概略図

#!/usr/bin/python

import telnetlib
from subprocess import call
from time import sleep
from email.mime.text import MIMEText
import smtplib

class send_status:
def myconnect():

host = " " # your machine's ip
myuntil = "¥n"
myexit = "exit" +"¥n"
myuntil = myuntil.encode(encoding='utf_8',errors='strict')
myexit = myexit.encode(encoding='utf_8',errors='strict')
try:

tn = telnetlib.Telnet(host,port=9881)
output = tn.read_until(myuntil)
tn.write(myexit)
myoutput= str(output)

except:
myoutput ='/////error/////'

return myoutput

def net_pon():
call(["sudo", "pon", " "])
sleep(10) #wait 10sec

def mymsg(fromadd, toadd, myoutput):
msg = MIMEText(myoutput)
msg['Subject'] = ' '
msg['From'] = fromadd
msg['To'] = ",".join(toadd)
return msg

def mysendmsg(fromadd, toadd, msg):
mysmtp = ' '
mypass = ' '
s = smtplib.SMTP(mysmtp, )
s.ehlo(mysmtp)
s.login(fromadd, mypass)
s.sendmail(fromadd, toadd, msg.as_string())
s.quit()

def net_poff():
call(["sudo", "poff", " "])

myoutput = myconnect()
net_pon()
fromadd = ' '
toadd = [' ',' ']
msg = mymsg(fromadd, toadd, myoutput)
mysendmsg(fromadd, toadd, msg)
net_poff()

リスト 1　遠隔監視システム用プログラム
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携帯電話等に送信するというものである 11） 12）。なお，リ
スト 1に記載したプログラムは，平成30年 2 月28日か
ら 3月16日までのPM2.5捕集期間に使用したものである。
プログラムをPCに保存し，Linuxの定時実行機能であ
るcronで 13），フィルタ交換10分前の 9時50分，フィル
タ交換10分後の10時10分及びフィルタ交換から 3時間
後の13時に，当該プログラムを実行するように設定した。
　その結果，設定した時刻に遠隔監視システムからリス
ト 2に示す内容のメールが送信され，担当者の携帯電話
で当該メールを受信することができた。下線部で示す数
値が捕集装置の状態を示すフラグである。フラグの 4桁
目の値が 1のときは捕集，2のときは待機，3のときは
停止など 6），捕集装置の稼働状況を示している。フラグ
を確認することで捕集装置の稼働状況を把握することが
できた。

　メールの送受信結果は表１のとおりであり，送受信率
は平成29年11月30日から12月15日までの期間は98％，
平成30年 2 月28日から 3 月16日までの期間は81％で
あった。3月の送受信率が12月の送受信率より低い原
因は不明であるが，メールを複数人あてに送信するなど
のプログラムの変更を実施したため，エラーが多く生じ

るようになったためと考えられた。しかしながら，当セ
ンターから車で約 2時間半の距離にある遠隔地に設置さ
れた捕集装置の稼働状況を監視することができた。
　当該遠隔監視システムについては，プログラミングし
たメールが送信されないことが時々発生する障害が残り，
また，停電時に動作できないなどの未解決な点があるた
め，今後さらなる改良が必要と考える。

3　ま と め

　環境省のガイドラインに沿ったPM2.5の捕集，測定を
行うに当たり，捕集装置の停止が頻発することから，捕
集装置の稼働状況をリアルタイムで把握することにより，
速やかな復旧のための一助とする目的でシステムを開発
し，その運用を開始した。
　常時監視局では，捕集装置を監視システムに接続し，
装置が出力した自らの正常運転を意味する一定の電圧信
号を，子局が数値化し発信するよう監視システムを改良
し，また，常時監視局以外の場所では，捕集装置にPC
及び携帯電話を接続することにより，捕集装置の稼働状
況を適宜把握してメールにて担当者の携帯電話等に送信
することとした。これらにより，捕集装置停止時の復旧
に要する時間を極力少なくすることが出来るようになっ
た。
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リスト 2　メールの例

表1　メールの送受信結果
平成29年11月30日～12月15日

11/30 12/1 12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 12/8 12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15
 9：50 － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
10：10 － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
13：00 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

 ○：44回，×：1回　→　送受信率98％

平成30年2月28日～3月16日
2/28 3/1 3/2 3/3 3/4 3/5 3/6 3/7 3/8 3/9 3/10 3/11 3/12 3/13 3/14 3/15 3/16

 9：50 － ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○
10：10 － ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○
13：00 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

 ○：39回，×：9回　→　送受信率81％

凡例）　○：メールを送受信　×：メールを送受信できず　－：捕集装置が作動していない
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1　はじめに

　本県では平成元年度より水質汚濁防止法（昭和45年
法律第138号）第16条第 1 項の規定に従い，毎年「石
川県水質測定計画」を作成し，概況調査，汚染井戸周辺
地区調査，定期モニタリング調査 1） を行い県内の地下水
の汚染状況を常時監視してきた。
　本報では，定期モニタリング調査において過去10年
間で揮発性有機塩素化合物の検出が確認された井戸にお
ける検出項目の濃度レベルの経年変化をとりまとめた。

2　調査方法

　2・1　調査地点
　「石川県水質測定計画」に従い，図 1に示した概況調
査図において県内を 4kmメッシュに区分し，さらにこ
のメッシュを 2kmメッシュに 4分割し，4分割された
区域を毎年順次変えて測定するローリング方式により調
査井戸を選定し，『概況調査』を実施している。その結果，
新たな汚染が発見された場合，『汚染井戸周辺地区調査』

を実施し，さらにそこで汚染が確認された井戸について
はその後汚染項目について『定期モニタリング調査』を
継続的に実施している。本報告では定期モニタリング調
査の井戸を調査の対象地点とする。
　2・2　調査項目
　表 1に年 2回実施されている定期モニタリング調査に
おいて平成20年度から平成29年度の10年間に検出が確
認された項目の検出状況を示す。検出項目は，クロロエ
チレン，ジクロロメタン，1,1-ジクロロエチレン，シス
-1,2-ジクロロエチレン，1,2-ジクロロエチレン，1,1,1-
トリクロロエタン，1,1,2-トリクロロエタン，トリクロ
ロエチレン，テトラクロロエチレンの 9項目であった。
なお，ジクロロメタンの検出は，メッシュ35-⑤及び
36-①の井戸であるが，採水所の室内汚染によるもので
あり地下水由来でないことが判明したため除外し，8項
目を検出項目とした。
　2・3　分析法
　試料の分析は「地下水の水質汚濁に係る環境基準」（平
成 9年 3月環境庁告示第10号）に準じた。分析機器は，

 〔資　料〕

石川県内における揮発性有機化合物による地下水汚染の
経年変化について（平成20～29年度）

石川県保健環境センター　環境科学部　 
岡田　真規子・川 畑　陵 介・吉 田　秀 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 野 口　邦 雅　　　　　　　　　　　　　　

〔和文要旨〕

　本県では水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第16条第 1項の規定に従い，毎年「石川県水

質測定計画」を作成し，地下水の定期モニタリング調査を行い，県内の地下水の汚染状況を常時監視

している。本稿はそのうち揮発性有機塩素化合物による汚染状況の平成20～29年度における経年変

化についてまとめたものである。1,1-ジクロロエチレン，シス-1,2-ジクロロエチレン，1,2-ジクロロ

エチレン，トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンの調査項目で環境基準値を超過して検出し

た井戸数には減少傾向がみられた。

キーワード：揮発性有機塩素化合物，メッシュ，経年変化，地下水汚染

　Time Trend of Groundwater Pollution by Volatile Chlorinated Organic Compounds (VOCs) during 
the last ten years in Ishikawa Prefecture.  by OKADA Makiko, KAWABATA Ryosuke, YOSHIDA 
Shuuichi and NOGUCHI Kunimasa (Environmental Science Department, Ishikawa Prefectural 
Institute of Public Health and Environmental Science)

　Key words : Volatile chlorinated organic compounds, Mesh, Time trend, Groundwater pollution
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GC/MS（Thermo Fisher Scientif ic 製 Finnigan 
PolarisQ）を，パージ・トラップ濃縮導入装置（AQUA 
PT 5000J）を用いた。
　2・4　数値の取扱い
　（1）報告下限値および環境基準値
　報告下限値および環境基準値は表 1に，地下水の水質
汚濁に係る環境基準の改正による項目名及び環境基準値
の変更等を表 2に示す。
　（2）有効数字等
　ア　有効数字を 2桁とし，3桁目以下を切り捨てる。
　イ　報告下限値の桁を下回る桁については切り捨てる。

3　調査結果

　図 2に調査項目が環境基準値を超過して検出したメッ
シュと環境基準値以下で検出したメッシュを示し，過去
10年間と過去 5年間の変化も比較した。クロロエチレン，
1,1,1-トリクロロエタン，1,1,2-トリクロロエタンの 3項
目は，過去10年間と過去 5年間で環境基準値を超過し
て検出した井戸を含むメッシュと環境基準値以下で検出
したメッシュに変化はみられなかった。
　図 3から図 9には，検出項目別に過去10年間に揮発
性有機塩素化合物の検出があった井戸別に検出値の経年
変化を示した。
　表 3に環境基準値超過井戸及び検出井戸の状況を過去

10年間と過去 5年間についてとりまとめた。
　シス-1,2-ジクロロエチレン及び1,2-ジクロロエチレ
ンについては，平成22年度より調査項目のシス-1,2-ジ
クロロエチレンが削除され1,2-ジクロロエチレンが追加
となったため，平成20年度と平成21年度にシス-1,2-ジ
クロロエチレンの検出値に0.02を加えた1,2-ジクロロエ
チレンの参考値を，平成22年度以降はシス-1,2-ジクロ
ロエチレンの検出値を参考値として加えて表示した。た
だし，いずれもトランス-1,2-ジクロロエチレンはで検
出下限値（0.002mg/L）未満で0.002mg/Lとして計算
した。
　筆者らの既報より 2），メッシュ14（14-①：1,1,1-トリ
クロロエタン，トリクロロエチレン）は1997年度から
水槽活性炭吸着処理，メッシュ14（14-②：1,1-ジクロ
ロエチレン，シス-1,2-ジクロロエチレン，1,2-ジクロ
ロエチレン，1,1,1-トリクロロエタン，トリクロロエチ
レン）は1998年度より簡易爆気等，メッシュ51（51-①：
シス-1,2-ジクロロエチレン）とメッシュ59（59-①：
クロロエチレン，1,1-ジクロロエチレン，シス-1,2-ジ
クロロエチレン，1,2-ジクロロエチレン，トリクロロエ
チレン）は1998年度より揚水処理等の浄化処理対策が
行われており，これらの対策の効果により汚染濃度に低
下傾向がみられる場合もある。
　3・1　クロロエチレン
　クロロエチレンの検出があるメッシュを図 2に，井戸
別の経年変化を図 3に示した。過去 8年間に検出があっ
た井戸は19，40，51-②，59-①でメッシュ別に各 1井
ずつの 4井であった。そのうち過去 8年間及び過去 5年
間に環境基準値（0.002mg/L）を超過して検出があった
井戸は19を除く 3井であった。
　3・2　1,1-ジクロロエチレン
　1,1-ジクロロエチレンの検出があるメッシュを図 2に，
井戸別の経年変化を図 4に示した。過去10年間に検出
があった井戸は14-②，16，51-③，59-①でメッシュ
別に各 1井ずつの 4井であった。そのうち環境基準値（平
成22年度より0.02mg/L→0.1mg/L）を超過して検出が
あった井戸は過去10年間に51-③の 1 井で，過去 5年
間にはなかった。
　3・3　シス-1,2-ジクロロエチレン及び1,2-ジクロロ
　　　　エチレン
　シス-1,2-ジクロロエチレン及び1,2-ジクロロエチレ
ンの検出があるメッシュを図 2に，井戸別の経年変化を
図 5に示した。過去10年間に検出があった井戸は14-
②，19，40，59-①でメッシュ別に各 1井ずつの 4井，
メッシュ51は51-（①，②），メッシュ77は77-（①，②），
でメッシュ別に各 2井ずつの 4井で計 8井であった。そ
のうち環境基準値（平成21年度までシス-1,2-ジクロロ

図 1　概況調査区図
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0.0
01
8
0.0
01
3
0.0
01
1
0.0
00
8
0.0
00
9
0.0
00
8
0.0
00
9
<

0.0
00
9
0.0
00
6
0.0
00
5
0.0
00
9
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
<

<
0.0
00
5

32
-②

32
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
6

0.0
00
5

<
<

0.0
00
5

<
<

<
<

32
-③

32
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
03
2
0.0
04
4
0.0
02
1
0.0
02
2
0.0
01
9
0.0
01
5
0.0
01
4
0.0
00
9
0.0
02
0
0.0
01
2
0.0
00
9
0.0
01
1
0.0
00
6
0.0
01
3

32
-④

32
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
1
0.0
00
7
0.0
01
0
0.0
00
6
0.0
00
8
0.0
00
5

35
-①

35
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
9
0.0
01
2
0.0
00
7
<

0.0
00
8
0.0
00
8
0.0
00
6
0.0
00
6
0.0
00
5
0.0
00
7
0.0
00
6
0.0
00
5
0.0
00
6
0.0
00
8
0.0
00
6
0.0
00
6
0.0
00
5
<

0.0
00
5
<

35
-②

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
00
5
<

<
<

<
<

<
<

<
<

<
<

<
<

<
<

<
<

<
<

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
06
9
0.0
06
8
0.0
05
7
0.0
06
5
0.0
03
2
0.0
03
3
0.0
03
4
0.0
02
2
0.0
02
9
0.0
02
2
0.0
02
2
0.0
02
4
0.0
02
3
0.0
02
3
0.0
02
5
0.0
02
1
0.0
02
7
0.0
01
9
0.0
02
2
0.0
02
1

35
-③

35
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
6
0.0
00
9
0.0
00
5
0.0
01
2
0.0
00
5
<

0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
<

<
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
6
0.0
00
6
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5

35
-④

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
05
6
0.0
02
7
0.0
02
5
0.0
01
2
0.0
01
3
0.0
01
1
0.0
00
9
0.0
00
7
0.0
01
0
0.0
00
7
0.0
01
0
0.0
00
7
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
8
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
04
3
0.0
02
8
0.0
02
8
0.0
01
8
0.0
01
5
0.0
01
5
0.0
01
2
0.0
01
0
0.0
01
4
0.0
00
8
0.0
01
2
0.0
00
8
0.0
01
0
0.0
00
9
0.0
01
0
0.0
01
1
0.0
00
9
0.0
01
1
0.0
00
9
0.0
00
8

35
-⑤

35
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

0.0
2

<0
.00
2

0.0
04

<
0.0
02

<
<

0.0
10

35
-⑥

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
01
8
0.0
01
4
0.0
02
3
0.0
01
9
0.0
01
8
0.0
01
7
0.0
01
2
0.0
01
6
0.0
01
2
0.0
01
2
0.0
00
7
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
8
0.0
00
7
0.0
01
2
0.0
00
6
0.0
00
8
0.0
00
6
0.0
00
7
0.0
01
0
0.0
00
9
0.0
00
7
0.0
00
8
0.0
00
6
0.0
00
6
0.0
00
7

35
-⑦

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
04
2
0.0
04
0
0.0
04
0
0.0
04
3
0.0
04
7
0.0
03
0
0.0
02
2
0.0
01
5
0.0
01
5
0.0
07
0
0.0
01
3
0.0
01
3
0.0
01
2
0.0
00
8
0.0
00
9
0.0
01
1
0.0
01
6
0.0
01
2
0.0
01
4
0.0
01
0

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
9
0.0
01
1
0.0
01
3
0.0
01
6
0.0
00
9
0.0
00
6
0.0
00
8
0.0
00
6
0.0
00
7
0.0
00
6
0.0
00
6
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
6
0.0
00
6
0.0
00
5
0.0
00
8
0.0
00
7
0.0
00
6
0.0
00
6

35
-⑧

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
06
6
0.0
03
2
0.0
02
4
0.0
01
2
0.0
02
0
<

0.0
00
8
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
01
4
<

0.0
00
5
<

0.0
01
1
<

<
<

<
<

<
35
-⑨

35
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1（
0.0
3）

<0
.00
1

0.0
05

0.0
04

0.0
03

0.0
04

0.0
02

0.0
02

<
<

<
<

<
<

<
<

0.0
01

0.0
01

0.0
01

0.0
01

0.0
01

0.0
01

35
-⑩

35
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1（
0.0
3）

<0
.00
1

0.0
08

0.0
08

0.0
06

0.0
06

0.0
05

0.0
04

0.0
04

0.0
03

0.0
04

0.0
03

0.0
04

0.0
03

0.0
02

0.0
04

0.0
01

0.0
01

0.0
02

0.0
02

0.0
02

0.0
02

35
-⑪

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
03
5
0.0
03
1

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
1
0.0
01
1

35
-⑫

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
01
8
0.0
01
5

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
6
0.0
00
5

1）
，
2）
：
地
下
水
の
水
質
汚
濁
に
係
る
環
境
基
準
の
改
正
に
よ
る
変
更
以
前
の
項
目
名
及
び
基
準
値
の
変
更
前
を（
 ）
内
に
示
す
。

3）
：
地
下
水
の
水
質
汚
濁
に
係
る
環
境
基
準
の
改
正
に
よ
る
変
更
後
の
参
考
値
を（
 ）
内
に
示
す
。

：
地
下
水
の
水
質
汚
濁
に
係
る
環
境
基
準
の
改
正
に
よ
る
変
更
が
あ
っ
た
項
目

＜
：
検
出
下
限
値
未
満

4）
：
塩
化
ビ
ニ
ル
モ
ノ
マ
ー
か
ら
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
に
名
称
変
更
（
H
29
.4
.1）

　
　
：
Ａ
 平
成
21
年
11
月
30
日
付
け
環
境
省
告
示
第
79
号
に
よ
る
変
更（
表
１
参
考
）

　
　
　
Ｂ
 平
成
26
年
11
月
17
日
付
け
環
境
省
告
示
第
12
7号
に
よ
る
変
更（
表
１
参
考
）

　
　
　
Ｃ
 平
成
28
年
3
月
29
日
付
け
環
境
省
告
示
第
12
7号
に
よ
る
変
更
（
表
１
参
考
）

太
字
：
環
境
基
準
値
超
過

新
規
項
目

代
替
井
戸

代
替
井
戸

廃
止

廃
止

新　 　 　 　 規 新　 規
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表
1-
2　
地
下
水
定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
検
出
状
況（
揮
発
性
有
機
塩
素
化
合
物
）

Ａ
Ｂ

Ｃ

井
戸
名
メッ
シ
ュ

検
出
項
目
1）

10
年
内

超
　
過
5年
内

超
　
過
環
境
基
準
2）
報
　
告

下
限
値

H
20
前

H
20
後

H
21
前

H
21
後

H
22
前

H
22
後

H
23
前

H
23
後

H
24
前

H
24
後

H
25
前

H
25
後

H
26
前

H
26
後

H
27
前

H
27
後

H
28
前

H
28
後

H
29
前

H
29
後

35
-⑬

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
01
1
0.0
01
2

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
2
0.0
01
2

35
-⑭

35
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
3
0.0
00
9

35
-⑮

35
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
4
0.0
01
4

35
-⑯

35
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
1
0.0
01
1

35
-⑰

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
00
5
0.0
00
7

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
0
0.0
01
3

35
-⑱

35
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
6
0.0
00
7

35
-⑲

35
1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
00
5
0.0
00
5

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
6
0.0
00
6

35
-⑳

35
1,
2-
ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
0
0.0
01
0

35
-㉑

35
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
00
7
0.0
00
7

36
-①

36
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
6
0.0
01
9
0.0
01
1
0.0
01
0
<

<
<

0.0
00
6
0.0
00
7
0.0
00
5
<

0.0
00
5
<

<
<

<
<

<
<

0.0
00
7

ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

0.0
2

<0
.00
2

<
<

0.0
02

<
<

<
<

<
<

0.0
02

<
<

<
<

<
<

<
<

<
<

36
-②

36
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

<
<

<
0.0
00
5
<

<
<

<
<

0.0
00
5
<

0.0
00
5
0.0
00
5

36
-③

36
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
04
0
<

<
0.0
00
5
0.0
01
8
0.0
02
1
0.0
01
8
<

<
<

0.0
01
2
<

<
0.0
02
3
0.0
01
4
0.0
02
1
0.0
01
8
0.0
01
9
0.0
01
8
0.0
01
5

36
-④

36
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

0.0
01
7
0.0
03
9
0.0
01
6
0.0
03
2
0.0
01
3
0.0
01
0
0.0
00
9
0.0
00
7
0.0
00
9
0.0
00
9
0.0
01
2
0.0
00
5
0.0
01
0
0.0
01
0
0.0
00
9
0.0
01
2
0.0
01
3
0.0
00
8
0.0
01
4
0.0
01
1

40
40

ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
4）

〇
〇

0.0
02

<0
.00
02

0.0
00
6
0.0
01
6
0.0
01
0
0.0
01
0
0.0
02
0
0.0
00
7
0.0
01
4
0.0
02
7
0.0
01
0
0.0
01
6
0.0
00
7
0.0
01
5
0.0
00
7
0.0
02
8
0.0
00
9
0.0
00
9

シ
ス
-1
,2
-ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
3）

〇
0.0
4

<0
.00
2

0.0
24

0.0
26

0.0
42

0.0
41
（
0.0
35
）
（
0.0
30
）
（
0.0
22
）
（
0.0
26
）
（
0.0
4）
（
0.0
39
）
（
0.0
40
）
（
0.0
46
）
（
0.0
35
）
（
0.0
44
）
（
0.0
34
）
（
0.0
40
）
（
0.0
39
）
（
0.0
47
）
（
0.0
43
）
（
0.0
35
）

1,
2-
ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

〇
〇

0.0
4

<0
.00
4

0.0
37

0.0
32

0.0
24

0.0
26

0.0
42

0.0
41

0.0
42

0.0
48

0.0
37

0.0
46

0.0
36

0.0
42

0.0
41

0.0
49

0.0
45

0.0
37

ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

〇
〇

0.0
1（
0.0
3）

<0
.00
1

0.0
28

0.0
17

0.0
14

0.0
18

0.0
18

0.0
17

0.0
14

0.0
15

0.0
20

0.0
20

0.0
21

0.0
20

0.0
20

0.0
22

0.0
20

0.0
22

0.0
28

0.0
30

0.0
21

0.0
16

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

<
<

<
<

<
<

<
0.0
00
5
0.0
00
5
<

<
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
5
0.0
00
6
0.0
00
5
<

0.0
00
5

47
47

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.0
1

<0
.00
05

<
0.0
00
5
0.0
00
5
<

<
<

0.0
00
5
0.0
00
5
<

0.0
00
5
<

<
<

0.0
00
5

51
-①

51
シ
ス
-1
,2
-ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
3）

〇
0.0
4

<0
.00
2

0.1
4

0.3
3

0.1
1

0.1
9

51
-②

51
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
4）

〇
〇

0.0
02

<0
.00
02

0.0
24

0.0
28

0.0
28

0.0
29

0.0
33

0.0
31

0.0
17

0.0
24

0.0
28

<
0.0
47

0.0
30

0.0
26

0.0
39

0.0
69

0.0
14

シ
ス
-1
,2
-ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
3）

0.0
4

<0
.00
2

（
0.0
76
）
（
0.0
62
）
（
0.0
32
）
（
0.0
33
）
（
0.0
16
）
（
0.0
31
）
（
0.0
12
）
（
0.0
22
）
（
0.0
12
）
<

（
0.0
31
）
（
0.0
23
）
（
0.0
13
）
（
0.0
06
）
（
0.0
06
）
（
0.0
02
）

1,
2-
ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

〇
0.0
4

<0
.00
4

（
0.0
78
）
（
0.0
66
）
0.0
34

0.0
35

0.0
18

0.0
34

0.0
14

0.0
24

0.0
14

<
0.0
33

0.0
25

0.0
15

0.0
08

0.0
08

0.0
04

51
-③

51
1,
1-
ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.1
（
0.0
2）

<0
.00
2

0.1
0

0.0
31

0.0
50

0.0
08

0.0
14

0.0
10

0.0
03

0.0
04

<
0.0
09

0.0
06

0.0
06

0.0
07

1,
1,
1-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

1
<0
.00
05

0.0
81

0.0
17

0.0
28

0.0
01
5
0.0
01
9
0.0
01
1
0.0
00
5
0.0
00
5
<

0.0
01
0

0.0
01
1

0.0
01
0

0.0
00
8

59
-①

59
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
4）

〇
〇

0.0
02

<0
.00
02

0.1
0

0.0
76

0.0
73

0.0
67

0.1
4

0.0
41

0.0
45

1.4
0.1
0

0.0
02
0
0.0
01
0
0.0
04
0
0.0
01
1
0.0
00
5
0.0
02
6
<

1,
1-
ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

0.1
（
0.0
2）

<0
.00
2

0.0
09

0.0
06

0.0
05

<
0.0
03

0.0
03

0.0
03

0.0
03

0.0
03

<
<

<
<

<
<

<
<

<
0.0
02

<
シ
ス
-1
,2
-ジ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
3）

〇
0.0
4

<0
.00
2

3.3
1.2

0.6
0

1.2
（
0.6
4）
（
0.4
5）
（
0.3
2）
（
0.2
9）
（
0.2
9）
（
0.0
49
）
（
0.0
66
）
（
0.2
8）
（
0.0
80
）
<

<
（
0.0
09
）
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表 2　地下水の水質汚濁に係る環境基準の改正による項目名及び環境基準値の変更等
告示 施行日 変更の項目名 変更点 詳細

平成21年11月30日付け環境省告示第79号 平成21年11月30日 塩化ビニルモノマー 項目追加 ［0.002mg/L］（環境基準値）

1,1-ジクロロエチレン 環境基準値変更 ［0.02mg/L］→［0.1mg/L］

1,2-ジクロロエチレン 項目追加 ［0.04mg/L］（環境基準値）

シス-1,2-ジクロロエチレン 項目削除 ［0.04mg/L］（環境基準値）

平成26年11月17日付け環境省告示第127号 平成26年11月17日 トリクロロエチレン 環境基準値変更 ［0.03mg/L］→［0.01mg/L］

平成28年3月29日付け環境省告示第127号 平成29年4月1日 塩化ビニルモノマー 項目名変更 塩化ビニルモノマー→クロロエチレン

図 2　揮発性有機化合物の検出項目の環境基準値超過検出と環境基準値以下の検出があったメッシュの
　  　過去10年間と過去 5年間での変化

図 3　クロロエチレンの検出値の経年変化
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エチレンとして0.04mg/L，平成22年度より1,2-ジクロ
ロエチレンとして0.04mg/L）を超過して検出があった
井戸は過去10年間に40，51-①，59-①，77-①の 4 井
で，過去 5年間に40，59-①の2井であった。51-①は，
環境基準値（シス-1,2-ジクロロエチレンとして0.04mg/
L）を超過して検出があったが平成22年度より廃止となっ
た。
　過去 5年間に環境基準値を超過して検出があった40，
59-①は過去 5年間にクロロエチレンの環境基準値を超
過して検出があった井戸と同一井戸であった。
　3・4　1,1,1-トリクロロエタン
　1,1,1-トリクロロエタンの検出があるメッシュを図 2に，
井戸別の経年変化を図 6に示した。過去10年間に検出
があった井戸は，16，51-③でメッシュ別に各 1井ずつ

の 2井，メッシュ14では14-（①，②），メッシュ31で
は31-（①，②）でメッシュ別に各 2井ずつの 4井，メッ
シュ35では35-（②，④，⑥，⑦，⑧，⑪，⑫，⑬，⑰，
⑲）の10井で計16井であった。環境基準値（1mg/L）
を超過して検出した井戸はなかった。
　3・5　1,1,2-トリクロロエタン
　1,1,2-トリクロロエタンの検出があるメッシュを図 2に，
井戸別の経年変化を図 7に示した。過去10年間に検出
があった井戸は59-②の 1 井のみで平成28年度後期に
環境基準値（0.006mg/L）を超過して検出したが，平成
29年度に廃止となった。この井戸は，1,1,1-トリクロロ
エタンの検出により定期モニタリング調査の対象となっ
た。同一メッシュにある59-①ではトリクロロエチレン
が過去に高い値で環境基準値（平成27年度より0.03mg/

表 3　環境基準値超過井戸及び検出井戸の状況
環境基準値超過井戸 検出井戸

過去10年間 過去5年間 過去10年間 過去5年間

クロロエチレン 40，51-②，59-① 3井 40，51-②，59-① 3井 19，40，51-②，59-① 4井 19，40，51-②，59-① 4井

1,1-ジクロロエチレン 51-③ 1井 0井 14-②，16，59-①，51-③ 4井 16，59-①，51-③ 3井

シス-1.2-ジクロロエチレン
1,2-ジクロロエチレン

40，51-①，59-①，
77-①

4井 40，59-① 2井
14-②，19，40，51-①，51-②，
59-①，77-①，77-②

8井
19，40，51-①，51-②，59-①，
77-①

6井

1,1,1-トリクロロエタン 0井 0井

14-①，14-②，16，31-①，31-②，
35-②，35-④，35-⑥，35-⑦，
35-⑧，35-⑪，35-⑫，35-⑬，
35-⑰，35-⑲，51-③

16井

14-①，14-②，16，31-①，31-②，
35-④，35-⑥，35-⑦，35-⑧，
35-⑪，35-⑫，35-⑬，35-⑰，
35-⑲，51-③

15井

1,1,2-トリクロロエタン 59-② 1井 59-② 1井 59-② 1井 59-② 1井

トリクロロエチレン
14-①，40，59-①，
77-①

4井 40，59-①， 2井
14-①，14-②，14-③，35-⑨，
35-⑩，40，59-①，77-①

8井
14-①，14-③，35-⑨，35-⑩，
40，59-①，77-①

7井

テトラクロロエチレン 77-①，77-② 2井 77-① 1井

4，14-③，15，19，32-①，32-②，
32-③，32-④，35-①，35-②，
35-③，35-④，35-⑥，35-⑦，
35-⑪，35-⑫，35-⑬，35-⑭，
35-⑮，35-⑯，35-⑰，35-⑱，
35-⑲，35-⑳，35-㉑，36-①，
36-②，36-③，36-④，40，47，
77-①，77-②，77-③

34井

4，15，19，32-①，32-③，32-④，
35-①，35-②，35-③，35-④，
35-⑥，35-⑦，35-⑪，35-⑫，
35-⑬，35-⑭，35-⑮，35-⑯，
35-⑰，35-⑱，35-⑲，35-⑳，
35-21，36-①，36-②，36-③，
36-④，40，47，77-①，77-②，
77-③

32井

図 4　1,1-ジクロロエチレンの検出値の経年変化
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Lから0.01mg/Lに変更）を超過して検出していたが，
その関連性は不明である。
　3・6　トリクロロエチレン
　トリクロロエチレンの検出があるメッシュを図 2に，
井戸別の経年変化を図 8に示した。過去10年間に検出
があった井戸は40，59-①，77-①でメッシュ別に各 1
井ずつの 3井，メッシュ35では35-（⑨，⑩）の 2井，メッ
シュ14では14-（①，②，③）の 3井で計 8井であった。
そのうち環境基準値（平成27年度より0.03mg/Lから
0.01mg/Lに変更）を超過して検出があった井戸は過去
10年間に14-①，40，59-①，77-①の 4 井で，過去 5
年間に40，59-①の 2井であった。
　過去 5年間に環境基準値を超過して検出があった40，
59-①は過去 5年間にクロロエチレン，1,2-ジクロロエ
チレンの環境基準値を超過して検出があった井戸と同一
井戸であった。
　3・7　テトラクロロエチレン
　テトラクロロエチレンの検出があるメッシュを図 2に，
井戸別の経年変化を図 9に示した。過去10年間に検出
があった井戸は 4，14-③，15，19，40，47でメッシュ
別に各 1井ずつの 6井，メッシュ77では77-（①，②，③）
の 3井，メッシュ32では32-（①，②，③，④），メッシュ
36では36-（①，②，③，④）でメッシュ別に各 4井ず
つの 8井，メッシュ35は35-（①，②，③，④，⑥，⑦，

⑪，⑫，⑬，⑭，⑮，⑯，⑰，⑱，⑲，⑳，㉑）の17
井で計34井あった。そのうち環境基準値（0.01mg/L）
を超過して検出した井戸は過去10年間に77-（①，②）
の 2井で，過去 5年間に77-①の 1井のみだった。
　メッシュ35で1,1,1-トリクロロエタンの検出があった
10井のうち35-⑧をのぞく35-②，④，⑥，⑦，⑪，⑫，
⑬，⑰，⑲の 9井でテトラクロロエチレンの検出があっ
た。

4　ま と め

（1）過去 5年間にクロロエチレンが環境基準値を超過し
たのは 3井であり，このうち，2井は過去 5年間にシ
ス-1,2-ジクロロエチレンの環境基準値とトリクロロ
エチレンの環境基準値も超過して検出されていた。

（2）1,1-ジクロロエチレンと1,1,1-トリクロロエタンは，
過去 5年間に環境基準値を超過しての検出はなかっが，
過去10年間には，1,1-ジクロロエチレンが環境基準
値を超過して検出した井戸が 1井存在した。

（3）シス-1,2-ジクロロエチレン及び1,2-ジクロロエチ
レンが環境基準値を超過した井戸は過去10年間に 4
井あり，過去 5年間では 2井に減少した。

（4）メッシュ35では，過去10年間にテトラクロロエチ
レンが17井，1,1,1-トリクロロエタンが10井で環境
基準値以下で検出された。1,1,1-トリクロロエタンが

図 5　シス-1,2-ジクロロエチレン及び1,2-ジクロロエチレンの検出値の経年変化
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図 6　1,1,1-トリクロロエタンの検出値の経年変化

図 7　1,1,2-トリクロロエタンの検出値の経年変化
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図 8　トリクロロエチレンの検出値の経年変化
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検出された10井のうち 9井ではテトラクロロエチレ
ンも検出されていた。

（5）トリクロロエチレンが環境基準値を超過して検出が
あった井戸は過去10年間には 4井であり，過去 5年
間には 2井に減少した。

（6）テトラクロロエチレンが環境基準値を超過して検出
があった井戸は，過去10年間には 2井であったが，
過去 5年間には 1井に減少した。
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1　はじめに

　本県では，「志賀原子力発電所周辺の安全確保及び環
境保全に関する協定書」に基づき，平成 2年 7月から志
賀原子力発電所周辺10km圏内における環境試料中の放
射能監視調査（以下「原電監視調査」という。）を実施
してきた。一方，国では平成23年 3 月に発生した東京
電力㈱福島第一原子力発電所事故を受け，平成24年10
月に「原子力災害対策指針」 1） を定め，同指針において
原子力災害対策重点区域を原子力施設周辺30kmとした
ところであるが，平成30年 4 月に「平常時モニタリン
グについて（原子力災害対策指針補足参考資料）」 2） が定
められるまで環境試料中の放射能調査の方針については
明確に示されていなかった。
　そこで本県では，平成25～29年度に志賀原子力発電
所周辺10～30km圏内において，環境試料中における
放射能濃度の現状把握調査（以下，「バックグラウンド

調査」という。）を実施した 3）-5）。調査の対象とした核
種は，原電監視調査で対象としているものと同様とした
（ガンマ線放出核種：Cr-51，Mn-54，Fe-59，Co-58，
Co-60，Cs-134，Cs-137　ベータ線放出核種：Sr-90，
H-3）。
　これまでの調査で，海洋試料の魚からCs-137が検出
され，Sr-90は検出されない傾向があること 3） 及び陸上
試料の松葉及び海洋試料のホンダワラは，Cs-137，
Sr-90ともに検出率が高く，優れた指標植物（海産物）
となりうることが確認された 4）。また，土壌中のSr-90
の濃度は，Cs-137と比べ低いにも関わらず，穀類以外
の多くの野菜試料から検出される傾向にあることが分
かってきた 5）。
　調査した核種の中でも，長半減期核種であるCs-137（半
減期：30.1年）及びSr-90（半減期：28.8年）は，過去
に行われた大気圏内核実験等の影響により環境中に現在
も残存しており，この 2核種の環境試料中のバックグラ
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志賀原子力発電所30km圏内における環境試料中
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　東京電力㈱福島第一原子力発電所事故を受けて，原子力発電所周囲のより広範囲の環境放射能監視
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-137（以下Cs-137とする。）及びストロンチウム-90（以下Sr-90とする。）の放射能濃度に特異的な

傾向は見られず，いずれも全国の調査結果と同程度であることが確認された。この結果は，原子力発

電所事故等の緊急事態における緊急時モニタリングの結果を評価するための有効な基礎資料になると

考えられた。
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ウンドレベルを把握しておくことは原子力発電所事故等
の緊急事態における緊急時モニタリングの結果を評価す
るために重要であると考えられる。
　本報では，5年間のバックグラウンド調査の結果から，
Cs-137及びSr-90の結果をとりまとめ，これまでの原電
監視調査の結果 6）-9） 及び全国の原子力施設周辺環境放射
線モニタリング調査結果 10） と比較したので報告する。

2　調査方法

　2・1　試料採取
　調査は，陸上試料（穀類，果菜類，葉茎菜類，根菜類，
その他野菜（果実的野菜，香辛野菜及び果実），土壌及
び水道水）を対象とした。なお，農産物の分類について
は，「農林水産省の生産出荷の統計」に基づき行った。
　調査の対象とした農産物については，石川県原子力防
災計画（資料編）の地区別環境試料（特産品）を参考に
市町における地区ごとの農産物について収穫の状況等を
考慮して選定した。調査の対象とした農産物の種類を表
1に示す。
　また，試料採取地点及び試料の種類を図１に示す。

　2・2　分析方法
　農産物のうち大根及び蕪については根部及び葉部，そ
の他の試料については可食部を分析に供した。土壌及び
水道水については採取試料全体を分析に供した。
　これらの試料について，ガンマ線核種分析及び放射化
学分析により，それぞれガンマ線放出核種（Cs-137）及
びベータ線放出核種（Sr-90）の分析を行った。
　（1）ガンマ線核種分析
　穀類，果菜類，葉茎菜類，根菜類，その他野菜（果実
的野菜，香辛野菜及び果実）については，105℃で十分
に乾燥後，灰化炉により450℃以下で灰化し分析に供し
た。土壌については，105℃で十分に乾燥後，2ｍｍメッ
シュのふるいに通した後，乳鉢を用いて粉砕し250μm
メッシュのふるいに通したものを分析に供した。水道水
については，蒸発濃縮法 11） により濃縮し寒天を加えて固
めたものを分析に供した。

　分析は，文部科学省放射能測定法シリーズ「ゲルマニ
ウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」 12） に
基づき，ゲルマニウム半導体検出器（CANBERRA製
GC4519，GX4520又はGC4019）及び波高分析器（SEIKO 
EG&G製MCA7600）により行った。測定時間は80,000
秒とし，Cs-137は，さらに詳細に確認するため必要に
応じて最大で400,000秒まで測定時間を延長して測定し
た。
　（2）放射化学分析
　文部科学省放射能測定法シリーズ「放射性ストロンチ
ウム分析法」 13） に基づき，低バックグラウンドβ線自動
測定装置（日立アロカメディカル社製LBC-4202B）に
より分析を行った。

3　結果と考察

　表 2に志賀町を除く志賀原子力発電所周辺10～30km
圏内における市町の地区ごとの環境試料とその調査結果
を示す。なお，バックグラウンド調査ではCs-137及び
Sr-90以外の人工放射性核種については検出されなかっ
た。原子力発電所事故等の緊急時には，空間線量率が一

30km30km

20km20km

10km10km

30km30km

20km20km

10km10km

図 1　環境試料採取地点図

表 1　農産物の種類

分　類 農　産　物　の　種　類
穀 類 精米，玄米
果 菜 類 大豆，冬瓜，とまと，なす，きゅうり，かぼちゃ

葉 茎 菜 類 白菜，キャベツ，中島菜，ねぎ，玉ねぎ，アス
パラガス，レタス，小松菜

根 菜 類 大根，蕪，赤大根，にんじん，じゃがいも，里
芋，薩摩芋，自然薯

果実的野菜 すいか
香 辛 野 菜 生姜
果 実 ころ柿，りんご，柚子，ぶどう
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定の基準を超えた地区において飲食物中の放射性核種濃
度の分析を行い，その結果により飲食物の摂取制限が行
われる。このため，地区ごとにとりまとめたこれらのバッ
クグラウンドデータは，緊急時における事故等の影響を
評価する上で重要なものになると考えられる。
　次にこれら地区単位ごとの環境試料の調査結果につい
て，特異的な値がないかを確認するため，志賀原子力発
電所周辺10km圏内における原電監視調査の結果と比較
した。また，全国における同種類の環境試料と比較する
ため，全国の原子力施設周辺環境放射線モニタリング調
査結果 10） と比較した。なお，比較対象とした全国の調査
結果については，石川県では福島第一原発事故の影響を
ほとんど受けていないことから，事故以前の平成20～

22年度の調査結果とした。
　表 3にCs-137の，表 4にSr-90の各調査結果を並べて
示す。
　表 3及び表 4の結果から，バックグラウンド調査と原
電監視調査の環境試料中の放射能濃度は同程度であり，
30km圏内の放射能濃度に特異的な傾向はないことが確
認された。また，調査したすべての試料において，Cs-
137及びSr-90ともに全国の調査結果 10） と同程度の濃度
であることが確認された。なお，果菜類の大豆（乾燥）
のCs-137濃度が，全国の調査結果の最大値である
0.26Bq/kg生（小豆） 10） と比較して0.35Bq/kg生とやや
高い値となった。また，その他野菜（柚子）のSr-90濃
度が，全国の調査結果の最大値である0.06Bq/kg生（ぽ

表2-1　地区単位ごとの調査結果（輪島市）
市町 地区 分類 種類 検体数 Cs-137 Sr-90 単位

輪島市

三井
穀類 精米 1 0.024 ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.021 Bq/kg生

阿岸
穀類 精米 1 0.0059 ND Bq/kg生
葉茎菜類 キャベツ 1 ND 0.014 Bq/kg生

水道水（原水） 表流水 1 ND 1.4 mBq/L

仁岸
穀類 精米 2 ND～0.021 ND Bq/kg生
葉茎菜類 白菜 2 ND～0.022 0.053～0.20 Bq/kg生
土壌（畑地） 1 8.4 0.52 Bq/kg乾土

黒島
根菜類 大根-根部 1 ND 0.036 Bq/kg生
根菜類 大根-葉部 1 0.016 0.093 Bq/kg生

門前
葉茎菜類 白菜 1 ND 0.026 Bq/kg生
土壌（畑地） 1 11   0.90 Bq/kg乾土
水道水（浄水） 1 ND 1.2 mBq/L

本郷

葉茎菜類 白菜 1 ND 0.014 Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.018 Bq/kg生

土壌（畑地） 1 18   0.51 Bq/kg乾土
水道水（原水） 表流水 1 ND 1.0 mBq/L

浦上
葉茎菜類 白菜 1 ND 0.078 Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.068 Bq/kg生

土壌（畑地） 1 11   2.0 Bq/kg乾土

諸岡

穀類 精米 1 0.0081 ND Bq/kg生
葉茎菜類 白菜 1 0.016 0.12  Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.055 Bq/kg生
根菜類 大根-葉部 1 ND 0.20 Bq/kg生

土壌（畑地） 1 3.8 0.83 Bq/kg乾土
 ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）

表2-2　地区単位ごとの調査結果（穴水町）
市町 地区 分類 種類 検体数 Cs-137 Sr-90 単位

穴水町

穴水
穀類 精米 1 ND ND Bq/kg生

水道水（原水） 表流水 1 ND 1.3 mBq/L
水道水（浄水） 1 ND 0.75 mBq/L

住吉
穀類 精米 1 0.023 ND Bq/kg生
葉茎菜類 白菜 1 ND 0.018 Bq/kg生
土壌（畑地） 1 ND 0.30 Bq/kg乾土

兜 葉茎菜類 キャベツ 1 ND ND Bq/kg生
 ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）



第 55 号（2018） ― 71 ―

んかん） 10） と比較して0.079Bq/kg生とやや高い値となっ
た。これらについては，いずれも低い放射能濃度であり，
全国の調査結果の最大値との大きな差はないことから，
特に問題はないと考えられた。
　以上のことから，表 2，表 3及び表 4でとりまとめた

結果については，志賀原子力発電所周辺30km圏内にお
ける環境試料中のCs-137及びSr-90のバックグラウンド
を示していると考えられ，原子力発電所事故等の緊急事
態における緊急時モニタリングの結果を評価するための
有効な基礎資料となると考えられた。

表2-3　地区単位ごとの調査結果（七尾市）
市町 地区 分類 種類 検体数 Cs-137 Sr-90 単位

七尾市

袖ケ江 水道水（浄水） 1 ND 0.83 mBq/L

御祓
葉茎菜類 白菜 1 ND ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.013 Bq/kg生

徳田
穀類 精米 1 0.026 ND Bq/kg生
果菜類 とまと 1 ND ND Bq/kg生
葉茎菜類 小松菜 1 ND 0.052 Bq/kg生

矢田郷
穀類 精米 1 0.029 ND Bq/kg生
果菜類 なす 1 ND 0.010 Bq/kg生

水道水（原水） 地下水 1 ND ND mBq/L

東湊
根菜類 じゃがいも 1 0.073 0.036 Bq/kg生
果実 ぶどう 1 ND 0.029 Bq/kg生

西湊 根菜類 大根-根部 1 ND ND Bq/kg生

和倉
穀類 精米 2 0.012～0.34 ND Bq/kg生
穀類 玄米 1 0.086 ND Bq/kg生
根菜類 にんじん 1 ND 0.024 Bq/kg生

南大呑 穀類 精米 1 0.012 ND Bq/kg生
北大呑 穀類 精米 1 ND ND Bq/kg生

崎山

穀類 精米 2 ND～0.0044 ND Bq/kg生
穀類 玄米 1 0.015 ND Bq/kg生
根菜類 里芋 1 0.049 ND Bq/kg生
香辛野菜 生姜 1 ND ND Bq/kg生

高階

穀類 精米 2 0.012～0.022 ND Bq/kg生
穀類 玄米 1 0.11  0.016 Bq/kg生
葉茎菜類 白菜 1 ND 0.017 Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND ND Bq/kg生

田鶴浜
穀類 精米 1 0.043 ND Bq/kg生

水道水（原水） 地下水 1 ND ND mBq/L
水道水（浄水） 1 ND ND mBq/L

相馬 穀類 精米 1 0.017 ND Bq/kg生
金ヶ崎 穀類 精米 1 0.014 ND Bq/kg生

能登島

根菜類 蕪-根部 1 ND 0.014 Bq/kg生
穀類 精米 2 ND～0.011 ND Bq/kg生
穀類 玄米 1 0.028 ND Bq/kg生

水道水（原水） 地下水 1 ND ND mBq/L
水道水（浄水） 1 ND 0.79 mBq/L

西岸 葉茎菜類 ねぎ 1 ND 0.062 Bq/kg生

釶打
果菜類 冬瓜 1 ND 0.011 Bq/kg生
葉茎菜類 中島菜 1 ND 0.018 Bq/kg生

水道水（原水） 表流水 1 ND 0.81 mBq/L
熊木 葉茎菜類 中島菜 1 ND 0.051 Bq/kg生

中島
葉茎菜類 中島菜 1 ND ND Bq/kg生

水道水（浄水） 1 ND 0.87 mBq/L
豊川 穀類 精米 1 0.014 ND Bq/kg生

笠師保

葉茎菜類 キャベツ 1 ND ND Bq/kg生
葉茎菜類 中島菜 1 ND ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.025 Bq/kg生
根菜類 蕪-根部 1 ND ND Bq/kg生

 ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）
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　なお，バックグラウンド調査における結果からは，穀
類（米）におけるCs-137の検出数が43検体中30検体で
あり，Sr-90の検出数が43検体中 1検体であるのと比較
して検出数が多い結果となった。一方，葉茎菜類におけ

るCs-137の検出数は29検体中 2検体であるのに対し，
Sr-90の検出数は29検体中20検体と検出数が多い結果
となった。また同様に根菜類でもCs-137の検出数が37
検体中 8検体であるのに対し，Sr-90の検出数は37検体

表2-4　地区単位ごとの調査結果（中能登町）
市町 地区 分類 種類 検体数 Cs-137 Sr-90 単位

中能登町

鳥屋

穀類 精米 1 0.010 ND Bq/kg生
穀類 玄米 1 0.049 ND Bq/kg生
果菜類 大豆（乾燥） 1 0.35 0.25 Bq/kg生
根菜類 蕪-根部 1 ND ND Bq/kg生
根菜類 薩摩芋 1 ND 0.022 Bq/kg生
根菜類 自然薯 1 ND 0.030 Bq/kg生

水道水（原水） 地下水 1 ND ND mBq/L
水道水（浄水） 1 ND ND mBq/L

鹿島

穀類 精米 2 ND ND Bq/kg生
果菜類 きゅうり 1 ND 0.013 Bq/kg生
葉茎菜類 レタス 1 ND 0.015 Bq/kg生
根菜類 蕪-根部 1 ND 0.035 Bq/kg生
根菜類 赤大根 1 ND 0.048 Bq/kg生
果実 柚子 1 ND 0.079 Bq/kg生

土壌（畑地） 1 5.3 0.67 Bq/kg乾土
水道水（浄水） 1 ND ND mBq/L

鹿西
穀類 精米 1 ND ND Bq/kg生
葉茎菜類 キャベツ 1 ND 0.027 Bq/kg生

水道水（浄水） 1 ND 1.1 mBq/L
 ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）

表2-5　地区単位ごとの調査結果（羽咋市）
市町 地区 分類 種類 検体数 Cs-137 Sr-90 単位

羽咋市

羽咋

穀類 精米 1 0.016 ND Bq/kg生
葉茎菜類 ねぎ 1 ND 0.016 Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.037 Bq/kg生

土壌（畑地） 1 8.1 0.31 Bq/kg乾土
水道水（浄水） 1 ND 1.1 mBq/L

千里浜

葉茎菜類 白菜 1 ND ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.012 Bq/kg生
根菜類 大根-葉部 1 0.033 0.028 Bq/kg生

土壌（畑地） 1 2.5 0.10 Bq/kg乾土

粟ノ保
穀類 精米 1 ND ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.099 Bq/kg生

水道水（原水） 地下水 1 ND ND mBq/L

富永
穀類 精米 1 0.050 ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.014 Bq/kg生

邑知
穀類 精米 1 ND ND Bq/kg生
根菜類 蕪-根部 1 ND ND Bq/kg生

余喜
果菜類 かぼちゃ 1 0.075 0.021 Bq/kg生
果菜類 かぼちゃ（種） 1 0.11 ND Bq/kg生

鹿島路 果実 りんご 2 ND ND Bq/kg生

越路野
根菜類 蕪-根部 1 ND 0.024 Bq/kg生
根菜類 蕪-葉部 1 ND 0.045 Bq/kg生

一ノ宮 葉茎菜類 玉ねぎ 1 ND ND Bq/kg生

上甘田
穀類 精米 1 ND ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.035 Bq/kg生

 ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）
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中31検体と検出数が多い結果となった。このことは，
穀類（米）はSr-90と比較してCs-137を吸収しやすい傾
向に，また，葉茎菜類及び根菜類はCs-137と比較して
Sr-90を吸収しやすい傾向にあることを示唆していると

考えられる。これらの原因について詳細は不明であるが，
栽培されていた畑地の土壌中のCs-137及びSr-90の濃度
鉛直分布等との関係や植物の各部位への移行の傾向につ
いて，今後の調査で検討していく予定である。

表2-6　地区単位ごとの調査結果（宝達志水町）
市町 地区 分類 種類 検体数 Cs-137 Sr-90 単位

宝達志水町

北大海

葉茎菜類 キャベツ 1 ND 0.019 Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.037 Bq/kg生
根菜類 大根-葉部 1 0.027 0.16 Bq/kg生
根菜類 薩摩芋 1 0.11 0.022 Bq/kg生

水道水（原水） 地下水 1 ND ND mBq/L

宝達
穀類 精米 1 ND ND Bq/kg生

水道水（浄水） 1 ND 0.97 mBq/L

相見
穀類 精米 1 0.036 ND Bq/kg生
葉茎菜類 玉ねぎ 1 ND ND Bq/kg生

樋川 葉茎菜類 ねぎ 1 ND 0.0074 Bq/kg生

志雄
葉茎菜類 白菜 1 ND 0.0081 Bq/kg生
土壌（畑地） 1 2.6 0.27 Bq/kg乾土
水道水（浄水） 1 ND ND mBq/L

南志雄

穀類 精米 1 0.022 ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.086 Bq/kg生
果実 りんご 1 ND 0.012 Bq/kg生

土壌（畑地） 1 4.4 0.28 Bq/kg乾土
水道水（原水） 地下水 1 ND ND mBq/L

北志雄
葉茎菜類 白菜 1 ND ND Bq/kg生
土壌（畑地） 1 11   0.31 Bq/kg乾土

南邑知

穀類 精米 1 ND ND Bq/kg生
葉茎菜類 白菜 1 ND 0.072 Bq/kg生
根菜類 大根-根部 1 ND 0.020 Bq/kg生

土壌（畑地） 1 4.7 0.19 Bq/kg乾土
 ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）

表2-7　地区単位ごとの調査結果（かほく市）
市町 地区 分類 種類 検体数 Cs-137 Sr-90 単位

かほく市 二ツ屋

穀類 精米 2 0.030～0.017 ND Bq/kg生
根菜類 大根-根部 2 0.014～0.017 0.022～0.043 Bq/kg生

水道水（原水） 地下水 1 ND ND mBq/L
水道水（浄水） 1 ND 0.59 mBq/L

 ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）

表 3　環境試料中の放射能濃度の調査結果（Cs-137）

環境試料
志賀原子力発電所　10～30㎞圏内
（バックグラウンド調査）

志賀原子力発電所　10㎞圏内
（原電監視調査）

全国の調査結果
（H20～22年度） 単位

検出数/検体数 濃度範囲 検出数/検体数 濃度範囲 濃度範囲
穀類（精米・玄米） 30/43 ND～0.34 9/14 ND～0.068 ND～0.42 Bq/kg生

果菜類 3/7 ND～0.35 ND～0.26 Bq/kg生
葉茎菜類 2/29 ND～0.022 1/20 ND～0.012 ND～0.092 Bq/kg生
根菜類 8/37 ND～0.11 4/21 ND～0.054 ND～0.5 Bq/kg生
その他野菜 0/6 ND 0/10 ND ND～0.073 Bq/kg生
土壌 12/13 ND～18 10/10 1.0～57.1 ND～150 Bq/kg乾土

水道水（原水） 0/12 ND ND mBq/L
水道水（浄水） 0/13 ND 0/40 ND ND mBq/L

 ND：不検出（測定値が計数誤差の3倍を下回る場合）
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4　ま と め

　本県において平成25～29年度に行ったバックグラウ
ンド調査及び原電監視調査では，志賀原子力発電所周辺
30km圏内における環境試料中のCs-137及びSr-90の放
射能濃度に特異的な傾向は見られず，また，全国の調査
結果と同程度であった。
　今回のバックグラウンド調査とこれまで継続してきた
原電監視調査により，志賀原子力発電所周辺30km圏内
における環境試料中のCs-137及びSr-90の分布状況に関
するデータが得られた。この結果は，原子力発電所事故
等の緊急事態における緊急時モニタリングの結果を評価
するための有効な基礎資料となると考えられた。

文　　　献

1 ）原子力規制委員会：「原子力災害対策指針」，平成
24年10月31日
2 ）原子力規制庁監視情報課：「平常時モニタリングに
ついて（原子力災害対策指針補足参考資料）」，平成
30年 4 月 4 日
3 ）東海林寛史，小浦利弘，堅田勉：志賀原子力発電所
30km圏内における環境試料中放射能濃度の現状把握
（第 1報），石川県保健環境センター年報，52，101-
104（2015）
4 ）小浦利弘，東海林寛史，初瀬裕，中谷光：志賀原子
力発電所30km圏内における環境試料中放射能濃度の

現状把握（第 2報），石川県保健環境センター年報，
53，51-59（2016）
5 ）小浦利弘，東海林寛史，河野隆史，宮川茂樹，中谷
光：志賀原子力発電所30km圏内における環境試料中
放射能濃度の現状把握（第 3報），石川県保健環境セ
ンター年報，54，61-73（2017）
6 ）石川県：平成26年度年報「志賀原子力発電所周辺
環境放射線監視結果報告書」
7）石川県：平成27年度年報「志賀原子力発電所周辺
環境放射線監視結果報告書」
8）石川県：平成28年度年報「志賀原子力発電所周辺
環境放射線監視結果報告書」
9）石川県：平成29年度年報「志賀原子力発電所周辺
環境放射線監視結果報告書」
10）原子力規制庁：環境放射線データベース
http ://search .kankyo-hosyano .go . jp/servlet/
search.（2018-09-01）
11）文部科学省：放射能測定法シリーズ13，「ゲルマニ
ウム半導体検出器等を用いる機器分析のための試料の
前処理法」（1982年）
12）文部科学省：放射能測定法シリーズ 7，「ゲルマニ
ウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」
（1992年）
13）文部科学省：放射能測定法シリーズ 2，「放射性ス
トロンチウム分析法」（2003年）

表 4　環境試料中の放射能濃度の調査結果（Sr-90）

環境試料
志賀原子力発電所　10～30㎞圏内
（バックグラウンド調査）

志賀原子力発電所　10㎞圏内
（原電監視調査）

全国の調査結果
（H20～22年度） 単位

検出数/検体数 濃度範囲 検出数/検体数 濃度範囲 濃度範囲
穀類（精米・玄米） 1/43 ND～0.016 3/14 ND～0.023 ND～0.066 Bq/kg生

果菜類 5/7 ND～0.25 Bq/kg生
葉茎菜類 20/29 ND～0.20 13/17 ND～0.19 ND～0.35 Bq/kg生
根菜類 31/37 ND～0.20 19/21 ND～0.22 ND～0.23 Bq/kg生
その他野菜 3/6 ND～0.079 0/3 ND 0.03～0.06 Bq/kg生
土壌 13/13 0.10～2.0 ND～3.6 Bq/kg乾土

水道水（原水） 4/12 ND～1.4 ND～17 mBq/L
水道水（浄水） 9/13 ND～1.2 1/3 ND～1.6 ND～2 mBq/L

 ND：不検出（測定値が計数誤差の3倍を下回る場合）
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1　はじめに

　フォールアウト調査は，ビキニ環礁における核爆発実
験（1954）を契機に，関係行政機関における放射性降
下物の調査として開始された。その後，チェルノブイリ
原発事故（1986）や東京電力㈱福島第一原子力発電所
事故（2011）もあり，継続的な環境放射能調査の必要
性から，現在では「環境放射能水準調査」として，原子
力規制庁委託により全都道府県で実施している。
　石川県においては環境放射能の水準を把握するため，
ゲルマニウム半導体検出器による核種分析を中心に放射
能レベルを調査している。ここでは，平成29年度環境
放射能水準調査の結果（平成29年 4 月 1 日～平成30年
3 月31日）を述べる。

2　調査方法

　2・1　調査対象
　調査対象は，定時（午前 9時）採取の降水（以下「定
時降水」という），大型水盤による降下物（ 1か月毎採
取），陸水（年 1回採取），大気浮遊じん，土壌（表層 0

～ 5cm，下層 5～20cm），農畜産物（精米，牛乳），海
産生物（ワカメ，サザエ，フクラギ）及び空間放射線で
ある。なお，大気浮遊じんは 1か月につき 3日間採取し，
これを 3か月分（ 9日間採取）まとめたものを 1検体と
した。
　2・2　測定方法
　定時降水については，全ベータ放射能を測定し，全ベー
タ放射能の測定値が計数誤差の 3倍を上回る検体につい
ては，ガンマ線核種分析を行った。降下物，陸水，大気
浮遊じん，土壌，農畜産物及び海産生物については，ゲ
ルマニウム半導体検出器によるガンマ線核種分析を行っ
た。空間放射線は，モニタリングポストによる連続測定
を行い，線量率で評価した。
　（1）全ベータ放射能測定
　文部科学省放射能測定法シリーズ「全ベータ放射能測
定法」（昭和51年改訂）に基づき，ベータ線自動測定装
置JDC-3201（日立製作所製）により行った。校正線源
には，八酸化三ウラン（U3O8，500dps）を使用した。
　（2）環境試料中のガンマ線核種分析
文部科学省放射能測定法シリーズ「ゲルマニウム半導体

 〔資　料〕

石川県における環境放射能水準調査（平成29年度）

石川県保健環境センター　環境科学部　 
宮 竹　智 代・山 岸　喜 信・河 野　隆 史

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 小 浦　利 弘・中 谷　　 光

〔和文要旨〕

　石川県における環境放射能の水準を把握するため，定時降水中の全ベータ放射能調査，環境試料中

のゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線核種分析及び空間放射線の測定を実施した。定時降水中

の全ベータ放射能は過去の測定結果と同程度であった。環境試料中のガンマ線核種分析の結果は，降

下物，陸水，大気浮遊じん及び牛乳では人工放射性核種は検出されなかった。土壌及び海産生物（サ

ザエ，フクラギ）からはセシウム-137が検出された。空間放射線の測定結果は過去の測定結果と同

程度であった。

キーワード：フォールアウト，環境放射能，環境放射能水準調査

　Survey Data of Fall-out in Ishikawa Prefecture, April 2017 to March 2018.  by, MIYATAKE 
Tomoyo, YAMAGISHI Yoshinobu, KAWANO Takafumi, KOURA Toshihiro and NAKATANI 
Mitsuru (Environmental Science Department, Ishikawa Prefectural Institute of Public Health and 
Environmental Science)

　Key words : Fall-out, Environmental radioactivity, The environmental radioactivity level by 
prefecture
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検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」（平成 4年
改訂）に基づき，ゲルマニウム半導体検出器GC-4518
（キャンベラ社製）及び波高分析器DSA1000（キャンベ
ラ社製）により測定時間80,000秒で測定を行った。
　（3）モニタリングポストによる空間放射線量率測定
　文部科学省放射能測定法シリーズ「連続モニタによる
環境γ線測定法」（平成 8年改訂）に基づき，モニタリ
ングポストMAR-22（日立製作所製NaI（Tl）シンチレー
ション検出器）により行った。

3　調査結果

　3・1　定時降水の放射能測定
　表 1に定時降水中の全ベータ放射能測定結果を示す。
測定試料数は161検体であり，全ベータ放射能が検出さ
れたものは，そのうち16検体であった。これらの16検
体についてガンマ線核種分析を行った結果，人工放射性
核種は検出されなかった。

　3・2　環境試料中のガンマ線核種分析
　（1）降下物
　表 2に降下物試料中のガンマ線核種分析結果を示す。
測定試料数は12検体であり，いずれも人工放射性核種
は検出されなかった。
　（2）大気浮遊じん
　表 3に大気浮遊じん試料中のガンマ線核種分析結果を
示す。測定試料数は 4検体であり，いずれも人工放射性
核種は検出されなかった。
　（3）牛乳試料中のヨウ素-131
　表 4 に牛乳試料中のヨウ素-131濃度測定の結果を示
す。牛乳試料中からヨウ素-131は検出されなかった。
　（4）その他の環境試料
　表 5に上記以外の環境試料中のガンマ線核種分析結果

を示す。
　土壌試料については，セシウム-137が表層（ 0～ 5
cm）で20Bq/kg乾土，下層（ 5～20cm）で12Bq/kg
乾土であり，過去の測定結果と同程度であった。

表 1　定時降水中の全ベータ放射能測定結果
採取場所：金沢市太陽が丘

採取年月 降水量（mm） 検出数/測定
数

放射能濃度
（Bq/L）

月間降下量
（MBq/km²）

Ｈ29年 4 月 123.5 2/10 ND～4.8 30
5 月 51.5 1/8 ND～16 8.2
6 月 104.0 1/12 ND～4.1 6.1
7 月 432.0 1/11 ND～4.4 18
8 月 396.5 0/14 ND ND
9 月 185.0 0/9 ND ND
10月 334.0 1/16 ND～1.9 0.0
11月 250.5 1/13 ND～2.6 83
12月 312.0 3/20 ND～5.8 230

Ｈ30年 1 月 286.0 3/19 ND～2.7 120
2 月 180.5 3/16 ND～6.0 75
3 月 183.0 0/13 ND ND

年間値 2,838.5 16＊/161 ND～16 ND～230
H26～28年度の測定結果 23/442 ND～12 ND～82

ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）
＊：ガンマ線核種分析の結果，人工放射性核種は検出されなかった。

表 2　降下物（1か月毎採取）試料中の核種分析結果
採取場所：金沢市太陽が丘

採取期間
年月日～年月日

降水量
（mm）

核種別放射能降下量（MBq/km²）

ヨウ素-131 セシウム-134 セシウム-137 その他の人工放射性核種＊

H29. 3.30 ～ H29. 5. 1 124.0 ND ND ND なし
H29. 5. 1 ～ H29. 5.31 51.0 ND ND ND なし
H29. 5.31 ～ H29. 6.30 98.5 ND ND ND なし
H29. 6.30 ～ H29. 7.28 433.5 ND ND ND なし
H29. 7.28 ～ H29. 8.30 400.5 ND ND ND なし
H29. 8.30 ～ H29. 9.29 185.0 ND ND ND なし
H29. 9.29 ～ H29.10.31 334.0 ND ND ND なし
H29.10.31 ～ H29.11.30 242.0 ND ND ND なし
H29.11.30 ～ H29.12.26 281.0 ND ND ND なし
H29.12.26 ～ H30. 1.31 323.0 ND ND ND なし
H30. 1.31 ～ H30. 2.28 183.0 ND ND ND なし
H30. 2.28 ～ H30. 3.29 183.0 ND ND ND なし

年間値 2,838.5 ND ND ND なし
ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）
＊：クロム-51，マンガン-54，鉄-59，コバルト-58，コバルト-60 など

表 5　その他の環境試料中の核種分析結果

試料名 採取場所 採取年月日
セシウム-137

単位測定結果 H26～28年度の
測定結果

陸水 上　　水
（蛇口水） 金沢市太陽が丘 H29.6.12 ND ND mBq/L

土壌 0～5cm 金沢市末町 H29.7.10 20 21～23 Bq/kg乾土5～20cm H29.7.10 12 13～16
精米 河北郡津幡町潟端 H29.9.10 ND ND Bq/kg生
牛乳 羽咋郡宝達志水町坪山 H29.8. 7 ND ND Bq/L

海産生物
ワカメ

加賀市橋立漁港
H29.4.23 ND ND

Bq/kg生サザエ H29.7.20 0.042 ND
フクラギ H29.9.27 0.13 0.13～0.18

ND : 不検出（測定値が計数誤差の3倍を下回る場合）

表 4　牛乳試料中のヨウ素-131濃度測定結果
採取場所：羽咋郡宝達志水町坪山

採取年月日 検体数
ヨウ素-131（Bq/L）

測定結果 H26～28年度の
測定結果

H29. 8. 7 1 ND ND
ND：不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）

表 3　大気浮遊じん試料中の核種分析結果
採取場所：金沢市太陽が丘

採取期間＊1

年月日～年月日
吸引量
（m³）

核種別放射性物質濃度（MBq/m³）

ヨウ素-131 セシウム-134 セシウム-137 その他の人工放射性核種＊

H29. 4.12 ～ H29. 6.30 10,523.8   ND ND ND なし
H29. 7.10 ～ H29. 9.28 10,507.3   ND ND ND なし
H29.10. 5 ～ H29.12.26 10,505.4   ND ND ND なし
H30. 1. 4 ～ H30. 3.27 10,608.8   ND ND ND なし

年間値 42,145.3   ND ND ND なし
ND : 不検出（測定値が計数誤差の 3倍を下回る場合）
＊1：1か月につき 3日間採取し，これを 3か月分（9日間採取）まとめたものを 1

検体とした。
＊2：クロム-51，マンガン-54，鉄-59，コバルト-58，コバルト-60　など
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　海産生物試料については，セシウム-137がサザエで
0.042Bq/kg生，フクラギで0.13Bq/kg生であった。セ
シウム-137以外の人工放射性核種は検出されなかった。
海水中のセシウム-137の濃度について，福島第一原子
力発電所事故以降，各地の海域で若干の上昇が認められ
たとの報告もあり 1），今後の海産生物試料中の濃度変動
を注視する必要がある。
　農畜産物試料（精米，牛乳）及びその他の海産生物試
料（ワカメ）について，人工放射性核種は検出されなかっ
た。
　3・3　空間放射線
　表 6に空間放射線の測定結果を示す。県内 5地点の線
量率は，16～141nGy/hの範囲であり，モニタリングポ
ストによる空間放射線は，いずれの地点においても過去

の測定結果と同程度であった。

4　ま と め

　平成29年度の石川県における環境放射能水準調査と
して，定時降水中の全ベータ放射能測定，環境試料中の
ガンマ線核種分析及び空間放射線の測定を行った。
　定時降水の全ベータ放射能測定において，全ベータ放
射能が検出されたものは16検体あったが，いずれも人
工放射性核種は検出されなかった。
　環境試料中のガンマ線核種分析において，土壌及び海
産生物試料（サザエ，フクラギ）からセシウム-137が
検出された。また，その他の環境試料（降下物，陸水，
大気浮遊じん，農畜産物（精米，牛乳）及び海産生物（ワ
カメ）からは，人工放射性核種は検出されなかった。
　空間放射線の測定では，県内 5地点の線量率は16～
141nGy/hの範囲であり，線量率の平均値は全ての測定
地点で過去の測定結果と同程度であった。

文　　　献

1 ）公益財団法人海洋生物環境研究所：平成29年度原
子力施設等防災対策等委託費（海洋環境における放射
能調査及び総合評価）事業調査報告書（平成30年 3 月）

表 6　空間放射線の測定結果

測定地点
測定結果 H26～H28年度の測定結果

1時間値
（nGy/h）

平均値
（nGy/h）

1時間値＊
（nGy/h）

平均値
（nGy/h）

金沢市太陽が丘 24～ 89 49 36～111 50
輪島市三井町 16～ 91 30 15～112 30
羽咋市大町 34～120 61 33～136 62
河北郡津幡町字中橋 32～124 60 44～138 62
小松市下粟津町 23～141 50 36～160 53
＊：測定された10分値 6個の平均値を 1時間値としている。
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石川県保健環境センター研究報告書投稿規定
　石川県保健環境センター（以下「センター」という。）研究報告書の投稿規定を次のとおり定める。
1　編　集
　センター研究報告書の編集は，年報等編集委員会（以下「編集委員会」という。）が行う。
2　編集委員会構成
　編集委員会は所長を委員長とし，技監，次長，部長，副部長及び総務課長を委員とする。
　委員長は，必要に応じ委員長代理を指名し，その職務を委任することができる。
3　投稿者の規定
　投稿者は原則としてセンター職員とする。
4　報告書の内容
　センター職員が行った調査研究で，印刷物として未発表のものとする。ただし，抄録についてはこの限りではない。
5　報告の種類
　報告は，総説，報文，短報，資料及び抄録の 5種類とする。投稿申込者は希望する投稿区分を示して申し込み，編
集委員会が投稿区分を指定して投稿者に通知する。
1）総　説
　複数年にわたる連続した研究報告を総合的にまとめたもの，複数の部門で行われた研究報告を総合的にまとめた
ものまたはひとつの主題に関する内外の研究報告を総括的にまとめたもののいずれかで，形式は自由とし，和文要
旨及び英文タイトルを付記する。
2）報　文
　新知見を含むまとまった研究報告で，形式はおおむね，はじめに，材料と方法，成績，考察，まとめ，謝辞，付
記及び文献の順とし，和文要旨及び英文タイトルを付記する。
3）　短　報
　断片的な研究であっても，新しい事実で価値のあるデータを含む報告で，形式は報文に準じ，和文要旨及び英文
タイトルを付記する。
4）　資　料
　既知の方法による調査，試験検査の結果又は統計等をまとめたもので，形式は報文に準じ，和文要旨及び英文タ
イトルを付記する。
5）　抄　録
　当該年度に他誌に掲載された論文の抄録で，表題名，著者名，所属名，掲載誌名，巻（号），始ページ－終ペー
ジ，発行年及び紹介文の順に掲載する。

6　投　稿
　本誌に原稿の投稿を希望する者は，その原稿を本投稿規定ならびに「研究報告書原稿執筆要領」に従って作成しな
ければならない。
　投稿原稿の長さは，原則として表 1に示すページ数（図，表などを含む刷り上がりページ数）以内とする。ただし，
編集委員会が認めた場合は，この限りではない。

表 1　原稿の最大ページ数

原稿の種類 総　説 報　文 短　報 資　料 抄　録

ページ数  1 2 8 4 6 1

7 　原稿の提出及び審査
　原稿は所属のグループリーダー（執筆者がグループリーダー以上の職位の者である場合は部長）の校閲を経て，編
集委員会に提出する。
　提出された原稿は，次項に定める複数の査読員によって審査され，その採否，掲載区分及び掲載順序は編集委員会
が決定する。
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　原稿の表現，用語等の統一化は編集委員会で行い，必要な場合には投稿者に内容の変更，表現の統一化のための作
業あるいは内容の確認などを求めることがある。
8　査読員
　原稿の査読員は，次に定める職員をもって充て，審査原稿の割当は，査読員の専門分野及び経験を考慮して編集委
員会で決定する。
1）編集委員のうち，技監，技術総括次長，技術職の部長及び副部長
2）センター職員の中から編集委員会が選任し，編集委員長が委嘱した職員若干名。
　なお，本項に該当する査読員の任期は委嘱の日から当該年度の研究報告書発行の日までとし，再任を妨げない。

9　校　正
　初校は著者校とし，誤植の訂正に止め，内容の変更をしてはならない。ただし，編集委員会が認めた場合はこの限
りではない。
10　その他  
　その他必要な事項は編集委員会で協議する。
　この投稿規定は，昭和54年 4 月 1 日から適用する。

 昭和57年 4  月 1  日一部改正
 昭和 62 年 7  月 1  日一部改正
 平成 6  年 6  月 1  日一部改正
 平成 10 年 7  月 2  日一部改正
 平成 15 年 4  月 1  日一部改正
 平成 16 年 4  月 1  日一部改正
 平成 20 年 4  月 21 日一部改正
 平成 21 年 3  月 2  日一部改正
 平成 26 年 3  月 31 日一部改正
 平成 26 年 4  月 8  日一部改正
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石川県保健環境センター研究報告書原稿執筆要領
　研究報告書投稿規定第 6項に基づく原稿執筆要領を，次のとおり定める。

 〔はじめに〕
　この「原稿執筆要領」は，報告の投稿に当たり原稿執筆の際に従うべき必要最小限の約束が記されている。これに従
わない原稿は受理されない場合があるので注意すること。
　投稿原稿として具備すべき条件として，正確かつ客観的であり，内容，記述が十分に推敲され，つじつまのあった読
みやすく理解しやすい文章であることが求められる。原稿の審査は内容の妥当性，正確さ，学術的価値に重点が置かれ
るもので，理解しやすく読みやすい文章の推敲は，投稿者の執筆時及びグループリーダー校閲時に予め行っておくべき
義務と考えられる。
 〔原稿の執筆〕
　原稿の執筆は，原則として編集委員会が指定した電子媒体上での執筆とし，具体的な方法は別途定める。
　ただし，編集委員会が認めた場合は紙面による投稿も可能とする。この場合，原稿はA 4判でワープロによる左横
書き（25字×46行，左詰め，2ページで仕上がり 1ページに相当）とする。
 〔文　体〕
1 　原稿は原則として新仮名遣い，新送り仮名，平仮名混じり国語文とし，簡潔で理解し易い表現にする。止むを得ぬ
学術用語，地名，人名などのほかは常用漢字を用いる。
2　欧文はダブルスペースとする。
 〔表題等〕
3 　表題はなるべく短くまとめ，本文とは別の頁に書く。続報の場合は必ず副題を付ける。
4　表題又は副題の下に１行あけて所属名（部まで）と著者名を連記する。
5　総説，報文，短報及び資料には英文の表題，副題，著者名及び所属名を和文の下へ１行あけて記載する。
6　英文表題は，冠詞，前置詞，副詞，接続詞以外の単語の第１文字を大文字とする。
7　英文著者名及び所属名はイタリック体（斜体）とし，英文著者名は，ファミリーネームを先にすべて大文字で記載
し，ファーストネームは頭文字のみを大文字とする。
8　総説，報文，短報，資料及び抄録には，報告の内容を的確に示す 3～5語の和文または英文のキーワードを付記する。
9　総説，報文，短報及び資料には，和文要旨を付ける。要旨は表題，著者名の次に字数200～300字の範囲で記載し，
本文を読まなくても内容の要点が理解できるように作成する。
10　報告の一部若しくは全部を学会等に発表した場合には，最下段に発表学会名，発表年月日及び開催地名を明記する。
 〔本　文〕
11　本文は表題とは別の頁に新しく書き出す。
12　本文の構成はおおむね　1　はじめに，2　材料と方法，3　成績，4　考察，5　まとめ　の順とし，1行あけて
謝辞及び付記を記載する。文献は別の用紙に書き出す。ただし，総説の形式はこれらにとらわれず自由とする。
13　項目を細別するときの見出し符号は，次の順序で用いる。

1　　　　　1 ･ 1　　　　　（1）　　　　　ア　　　　　（ア）
2　　　　　1・2　　　　　（2）　　　　　イ　　　　　（イ）
3　　　　　1・3　　　　　（3）　　　　　ウ　　　　　（ウ）

　　ただし，考察とまとめはポイントシステムをとらず，（1），（2），（3）とする。
14　ポイントシステムとその見出しはゴシック体とする。
15　文の書き出しは 1字あける。行を改めるときも同じ。
16　句読点は「，」及び「。」，かっこは「（　）」を用いることとし，それぞれ 1字に数える。ただし，句読点が行の頭
に出る場合は，前の行の右欄外に書く。
17　数字は成語となっているもの以外はアラビア数字を用い，1こま 2字とする。小数点，コンマ等の記号も数字に準
じて記載する。
18　数量の単位は原則として国際単位系（SI単位）により，記号は国際的に慣用されているものを用いる。「リットル」
は「L」（半角大文字）を用いる。特殊な記号は脚注に説明を加える。

19　物質名，術語等で慣用されているものはそれに従う。物質名には化学式を用いない。
20　生物名（和名）はカタカナ書きとし，その学名はイタリック体とする。
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21　外国語の地名，人名は原則として欧語を用いる。
22　本文中の人名は姓のみとする。なお，人名が複数の場合は列記しないで，最初の人名のあとに「ら」を付け，年号
は原則として省く。
23　用語を略記するときは，最初に必ず正式な名称を共に示す。
 〔書体の指定〕
24　印刷時の書体を原稿中で指定するときは，ゴシック体は必要ある文字の下に 　　  線を，イタリック体は 　 　 線
を，スモールキャピタル体は 　 　 線をそれぞれ朱書する。
 〔表と図〕
25　表と図は重複を避け，本文の論旨展開に必要最小限なものに留める。これ以外の基礎資料となる表や図は，著者の
責任において適当な媒体で保管することとし，研究報告には掲載又は添付をしない。
26　表や図は，それぞれ本文とは別の頁に書き，番号と表題を付ける。
27　番号と表題は，表では表の上部に，図では図の下部に表示し，説明，注釈は表や図の下部に記載する。
28　番号，表題，説明及び注釈は和文，欧文のいずれでもよいが，欧文の場合は本文での引用にも欧文の番号を用いる。
29　表や図に用いる文字は書体を指定することができる。
30　表や図の本文中への挿入位置は，原稿用紙の右欄外に「←表 1」，「←図 1」のように朱書する。
31　表や図は原則として，その幅を刷り上り 8cm（半ページ幅）又は16.6cm（全ページ幅）とするが，特に大きさを
指定したいときは，表や図の原稿の右下に刷り上りの大きさを朱書する。
32　表の周囲は枠で囲まないのを原則とし，縦，横の罫は差し支えのない限り省く。
33　図・表及び写真は原則として白黒とする。
34　電子媒体による原稿とは別に，図はそのまま製版に使用できるもの 1部を提出する。
 〔引用文献〕
35　文献は本文の引用個所の右肩に1），2）3），4）-6）のように記載し，本文とは別の頁に一括して引用番号順に 1文献
ごとに行を改めて記載する。
36　文献の略名は，邦文誌は日本自然科学学術雑誌総覧，欧文誌は，Chemical Abstract 及び Cumurative Indexed 
Medicus に従って記載する。上記に指示のないものは，原則として略名を用いない。

37　雑誌の場合は，著者名：論文表題，雑誌名，巻（ゴシック体で記載）（号），始ページ－終ページ（発行年）の順に
記載する。
38　単行本の場合は，著者名：書名，版（編者名）始ページ－終ページ，発行所名（発行年）の順に記載する。
39　著者名は姓名を記載する。欧文名はファミリーネームを先にすべて大文字で記載し，ファーストネームは頭文字の
みを大文字とする。（例：PAULING, Linus C., DING Yunchung）
40　共著の場合は，原則として全員の姓名を記載する。
41　巻数は，ゴシック体にする。
　　通巻ページのあるものは，号を省略する。
　　ページは原則として通巻ページを記載する。
42　重版又は改訂版のない単行本は版の記載を省略する。単行本の全内容を総括的に引用した場合は，ページの記載を
省略する。
43　インターネット・ホームページを引用する場合は，掲載者（機関）名，ホームページ名，ホームページアドレス，
参照年（西暦）月日を記載する。
 〔謝辞と付記〕
44　謝辞は本文の最後に 1行の余白をあけて書き出す。見出しは付けない。
45  付記は謝辞に引続き行を改めて記載する。見出しは付けない。
 〔原稿の査読及び修正〕
46　原稿の査読は，原則として電子媒体を用いて行う。ただし，査読員から申し出があった場合は紙面によりこれを行う。
47　複数の査読員からの査読意見は，編集委員会事務局がこれを一括して投稿者に通知する。
48　投稿者は，査読員から修正意見を受けた場合，その指示に従って修正した原稿または修正できない旨とその理由を
付した意見書を編集委員会事務局へ提出しなければならない。
49　複数の査読員間で大きな意見の相違があった場合は，当該査読員間で意見を調整の上，執筆者に通知する。
50　前項において当該査読員間で合意が得られなかった場合，及び査読員と執筆者との間での見解の相違により修正に
関する合意が得られなかった場合は，編集委員会においてこれを調整し，その取り扱いを決定する。





エコロジーペーパー（再生紙）を使用しています。



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize false
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.500000
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


